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【開催日】 平成２９年３月１０日 

【開催場所】 第２委員会室 

【開会・散会時間】 午前９時～午後５時１５分 

【出席委員】 

委 員 長 下 瀬 俊 夫 副 委 員 長 矢 田 松 夫 

委 員 石 田 清 廉 委 員 小 野   泰 

委 員 三 浦 英 統 委 員 吉 永 美 子 

 

【欠席委員】 

 なし 

 

【委員外出席議員等】 

傍 聴 議 員 岡 山  明   

 

【執行部出席者】 

健 康 福 祉 部 長 河 合 久 雄 国 保 年 金 課 長 桶 谷 一 博 

国保年金課主幹 安 重 賢 治 国保年金課国保係長 石 田 由記子 

国保年金課国保係主任 山 根 和 之 国保年金課年金高齢医療係長 三 隅 貴 恵 

国保年金課特定健診係長 岡 﨑 さゆり 高 齢 福 祉 課 長 吉 岡 忠 司 

高齢福祉課主幹 塚 本 晃 子 高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長 尾 山 貴 子 

高齢福祉課主査兼介護保険係長 河 上 雄 治 高齢福祉課介護保険係主任主事 藤 永 一 徳 

高齢福祉課高齢福祉係長 古 谷 雅 俊 地域包括支援センター主任 荒 川 智 美 

病院事業管理者 河 合 伸 也 病院局事務部長 堀 川 順 生 

病院局総務課長 岡 原 一 恵 病院局総務課主幹 和 氣 康 隆 

病院局医事課長  山 根 和 美 病院局総務課主査兼経理係長 藤 本 義 忠 

病院局医事課医事係長 佐々木 秀 樹 病院局総務課経理係主事 岩 本 隆 嗣 

 

【事務局出席者】 

事 務 局 長 中 村   聡 庶 務 調 査 係 長 島 津 克 則 

 

【付議事項】 

１ 議案第３３号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の

制定について（国保） 

 

２ 議案第１７号 平成２９年度山陽小野田市国民健康保険特別会計予算に

ついて（国保） 
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３ 議案第１９号 平成２９年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計予算

について（国保） 

 

４ 議案第２４号 平成２９年度山陽小野田市病院事業会計予算について

（病院） 

 

５ 議案第３５号 山陽小野田市病院局企業職員の給与の種類及び基準に関

する条例の一部を改正する条例の制定について（病院） 

 

６ 議案第１８号 平成２９年度山陽小野田市介護保険特別会計予算につい

て（高齢） 

 

７ 議案第３８号 養護老人ホーム長生園組合の解散に関する協議について

（高齢） 

 

８ 議案第３９号 養護老人ホーム長生園組合の解散に伴う事務の承継に関

する協議について（高齢） 

 

９ 議案第４０号 財産の無償貸付について（高齢） 

 

 

午前９時  開会 

 

 

下瀬俊夫委員長 おはようございます。少し今日は早く始めました。たくさん

議案があるんで慎重審議をよろしくお願いいたします。それでは最初に

議案第３３号、山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の

制定についてから審査に入りたいと思います。それでは執行側の説明を

求めたいと思います。 

 

桶谷国保年金課長 おはようございます。国保年金課でございます。よろしく

お願いいたします。それでは、議案第３３号、山陽小野田市国民健康保

険条例の一部を改正する条例の制定について御説明いたします。議案と

は別にお手元に資料をお配りしていますので、こちらで御説明させてい

ただきます。資料１をお願いいたします。今回の改正は、国民健康保険

法施行令の一部を改正する政令が平成２９年４月１日から施行されるの
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に伴い所要の改正を行うもので、内容は経済の回復基調に伴う所得の底

上げと物価上昇を見込み、低所得者の負担に配慮し、軽減判定基準を緩

和するものでございます。同基準は、デフレの影響で据え置いた状態が

続いておりましたが、近年の物価上昇を受け、平成２６年度から連続で

引き上げられております。具体的には、表にありますように、５割軽減

に該当する所得基準が、現行、地方税法上の基礎控除額、３３万円でご

ざいますが、これに被保険者数×２６万５，０００円以下であるものを、

１人当たり５，０００円緩和して、３３万円＋被保険者数×２７万円以

下に、２割軽減に該当する所得基準が、現行、３３万円＋被保険者数×

４８万円以下であるものを、１人当たり１万円緩和して、３３万円＋被

保険者数×４９万円以下に、それぞれ改正するものでございます。説明

は以上です。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長 下の説明はいいの。下の説明、２のほうは。 

 

桶谷国保年金課長 はい、それでは続きまして影響額の見込みでございますが、

平成２８年度当初賦課に適用させた場合の賦課の影響額でございますが、

世帯数でいきますと９４世帯、金額でいきますとおよそ２４７万円の減

となっております。 

 

下瀬俊夫委員長 ９１じゃないん。 

 

桶谷国保年金課長 失礼いたしました。９１世帯、２４０万円の減でございま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにないですか。説明。いいですか。それでは、今の資料

も含めて条例改正について御意見をお願いします。いいですか。何もな

いというのは寂しいよな。 

 

三浦英統委員 結局若干軽減率が下がってきたと。こういうことで今後の医療

費の関係で予測として医療費が今後どのくらい軽減されるのか、下がっ

てくるのか。予測はしていらっしゃいますか、これによって。 

 

下瀬俊夫委員長 医療費が下がるって何ですか。 

 

三浦英統委員 医療費が行かんことになると、逆にいくから、いや下がるんじ

ゃない。済みません。 
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下瀬俊夫委員長 これ保険料の話をしよる。 

 

三浦英統委員 うん、保険料。だから、逆に今度は安くなるということは、医

者に行く回数が非常に増えてくるんじゃないかとこのように思うんです

が、増加の可能性についてどのような考え方を持っていらっしゃるんで

すか。ちょっと最初の分は訂正しますよ。今の最後のやつだけ。 

 

下瀬俊夫委員長 質問の意味が分かりますかね。 

 

三浦英統委員 要は、お金が下がるんじゃね。そしたら今までお医者に行こう

と思っていたのが、なかなか行けなかったのが下がるんだから、お医者

に行ってみようという国保加入者の皆さんも増える可能性がある。とい

うことは医療費が今度下がるんですよね。増えるんですよ。これについ

てどのようなお考えを持っていらっしゃるのかと思って。 

 

桶谷国保年金課長 そういった被保険者の方の心理状況につきましてはそれぞ

れ個人的なものがあると思っております。後ほどまた改めて医療費の動

向等につきましては御説明をさせていただきますが、基本的には国が提

示をしております伸び率、これが４．８でございますが、この４．８と

いう伸び率を中心に推移をしていくのではないかと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 今回の条例改正で経過措置があるよね。これの経過措置の意

味は何ですか。（発言する者あり）いや、これ条例改正。条例上、施行期

日が４月１日からでしょ。それなのに何でこの経過措置を入れているわ

け。 

 

桶谷国保年金課長 この条例改正につきましては、２９年度から適用というこ

とでございますので、経過措置といいますか、２９年４月１日からの適

用ということでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 いやだから、施行期日がそうなっているから、当然なんだけ

ど、なぜ２８年分まで従前の例という格好で経過措置を入れているのか

って聞いているんですが。２８年分は適用されないでしょ。 

 

山根国保年金課国保係主任 国保年金課主任山根でございます。このたび、な

お従前の例によるというふうに入っているものにつきましては、今回の

改正につきましては２９年度の保険料の計算をするに当たって軽減判定
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の基準が５割軽減でいきますと３３万円＋２７万円×被保険者数という

ふうになっておりますが、２８年度の保険料計算するに当たってはお手

元もの資料にもありますように３３万円＋２６万５，０００円×被保険

者数以下、これ５割軽減ですけれども、そちらの式を引き続き計算しま

すということで、なお従前の例によるというふうに記載させていただい

ております。 

 

下瀬俊夫委員長 それ必要なんかね。この経過措置って。 

 

桶谷国保年金課長 それぞれ過年度分の滞納もございますので、その辺りをき

ちんと整理するということでこのような表記にしております。 

 

下瀬俊夫委員長 いわゆる２８年度分までは駄目よと。いわゆるこの条例改正

は全く適用しませんよという一言入れんとおかしくなるということやね。

はい、分かりました。それで、この２６万５，０００円、５割軽減、２

割軽減、７割軽減ですが、２８年度、２９年度で人数がどの程度違うの

か分かれば。この９１世帯ですよね。これがそれぞれの軽減措置の所帯

で何人ぐらいいるのか分かれば教えてください。 

 

桶谷国保年金課長 ９１世帯の内訳でございますが、従前までは対象外であっ

た方がこのたびの改正により２割軽減に該当するようになられるだろう

と想定しています世帯数が５０世帯でございます。一方、従前２割軽減

だった方がこのたびの改正により新たに５割軽減に該当するだろうと思

われる方が４１世帯でございます。合わせて９１世帯を見込んでおりま

す。 

 

吉永美子委員 ということは２割世帯が５０世帯と予測されるとおっしゃいま

したよね。 

 

桶谷国保年金課長 この制度改正によりまして、影響額という視点で試算をし

ましたので、新たに従前までは対象外だった方がこの制度改正によりま

して、２割軽減に該当を新たにするようになるだろうという方が５０世

帯と見込んでおります。 

 

吉永美子委員 それを聞きたかったんですけど、これまで対象外だった方が２

割軽減ということになるということで、これは何というかな、対象外の

全体の中で５０世帯というのはどの程度に当たるんですか。対象外の全
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体の中でこれまで対象外がこれだけおられて、５０世帯が２割にいくと

いうことじゃないですか。だから対象外の全体の世帯の中の占める割合

ですよね。どのぐらいになるか。 

 

下瀬俊夫委員長 いわゆる軽減世帯以外やろ。（「そうです」と呼ぶ者あり） 

 

桶谷国保年金課長 大まかな計算で申し訳ございませんが、およそ６％前後と

見ております。 

 

下瀬俊夫委員長 何世帯。世帯数分かる。 

 

桶谷国保年金課長 世帯数がおよそ８７１世帯に対して５０世帯の割合で求め

ております。 

 

吉永美子委員 これまではおおよそですけど９２１世帯あって、そこの５０が

いわゆる対象内に入っていくという、軽減のですね、っていう考え方で

よろしいんですね。 

 

桶谷国保年金課長 平成２７年度の決算ベースで見ますと、対象外であった方

が８７１世帯ほどいらっしゃいますので、その８７１世帯の中で５０世

帯が新たに２割軽減の対象になると見ております。 

 

吉永美子委員 県内の中で山陽小野田市は対象、いわゆる軽減判定に入らない

という方々の世帯の割合というのは県内ではどのような状況にあるか分

かりますか。 

 

桶谷国保年金課長 そのような数字は持ち合わせておりません。 

 

下瀬俊夫委員長 ２７年ベースでいいんだけど、国保の全部の世帯数は何世帯

かいね。 

 

桶谷国保年金課長 ２７年度決算ベースでございますが国保に加入していらっ

しゃる世帯が８，９５１世帯でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 そうすると８７１世帯の意味は何かいなこれ。 

 

桶谷国保年金課長 これも同じく２７年度の決算ベースの数字でございますが、
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７割軽減、そして５割軽減、そして２割軽減を受けていらっしゃる世帯

の合計が８，０８０世帯ほどございましたので、先ほどの全体の世帯数

から８，０８０を引きまして、数字を出しております。 

 

下瀬俊夫委員長 これ国保の決算の資料なんだけど、これを見ると世帯数が９，

２１１世帯になっているんですよね。平成２７年度決算。この数字は何

かな一体。 

 

桶谷国保年金課長 先ほど私が平成２７年度の決算ベースと申しましたのが、

年度末現在での国保に加入をしていらっしゃる世帯の数でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 この国保の決算の資料は何かいね。いつの時点。予算ベース

ですか。 

 

桶谷国保年金課長 通常、世帯数あるいは被保険者数を論じるときに用いられ

ますのが、一つが年度末の数字、もう一つが各月の平均を出す場合がご

ざいます。 

 

下瀬俊夫委員長 この決算のときに出された資料には９，２１１という所帯に

なっているわけね。平成２７年度の。この数字はどの時点の数字なの。 

 

桶谷国保年金課長 平均での世帯数ということだと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 月平均。 

 

桶谷国保年金課長 平均でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ちょっと数字がいっぱい出てきてだんだん分からなくなって

きたんだけど、この７割軽減、５割軽減、２割軽減全部合わせて８，０

００世帯ぐらいって言わんかった今。そんなにあるの。これ法定減免や

ろ。法定減免の世帯が全世帯の８，９００に対して８，０００世帯もあ

るわけ。そんなことはないでしょ。（発言する者あり）そうですか合って

いる。そうすると約１割分が通常の保険料を取っているということです

よね。あとは法定減免の措置ということになりますよね、いいですか。 

 

桶谷国保年金課長 数字の訂正をお願いいたします。先ほど８，０８０世帯と

申し上げましたが、５，８０７世帯に修正をお願いいたします。 
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下瀬俊夫委員長 それはどの部分ですか。どの分の数字。 

 

桶谷国保年金課長 ２割軽減、５割軽減、７割軽減を受けていらっしゃる世帯

の合計が５，８０７世帯でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 そうすると残り約３，０００世帯はどこに行くわけ。３，０

００世帯が通常の保険料を払っている世帯ですか。（「そうですね、はい」

と呼ぶ者あり）そしたら８７１は何なん。 

 

桶谷国保年金課長 済みません、改めて訂正した数字で御説明させていただき

ます。平成２７年度末の数字でございますが、国保に加入をされていら

っしゃいます世帯が８，９５１世帯でございます。これが全部の世帯数

でございます。一方７割軽減、５割軽減、２割軽減を受けていらっしゃ

る世帯の合計が５，８０７世帯でございます。したがいまして軽減対象

外の世帯といたしましてはこの８，９５１世帯から５，８０７世帯を除

きますので、残りの３，１４４世帯ということになります。 

 

下瀬俊夫委員長 この８７１というのは結局何やったんですか。 

 

桶谷国保年金課長 一番最初に申し上げましたのは軽減措置７割、５割、２割

の軽減を受けていらっしゃる方を８，０８０と申し上げたときの数字で

ございますので、訂正をお願いしたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 これが訂正なわけね、分かりました。疑問は解けたね。それ

でこの改正理由のところに書いてあるんですが、近年の物価上昇を受け

て、平成２６年度から連続で引き上げられているというのは、これはだ

から控除分の金額が引き上げられているということですよね。（「はい」

と呼ぶ者あり）同時にこれまで限度額の引上げもされてきたんだけど、

今回限度額はしないわけですね。 

 

桶谷国保年金課長 このたび限度額につきましては見送られたという経緯がご

ざいます。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは国保条

例の質疑を打ち切りたいと思います。討論のある方。（「なし」と呼ぶ者

あり）それでは議案第３３号山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改

正する条例の制定について賛成の委員の挙手をお願いいたします。 
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（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長 全会一致であります。それでは平成２９年度の国民健康保険

特別会計の審査に入りたいと思います。議案第１７号、平成２９年度山

陽小野田市国民健康保険特別会計予算について執行側の説明を求めたい

と思います。 

 

桶谷国保年金課長 議案第１７号、平成２９年度山陽小野田市国民健康保険特

別会計予算について御説明いたします。本日の御説明ですが、少々お時

間を頂きまして、最初に、新年度予算の全体像について、続いて制度改

正について、そして、最後になりますが、予算について御説明させてい

ただきます。また、お手元に資料をお配りしていますが、それぞれ該当

する項目のところで御説明したいと考えております。よろしくお願いい

たします。それでは、新年度予算の全体像から御説明させていただきま

す。まず、被保険者数ですが、お手元にお配りしています資料２をお願

いします。上段に被保険者数の推移を記載しています。平成２９年度は、

薄く網掛けをしている箇所ですが、一般被保険者数を１万３，１３２人、

退職被保険者数を２５０人、合計で１万３，３８２人を見込んでいます。

推計方法ですが、平成２７年度の国勢調査の数値や人口問題研究所の数

値等を基に５歳刻みで推計しています。その結果、平成２８年度当初予

算時と比較しますと、③－①の欄になりますが、合計で８８１人の減。

先の平成２８年度の補正予算時と比較しますと③－②の欄になりますが、

合計で４２６人の減となっています。なお、平成２９年度の合計被保険

者数１万３，３８２人は、２月末日現在の本市の人口６万３，９２６人

の２０．５％にあたり、年々減少している状況です。続いて、医療費の

推計ですが、同じく資料２の中段に記載しています。先の３月補正で御

説明しました平成２８年度の医療費決算見込①と被保険者数見込②を基

に、先ず平成２８年度の一人当たりの医療費見込③を算出し、その額に

平成２９年度の被保険者数見込④を乗じ、更に一人当たりの医療費の伸

び率⑤を乗じて算出しています。その結果、予算計上額は③×④×⑤の

欄の金額になります。医療費の伸び率４．８％は国が示したものです。

この高い伸び率の背景の一部として、昨今の高額な薬剤費が影響してい

るものと考えています。続いて資料３は、過去６年間の一人当たりの医

療費の推移を表したものです。本市は高止まり感があり、そこに県平均

が急速に上がってきている状況です。平成２６年度から平成２７年度に

かけて、本市、県平均とも伸び率が上昇しているのは、高額な薬剤費が

影響しているものと分析しています。続いて、保険料についてですが、
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資料的なものはございませんが、当初予算では、料率は据え置いた形で

編成しています。確定申告が終了し、所得状況が確定する５月下旬に、

改めて算定することになります。詳細は歳入のところで御説明させてい

ただきます。続いて、国保運営の県広域化に関する予算ですが、資料４

をお願いします。これは、２月に国が全国説明会を開催したときの資料

で、平成２８年度の６月補正時に参考資料としてお配りしたものの最新

版になります。一番下段が市町村のスケジュールになりますが、その中

の一番下に、自庁システムの改修、ＰＩＡの再実施、運用とあり、真ん

中辺りから矢印が上の国保情報集約システムの運用に向けて伸びている

と思いますが、これが、平成２９年度のシステム改修になります。具体

的には、資格の得喪と高額療養費多数回該当を扱う国保連の情報集約シ

ステムとのデータ連携環境を構築するもので、住民情報系システムの改

修と高額療養費管理システムの更新、そして、月報、年報等を扱う国保

情報データベースの更新を行います。続いて、資料５をお願いします。

先の１２月の委員会の中でも御議論いただきました標準的な収納率の考

え方について御説明させていただきます。この資料は、都道府県国民健

康保険運営方針策定要領、通称ガイドラインと呼ばれていますが、これ

に記載されています一部を抜粋したものです。一つ目の丸ですが、標準

的な収納率は収納率目標とは異なり、都道府県内における市町村標準保

険料率を算定するに当たっての基礎となる値である。仮に、実態よりも

大幅に高い収納率を基に市町村標準保険料率を算定した場合には、その

分、市町村標準保険料率も引き下がり、結果としてその市町村標準保険

料率を参考にした市町村は、本来必要な保険料収入を集めることができ

なくなるおそれもある。二つ目の丸ですが、このため、標準的な収納率

の算定に当たっては、各市町村の収納率の実態を踏まえた実現可能な水

準としつつ、かつ、低い収納率に合わせることなく、例えば、保険者規

模別や市町村別などにより適切に設定することとなっております。現在、

これらガイドラインに基づき、作業部会で検討しているところです。か

ねてより御議論のありました９２％は、国が一つの事例として掲げたも

ので決定したものではありません。続きまして、制度改正についてです。

３点ございます。一つ目は、先ほどの条例改正で御説明しました、保険

料軽減判定基準の緩和でございます。二つ目は、高額療養費制度の見直

しです。資料６をお願いします。このたびの改正は、制度の持続可能性

を高めるため、世代間、世代内の負担の公平や、負担能力に応じた負担

を求める観点から、低所得者に配慮した上で、高額療養費の算定基準額

を見直すものとなったものです。７０歳以上の方が対象で、平成２９年

８月から施行される第１段階と、平成３０年８月から施行される第２段
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階に分かれて施行されます。第１段階では、現役並み所得者の方は外来

療養に係る算定基準額が現行の４万４，４００円から５万７，６００円

に引き上げられます。一般所得の方は外来療養に係る算定基準額が現行

の１万２，０００円から１万４，０００円に引き上げられるとともに、

新たに、自己負担額の年間の合計額に対して１４万４，０００円の上限

額を設けています。また、入院療養に係る算定基準額は現行の４万４，

４００円から５万７，６００円に引き上げられるとともに、新たに、多

数回該当４万４，４００円の上限額を設けています。これら影響額です

が、保険者負担額で、おおよそ１万１，０００円の減額と見込んでいま

す。三つ目は入院時生活療養費の見直しです。資料７をお願いします。

医療と介護及び入院と在宅療養の負担の公平化を図る観点から、入院時

生活療養費の生活療養標準負担額のうち居住費に掛かる部分について見

直すものとなったものです。朱書き部分が見直される金額でございます。

これにより国保会計で支払う給付費が減少することになりますが、影響

額につきましては算定が困難であるため、試算しておりません。それで

は、国民健康保険特別会計予算について御説明いたします。２ページを

お願いします。予算総額は、歳入歳出とも８３億５，３５９万５，００

０円となり、前年度当初予算比０．３８％、３，１８２万７，０００円

の増額となりました。それでは、歳出から主なものにつきまして、予算

編成の考え方を御説明させていただきます。２６、２７ページをお開き

下さい。１款１項１目一般管理費につきましては、まず人件費ですが、

一般職給は平成２８年度より１名増の１２名で計上しています。これは

国保年金課職員の会計別の配分を見直したもので、後ほど御審議いただ

きます後期高齢者医療特別会計の一般職員を１名減の２名としています。

一般会計の１名と合わせトータルの職員数１５名に変更はありません。

また、臨時職員につきましては２名で変更ございませんが、日額が従前

の６，０００円から４００円増の６，４００円に改定されています。続

いて１３節委託料においては、先ほど御説明しました国保運営県広域化

に向けてのシステム改修委託料を計上しています。また、共同電算委託

料では、先の平成２８年度３月補正で計上しました、結核性疾病、精神

病に係るレセプトデータの分析、抽出に係る費用も含まれています。続

きまして、２８、２９ページをお願いします。中段、１款２項１目賦課

徴収費ですが、１２節役務費のうち通信運搬費は５２円の郵便はがきが

６月から１０円値上げされ６２円になることから、増額となっています。

続いて、下段、１款３項１目運営協議会費ですが、委員１４名のうち、

報酬支払対象者１２名分を計上しています。また、協議会の開催日程の

調整につきましては、今後も、全委員御出席いただけるよう努力してま
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いります。続きまして、３０、３１ページをお願いします。２款保険給

付費ですが、先ほど御説明しましたとおり、平成２８年度の決算見込み

を基に平成２８年度の一人当たりの医療費を算出し、その額に平成２９

年度の被保険者数と医療費の伸び率４．８％を乗じて算定しています。

その結果、１項の療養諸費の合計は３２ページ中段にありますように、

対前年９６５万８，０００円減額の４６億９，５７０万６，０００円と

なっています。一方、２項の高額療養費の合計は、３４ページをお願い

します。中段やや下辺りにありますように、対前年１，８３６万９，０

００円増額の６億７，４６９万３，０００円となっています。実は、国

は８月の概算要求の時点では、一人当たりの医療費の伸びを２．６％の

増と見込んでいましたが、高額な薬剤の影響等を織り込み、最終的に４．

８％の増と大きく修正したところです。この高額薬剤の医療費への影響

は本市でも確認しております。レセプトのシステム上、全てを抽出でき

るわけではありませんが、一例として、Ｃ型肝炎新薬ソバルディ、ハー

ボニー、そして抗がん剤のオプジーボの３薬に特化してみますと、多い

月で、療養給付費の約３％強、高額療養費の約７％強を占めている状況

です。今後も、こうした高額な薬剤費の動向も注視していきたいと考え

ています。続きまして３６、３７ページをお願いします。中段２款４項

１目出産育児一時金、下段２款５項１目葬祭費は制度的な変更等はあり

ません。続きまして、３８、３９ページをお願いします。上段３款１項

後期高齢者支援金等は後期高齢者医療制度への支援に係るものであり、

下段の４款１項前期高齢者納付金等とともに、国の予算編成通知により

計上しています。続きまして、４０、４１ページをお願いします。６款

１項１目介護納付金は、介護保険制度に対する納付金であり、算定した

結果、対前年１，６３７万９，０００円減額の２億３，６８４万２，０

００円を計上しています。下段の７款１項１目高額医療費拠出金及び２

目保険財政共同安定化事業拠出金は国保連合会が算出した額を計上して

います。１目高額医療費拠出金は対前年１，９３５万１，０００円増額

の１億７，２３７万７，０００円を計上し、２目保険財政共同安定化事

業拠出金は対前年１，０３７万１，０００円増額の１５億７，４４８万

４，０００円を計上しています。４２、４３ページをお願いします。中

段、８款１項１目特定健康診査等事業費は個別健診における委託料単価

が増になるものの対象となる被保険者数が減となることから、対前年８

７万９，０００円減額の４，６６６万１，０００円を計上しています。

下段、８款２項１目疾病予防費は対前年１９８万６，０００円減額の１，

８２０万３，０００円としております。詳細は４４、４５ページをお願

いします。１３節委託料では健康運動事業委託料として９１万円を計上
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していますが、若返り体操教室につきましては、２８年度の秋の教室か

ら、若い世代にも参加していただきたく、事業のネーミングを「こくほ

シェイプアップジム」と改称したところです。また、いきいき水中運動

教室につきましても、２９年度から事業のネーミングを「こくほアクア

ビクス」に刷新する予定です。また、検診委託料はがん検診等の委託料

ですが、延べ９，８９２人分１，１７１万４，０００円を計上していま

す。２目はり・きゅう施術費につきましては実績等から初検を１００件、

１術を１，３００件、２術を１，５００件として計上しています。続い

て、９款１項１目基金積立金は国民健康保険基金から生じる預金利子を

積み立てるものです。４６、４７ページをお願いします。１０款諸支出

金につきましては近年の実績を踏まえ、併せて一般被保険者と退職被保

険者の調整を行っています。歳出は以上です。次に歳入について御説明

いたします。１２、１３ページをお願いします。保険料の推計ですが、

２８年度１２月の調定額を基に料率は据置きとし、所得につきましても

２８年度と同等とし、被保険者数の減を調整して算定しています。予算

計上額はこうして算定された額に収納率を乗じるわけですが、収納率は

平成２５年度から平成２７年度までの平均収納率を用いています。その

結果、一般被保険者の現年度分は９０．６２％となっており、平成２８

年度予算で用いました収納率９０．４８％より、０．１４％上昇してい

ます。また、滞納繰越分は２８年度の決算見込み額等を勘案して計上し

ています。その結果、１款１項１目一般被保険者国民健康保険料は対前

年３，９３７万８，０００円減の１２億２，８４４万７，０００円を計

上しています。また、２目退職被保険者等国民健康保険料は対前年３，

３７６万５，０００円減の３，５６６万６，０００円を計上しています。

先ほど御説明しましたとおり、当初予算上では、料率は据え置いて編成

しています。平成２９年度の料率は確定申告が終了し、所得状況が確定

する５月下旬に算定することとしています。続きまして、１４、１５ペ

ージですが、中段やや上２款国民保険税、その下３款、使用料及び手数

料につきましては昨年度と同額を計上しています。下段、４款１項１目

療養給付費国庫負担金は一般被保険者における保険給付費及び各種支援

金額や前期高齢者交付金額を勘案し、対前年３，８７５万３，０００円

減の１０億２３３万円を計上しています。続いて、１６、１７ページを

お願いします。２目高額医療費共同事業負担金及び３目特定健康診査等

負担金はそれぞれ歳出額に応じて計上しております。続きまして、中段、

２項１目財政調整交付金ですが、１節普通調整交付金は一般被保険者の

保険給付費や前期高齢者交付金額などを勘案し計上しています。また、

２節特別調整交付金は結核性疾病、精神病に係る医療費が多額である市
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町村に交付されるもので、１，５００万円計上しています。また、２目

国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金は国保運営県広域化に伴う

システム改修費の補助金です。平成２８年度は補正予算で対応したため、

金額的には皆増となっています。続きまして、５款療養給付費交付金は

退職被保険者における保険給付費や後期高齢者支援金等を勘案し、対前

年８，４６２万１，０００円減の１億２，８８８万９，０００円を計上

しています。続いて、１８、１９ページをお願いします。上段、６款前

期高齢者交付金は国の予算編成通知による数値を用いて算定した結果、

２億２，３２７万７，０００円増の２６億７，２３５万円を計上してい

ます。その下、７款１項県負担金は先の４款１項国庫負担金と同様、歳

出額に応じて計上しています。２項１目財政調整交付金は一般被保険者

の保険給付費や前期高齢者交付金額などを勘案し、対前年５７４万６，

０００円減の２億５，６３５万７，０００円を計上しています。下段、

８款１項１目高額医療費共同事業交付金及び２目保険財政共同安定化事

業交付金は、それぞれ歳出額と同額を計上しております。続きまして２

０、２１ページをお願いします。上段、９款１項１目利子及び配当金は

国民健康保険基金の預金利子を計上しています。続いて１０款１項１目

一般会計繰入金のうち１節及び２節保険基盤安定繰入金は２８年度決算

見込額と条例改正分を勘案し計上、３節職員給与費等繰入金は一般管理

費等における人件費及び物件費相当分を計上、４節は出産育児一時金の

３分の２を計上、５節財政安定化支援事業繰入金は地方交付税措置の割

戻相当額を計上、６節その他の一般会計繰入金は福祉医療助成に係る負

担軽減対策及び特定健康診査の所要額を計上しております。なお、一番

下段に計上しています福祉医療助成対策繰入金は新規の繰入金で、内容

は平成２６年８月から実施しています市単独の福祉医療助成対策事業に

伴い減額されている国庫負担金相当分になります。県制度を超えて拡充

実施されていますので、負担軽減対策繰入金には算入されていませんの

で、少額ではありますが、遺漏なく整理し繰入れるものです。繰入れの

対象は平成２８年度分になります。これらの結果、一般会計繰入金全体

としましては対前年１，６９０万３，０００円減の６億２，０８４万３，

０００円を計上しています。続いて２２、２３ページをお願いします。

２項１目国民健康保険基金繰入金は歳入不足を補うため対前年１，６５

９万４，０００円減の１億６，８６５万８，０００円を計上しています。

その結果、基金残高は資料２の下段になりますが、５億６，８６９万８，

６１１円となります。予算書に戻っていただき、次の１１款と１２款は

基本的に前年度と同額を計上しています。御説明は以上でございます。

平成２９年度も引き続き健全な財政運営に努めてまいる所存でございま
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す。御審議のほどよろしくお願いします。 

 

下瀬俊夫委員長 それでは説明が終わりましたので歳出の２６、２７ページか

ら審議に入りたいと思います。ありますか。臨時職員の給与、この間も

本会議でも６，４００円っていうのがあったけど、これはもう確定した

わけですね。 

 

桶谷国保年金課長 確定しております。 

 

矢田松夫副委員長 委託料のところですが、システム改修委託料というのがあ

るんですよね。これ説明願えますか。随分予算が上がっていますけど、

高くなっている。前年と比べてね。どういうことをどのようにするのか。 

 

桶谷国保年金課長 これは先ほど申し上げましたように、国保の県広域化に伴

いまして、システムを改修するものでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 中身、中身。 

 

桶谷国保年金課長 平成２９年度につきましては資格の得喪と高額療養費の多

数回該当を扱います県の情報集約システムとのデータの連携環境を構築

するために住民情報系システム、通称ＡＤⅡと呼んでおりますが、これ

らの改修と合わせまして、高額療養費の管理システムの更新、そして月

報、年報等扱います国保情報データベースの更新を行うものでございま

す。 

 

吉永美子委員 レセプト点検の委託料なんですけども、これについては２８年

度と全く金額が変わっていないと思うんですけども、この決め方ですね、

入札等でされているのか、件数関係なく固定に決まっているのか、その

在り方についてお知らせください。 

 

桶谷国保年金課長 このレセプト点検の委託料につきましては、国保連合会に

委託をするものでございまして、国保連合会で単価が決められておりま

す。それぞれ県内一律の単価となっております。 

 

吉永美子委員 その単価というのは１件とかではなくて、減ろうが減るまいが、

山陽小野田市は２０４万３，０００円払ってくださいということになっ

ているんでしょうか。 
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桶谷国保年金課長 いえ、それぞれ審査の手数料というものが決められており

ます。 

 

石田国保年金課国保係長 国保年金課国保係長石田です。レセプト点検業務に

つきまして、共同事業になりますが、レセプト１件につき６．８１円と

なっております。６円８１銭となっております。 

 

吉永美子委員 そうなると、だから１件当たりということは、これはもう何て

いうか、年ごとに変わるということはないということですか、これは２

０４万３，０００円まで一緒なんですけど、２８年度と２９年度の予算

の在り方、だからもう一括で年間幾らとされているのかどうなのかとい

うことをお聞きしたかったんですけども、１件当たりが６．８１円とい

うことは細かいところまで出てきますけども、これはもう実績で毎年変

わらないというところでしょうか。レセプトの件数が若干は変わってく

ると思うんですけども。 

 

石田国保年金課国保係長 レセプトの件数なんですが、毎月レセプトの枚数は

変わってまいります。そのため毎月どれぐらいのレセプト枚数があるか

っていうのは変わってきますので、把握できませんので、一月２万５，

０００件という見込みを立てまして、２万５，０００件掛ける６円８１

銭を、それを１２か月分という形で試算しております。毎年同じように

試算しておりますが、今のところ一月２万５，０００件以上超えたこと

がありませんので、大体この件数で計算させていただいております。 

 

矢田松夫副委員長 去年の１件当たりが７円３５銭で計算したんじゃないかね。

違う。何か今、６円８１銭で今年は計算して予算組んだと言うけど。 

 

桶谷国保年金課長 国保連合会におけます手数料はこれ以外にもいろいろござ

いますが、２９年度につきましては２８年度と全て同額となっておりま

す。６．８１円に先ほど担当が説明しました月２万５，０００件を掛け

まして、それに１２月を掛けた数字を計上しております。（発言する者あ

り） 

 

下瀬俊夫委員長 ほかに。なければ職員の関係で後期高齢を１名減となってい

ますよね。これはなぜですか。 

 

桶谷国保年金課長 現在、収納係を従前２名であったのを３名に増加をしてお
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ります。その関係で補正予算時に国保のほうを１名増にして、後期特会

のほうを１名減にするという手法を採っておりましたが、２９年度の当

初予算につきましては、人事課とも協議をしまして、当初予算から国保

を１２名、後期を２名という形で編成をしております。 

 

下瀬俊夫委員長 だからそれはなぜですか。 

 

桶谷国保年金課長 現在、国保年金課の職員、１５名おりますが、実際にその

業務に張り付く、実情に合わせた人数を計上したということでございま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 いやいや、だからその後期高齢の職員はもう基本的に二人で

対応できるんだということですか。 

 

桶谷国保年金課長 基本的にはそうです。 

 

下瀬俊夫委員長 ただね、後期高齢のいわゆる普通徴収の部分がね、やっぱり

滞納がきちんとあるでしょ。特に後期高齢の場合は年金から天引きでき

ない、いわゆる収入の低い所帯のですね、滞納があるということでね、

これはかなり徴収そのものがなかなか厳しいんじゃないかなと僕ら思っ

ているんですが、二人で対応できますか。これは国保のほうの徴収事務

と一緒にやりよるんかいね、今。それで対応できるわけですか。 

 

桶谷国保年金課長 今、委員長が申されましたように後期高齢におきます収納

対策につきましては国保と一体となっておりますので、国保の収納担当

で、併せて行っております。 

 

下瀬俊夫委員長 それとレセプトの点検の件なんですが、これは具体的にこれ

まで何ていうかね、分析の問題で例えば病院ごととかね、そこら辺のこ

とに対するこの資料提供っていうのは、余りやっていなかったよね、医

療機関ごとの。そういうことについてはどうなんですか。今後の計画の

中にね、例えば僕ら一番気になるのはね、市民病院がかなり患者が減っ

てきよるんですよね。こういう患者がどこに流れているんかっていうの

はね、これまでの議論の中でそれはいわゆる投薬期間が長くなったせい

だと、それで患者が減ったんだっていう言い方をしているんですよ。僕

はね、別の医療機関に流れているんじゃないかなと思っているんだけど、

そういう分析っていうのは基本的にやっていないでしょ。 
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桶谷国保年金課長 そうですね、ある被保険者の方が通常通っていらっしゃる

医療機関から変わられて別の医療機関に行かれるというようなものの分

析まではしておりません。ただ、システム上国保に加入していらっしゃ

る被保険者がどこの医療機関に通院をされていらっしゃるかという資料

は出ると思います。 

 

下瀬俊夫委員長 いやいや、だからね、今言ったように例えばある１か月をと

って特定の患者というよりも、国保の中で医療機関の流れというのが、

分析ができるのかどうかという問題ですよ。 

 

桶谷国保年金課長 そうなりますと多角的な視点での分析になりますので、例

えばモデル的に何人かを抽出してその抽出された被保険者の方に特化し

て後追い調査をしていくという方法であればできないことはないと思っ

ております。 

 

下瀬俊夫委員長 医療機関全体としては分からないわけね。１か月のスパンで

切り取ってものをみるという仕方はできんわけですね。 

 

桶谷国保年金課長 そうですね、単純にどこの医療機関で診療されたかという

分析は当然できますが、その方がどういった形で流れているとか、変わ

られた後の追跡調査になりますと一件ごと追っていく形になると思いま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 なければ次のページいいですか。賦課徴収業務の件でお聞き

いたします。 

 

吉永美子委員 昨年のときもお聞きしておりますが、このコンビニ収納につい

て、今年度は何件を予定されての取組になっておりますでしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 予算につきましては、６月から賦課が始まりますので、６

月から３月までの１０か月間になりますが、１か月、９５０件の１０か

月ですので、９，５００件の金額としては６１万６，０００円を見込ん

でおります。 

 

吉永美子委員 ということは昨年と変わらないということで、このコンビニ収

納についてはいわゆる高いところでもう止まっていると。これ以上はや

はり増えていかないという感じでしょうか。 
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桶谷国保年金課長 コンビニ収納につきましては平成２５年度から開始された

わけでございますが、開始された平成２５年度につきましては、延べ件

数でいきますと約４，８００件でございました。平成２６年度が７，１

００件で平成２７年度が８，８００件という形で、右肩上がりに伸びて

きておりましたが、２８年度になりまして、直近の数字でいきますと１

月まででございますが、ほぼ平成２７年度と同じぐらいで推移をしてお

ります。開始されて３年たってある程度浸透等をして落ち着いてきたと

見ております。 

 

吉永美子委員 そうなるとやはり口座で納付をしていただくのが一番、ある面

確実かなというところあるんですけども、口座で納付していただくよう

努力されてきたと思うんですけども、その状況と現在の世帯状況をお知

らせください。 

 

桶谷国保年金課長 被保険者の方で、現在金融機関あるいは市役所の窓口に来

られて納付されていらっしゃる方につきましては、納付漏れがないとい

うことで口座振替のほうを勧奨させていただいております。口座振替の

世帯の状況でございますが、割合でいきますとおよそ３９％の方が現在

口座振替をされていらっしゃいます。この数値の傾向でございますが、

ほぼ毎年この割合については変わってきておりませんが、特別徴収との

関係もございますので、ここ数年の傾向で見ますと口座振替の方が減っ

てきて、特別徴収の方が増えています。あと残りの方が通常の納付書で

納付をしていただくというそういった…。 

 

下瀬俊夫委員長 ちょっとそれぞれ件数を言うてよ。件数。割合でもいいけど。 

 

桶谷国保年金課長 平成２８年度の当初納入通知書を発送したときの状況でご

ざいますが、納付書が３，７６９件、割合にしまして４１．４％。それ

から口座振替が３，５８４件、率にしまして３９．４％。特別徴収が１，

７４３件、率にしまして１９．２％でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 その他が窓口ね。 

 

吉永美子委員 被保険者自体が減っているわけですけれども、２８年度のとき

の御説明では口座で納付になっておられるのが３，８５０世帯って言わ

れたと思うんですけど、かなりやはり減っている感じが、３，５８４っ

て言われましたよね。随分やはり減っているという被保険者数が減って
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いる以上に減っているというところがあるんでしょうか。口座振替が。 

 

桶谷国保年金課長 昨年申し上げました口座振替３，８５０の数値につきまし

ては平成２７年度での数字でございます。このときの割合が、４０．９％

でございましたので、件数、率とも若干ではございますが減っていると

いう状況でございます。 

 

吉永美子委員 ちゅうことはやはり、何て言うかな、口座振替にしてください

というキャンペーンを張ったりとか、そういうことをすることも考えて

いかれる必要性があるのではないかと思うんです。それを申し上げてお

きたいと思いますけども、併せて要は上の連合会負担金のとこ聞いてい

いですか。 

 

下瀬俊夫委員長 どこ。 

 

吉永美子委員 上の段の。 

 

下瀬俊夫委員長 どうぞ。 

 

吉永美子委員 昨年のときに、この金額は少ないけれども、国民健康保険制度

改善運動負担金ということで、被保険者数×３円というふうにお聞きし

たように思っているんですけども、これについては改善強化の推進運動

とか、陳情活動とか、ということがあるっておっしゃったように記憶し

ているんですけども、じゃあ昨年、そういった陳情活動とかしていただ

いているのはどうか、このお金を出しているわけですけども、実績です

ね、要は。４万５，０００円を出していることに対しての連合会として

の実績をお知らせください。 

 

桶谷国保年金課長 この制度改善の運動負担金につきましては今委員さんのほ

うからお話がありましたように国保制度の改善強化の運動の推進を図る

ために納付をしているものでございます。具体的な使い道といたしまし

ては、政府、国会への陳情活動あるいは県内においては県あるいは県議

会への陳情活動等を推進するために使われておりますが、具体的に申し

訳ございません、いつどういった活動をされたかということにつきまし

ては、承知をしておりません。 

 

吉永美子委員 やはり４万５，０００円といえどお金を出しているわけですか
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ら、どういう活動があったかというのは負担金ってほかにもいっぱいあ

りますけど、一般会計でも。きちんとお知らせをいただくべきではない

でしょうか。どう使われたかも分からないっていうふうにはすべきでは

ないと思います。 

 

桶谷国保年金課長 実際に陳情活動あるいは改善の強化の運動をされているこ

とについては認識をいたしておりますが、いついつどこでどういった活

動をしたという具体的なものについては承知をしていないということで

ございます。 

 

吉永美子委員 ちょっと今疑問が出たんですけど、そういう活動をされている

ことは認識しているけど、どうされたかは分からないというのはちょっ

と説得力に欠ける気がします。いついつとかじゃなくて、昨年はこんな

ことをしたと聞いているとかそういうのはやっぱりあるべきではないで

しょうか。 

 

桶谷国保年金課長 国保連合会のほうにおきましては積極的に国のほうへ働き

掛けをされていると聞いておりますし、それぞれ特に国保の県広域化が

迫っておりますので、そういった問題についても公費負担等について陳

情等要望されたということは承知をしております。 

 

吉永美子委員 やはりこういった予算の審議の場では、じゃあ昨年どうされた

のとかいうことはやっぱり聞いてもおかしくないと思うんです。そうい

うときに情報としてきちんと報告いただくということは必要だと思いま

すので、その辺は行っていただきたいというお願いでございます。 

 

桶谷国保年金課長 かしこまりました。 

 

矢田松夫副委員長 徴収費のところの通信運搬費、これ結局督促料の予算を立

てたということですかね。 

 

桶谷国保年金課長 そのとおりでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 それだけ。発送業務やろ。 

 

桶谷国保年金課長 通信運搬費ということでしょうか。 
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石田国保年金課国保係長 こちらの通信運搬費でございますが、納入通知書や

更正通知書といいまして、国民健康保険に入られた方のお金の賦課の変

更があった方のそういった更正通知書や納付済み通知書等の発送の通信

運搬費にもなっております。 

 

下瀬俊夫委員長 だからいろんな発送業務ですね。 

 

石田国保年金課国保係長 はい。賦課に関するものも入っております。 

 

下瀬俊夫委員長 これ１０円プラス言うけど、値上げになるんか。 

 

矢田松夫副委員長 これ６月からなんだけど、これはバラバラ出すけえこうい

うふうに６２円で計算するけど、まとめて出すともっと安くなるっちゅ

うんかね。工夫すれば、１００通以上出すと。そういう工夫すれば安く

なるんよ。 

 

石田国保年金課国保係長 まとめて出しましたら後納郵便ということでお安く

なるんですが、ただこの話が出てきたものが１月頃でして、その頃この

まとめて払った場合に幾ら安くなるというのがまだこのとき情報が入っ

ておりませんでしたので、申し訳ありません。率という形で一律に計算

して増やしております。 

 

下瀬俊夫委員長 それは調整できるんですね。 

 

石田国保年金課国保係長 もし確定いたしましたら補正等で調整したいとは思

っております。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにいいですか。１点ほど。今回の条例改正は国保運営協

には出しているんですか、既に。 

 

桶谷国保年金課長 このたびの条例改正につきましては先の２月に開催をしま

した運営協議会の中で御説明をしております。 

 

下瀬俊夫委員長 説明というのは何ですか。運営協の中できちんと議論をして

いるわけですか。 

 

桶谷国保年金課長 きちんと御説明をして議論をしていただいて御承認をいた
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だいております。 

 

下瀬俊夫委員長 国の制度改正というけどね、今もう地方できちんと議論をさ

れるというのが筋だと思うんで、以前からもこの委員会でも議論があっ

ていますが、国保運営協議会の中で議会提案する前にはきちんと議論を

するというのを今後とも是非やっていただきたいと思います。 

 

桶谷国保年金課長 かしこまりました。 

 

下瀬俊夫委員長 次３０、３１ページです。 

 

三浦英統委員 医療費の問題なんですけどね、これレセプトのほうで言うんか、

どっちがいいんかよく分かりませんが、指定医を作ってくださいよと、

療養給付費を安くするために…。（「掛かり付け医やろ」と呼ぶ者あり）

掛かり付け医これを作れと、こういうような言われ方をよく以前はして

いらっしゃいました。担当が替わられたんで最近は掛かり付け医の話が

出ておりません。掛かり付け医によって市民病院との関わり、市民病院

が先ほどもお話が出たように患者さんが非常に減ってきておるというこ

とで、その市民病院をどのような位置付けをされておるのか。掛かり付

け医が市民病院も入りますよと、通常なら入りますよと、こういう言い

方になるであろうと思いますけどね、この関わりについてどのようなお

考えを持っていらっしゃるのか、お聞きします。 

 

桶谷国保年金課長 掛かり付け医につきましては現在国のほうも大変力を入れ

ているところではございますが、市民病院につきましては掛かり付け医

には該当しない、いわゆる二次医療になりますので、基本的に掛かり医

療につきましては一次医療になりますので、市民病院は掛かり付け医で

はないと認識しております。 

 

三浦英統委員 じゃあそういうことなら今市民病院がソーシャルワーカーとい

うんですか、これを採用するんよというようなことを言っております。

昼からでもちょっと聞いてみようかなと思いよるんですけど、掛かり付

け医のほうに出向いて市民病院に患者さんを回してくださいよと、こう

いうこと言うというようなことを言っておるんですが、国保としてそこ

ら辺りの掛かり付け医との考え方、じゃあ市民病院も利用してください

というようなことをお願いをしておるのかどうなのか。なぜこういうこ

とを言うかというたら市民病院の患者さん、異常に少ないんですよ、外
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来は。その辺のちょっとお考えを聞いてみたいと思いましてね。 

 

下瀬俊夫委員長 国保でできることとできんことがあるんで、ちょっとそこら

辺はよく…。 

 

三浦英統委員 できんならできんでいいですから、そういう言い方で結構でご

ざいます。 

 

桶谷国保年金課長 国保の保険者としてその辺りを意識したことはございませ

ん。 

 

下瀬俊夫委員長 今回の４．８％ですか、これが薬剤の関係だということなん

ですがね、これは薬局でこういう高額な薬剤が買えるようになったとい

うことが一番大きな原因ではあるんでしょうが、この傾向はこれからも

ずっと続くんじゃないんですか。 

 

桶谷国保年金課長 現在高額な薬剤がどんどん値下げをされている状況が出て

きております。したがいまして今後こういった薬剤についてはますます

普及していくと思っておりますので、国の薬価基準等も注視しながら本

市における医療費での、どのぐらいを占めているのかも注視をしていき

たいと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 それはレセプト点検の中では具体的に出てきますか。 

 

桶谷国保年金課長 レセプト点検といいますか、通常の決算のときに皆様にも

お配りをしております山陽小野田市の国保、この中でもそういった調剤

関係の数字が出てきております。例えば、皆様今お手元にこの資料をお

持ちであるかどうか分かりませんが、１０ページの１番上段のところに

一人当たりの医療費の内訳ということで入院、入院外、歯科、調剤、食

事療養、訪問介護、療養費等というこれらの項目に分けて数値を掲げて

おります。この中で調剤のところでございますが、例えば２３年度の一

人当たりの調剤費が７万９１９円でございました。これが平成２７年度

になりますと、９万６，２７１円ということで率を比べますと約３６％

調剤費が伸びてきております。この調剤費の伸びにつきましては、ほか

の入院、入院外、食事療養に比べて突出した伸びを示しておりますので、

これらにつきましては今後とも注視をしていきたいと思っております。 
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下瀬俊夫委員長 先ほど言われた薬剤費が下がってきているというのは、これ

はジェネリックの関係ですか。 

 

桶谷国保年金課長 薬剤費が下がってきているのはジェネリックの関係ではな

くて、医療費の制度的なものが背景にあると思っております。医療費の

薬価を決める手順でございますが、最初に開発する段階でこの薬剤費が

年間どのぐらい市中に出回るだろうというのを想定して薬価の基準を決

めるようでございます。その当初の見込みが大きく異なってかなりな流

通量が出ますと、それに合わせて薬価が下がっていくという仕組みにな

っているようでございます。 

 

吉永美子委員 先ほど資料２の中で被保険者数というところでは、年々減少し

ていると言われたんですけど、これは人口に対しての割合２０．５％っ

てありましたけども、これは人口が減っていけばその被保険者数が合わ

せて減るというところではその両方が減るわけだから割合自体は２０．

５というのはそんなに加入者数が変わらなければ変わらないのかなと思

っているんですけど、先ほどの御説明、年々減少ということはこの国保

自体に入っておられる方々ですね、療養費に関係するので減っておられ

るんですか。国保自体に入っておられる方の世帯自体が割合というのは、

要は全体に占める割合ですよね、その部分で世帯は減っていますけども、

じゃなくて全体に占める割合自体が減っていっているんでしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 割合につきましては、年々減ってきている状況でございま

す。ここ数年を見ますと、決算時、先ほどと同じように年度末時点での

割合でございますが、ここ数年間で見ますと平成２５年度が割合でいき

ますと２２．８５％で２６年度につきましては２２．７２％、２７年度

につきましては２１．９２％ということで年々減ってきているという状

況ではございます。 

 

吉永美子委員 それの要因は何でしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 まず１点目、制度的な問題といたしまして、７５歳になら

れますと、後期高齢者医療制度のほうに移行されます。それともう１点

としては、最近の動向でございますが、やはり景気が回復基調にあると

いうことで、近年雇用情勢が好転をしてきて、社会保険のほうへ移行さ

れてらっしゃる方も確かにいらっしゃいます。その辺りの影響だろうと

思っております。 
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下瀬俊夫委員長 増えた減ったというね、大体どの程度見込んでいるかってい

うのは分かりますか。いわゆる新たな加入者といわゆる出ていったとい

う。 

 

桶谷国保年金課長 被保険者数を算出するに当たりましては、年間でこれぐら

いだろうという予測を立てて算出をいたしましたので、現在の被保険者

からプラス幾ら幾ら、マイナス幾ら幾らというふうな算出の仕方はして

おりません。 

 

石田清廉委員 先ほどから医療費が高い原因が大変高額な薬剤ということです

ね。それだけが原因なのかどうか、ほかにも例えば県下においても非常

に高い推移できていますが、人口構成っていいますかね、年齢構成とい

いますか、非常に高齢者の割合が多いんで、それに伴ういわゆる医療費

が、診療費っていいますか、高いという単価がね、高額な診療があると

いうこと、それらも背景にあると思うんですけども、ただ先ほどから高

額薬剤ということで、何となく医療費が高い原因に、もう少し分析して

現状をしっかり把握すべきだと思うんですけども、その辺の例えば山陽

小野田市内で高額薬剤と言われるものがどのぐらい使われているのか、

どのぐらいの人数が利用されているのかっていうような、今、国のほう

でもこの高額薬剤については下げるように、値下げするっていうかね、

そういう指示が出されていると思うんですよね。国のほうではそういう

方向で進んでいるのに、市のほうはただそういう背景が高いだけってい

うような感じで聞こえるんですけど、もう少し現状、分かっておれば、

数字的なものが分かれば知らせてほしいんですが。 

 

桶谷国保年金課長 先ほどソバルディとハーボニーとオプジーボ、この３薬に

特化してどのぐらいの割合ですというのは申し上げましたけど、件数的

なものについても把握はしております。例えば多い月ですと、これらの

３薬を合わせた件数が７件という形になっています。ただしこれは……。 

 

下瀬俊夫委員長 ７件。７件っていうのは件数。 

 

桶谷国保年金課長 件数です。ただこれは３薬に特化した数字でございまして、

これ以外にもいわゆる抗がん剤というのはたくさんございますので、そ

れらを全て抽出して分析をするというのは現在のシステム上はかなり厳

しい状況でございます。 
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下瀬俊夫委員長 安くなったと言っても、この例えば３薬と言われるね、抗が

ん剤の薬価そのものが高いんでしょ、そうは言っても。 

 

桶谷国保年金課長 金額的にはかなり高額になっております。 

 

下瀬俊夫委員長 これはジェネリックでは代えられない。 

 

桶谷国保年金課長 ソバルディとハーボニーにつきましては、平成２７年の９

月から一般的に発売をされておりますので、まだジェネリックのほうは

出ていないと認識をしております。 

 

矢田松夫副委員長 資料２のずっと見ると、これについての上がった理由が、

先ほどから出ております高額な薬剤費ということなんですよね。 

 

下瀬俊夫委員長 資料３やろ。 

 

矢田松夫副委員長 資料３。済みません、資料３ですね。予算を見ると６，７

００万ぐらい前年比で増えておるんですよね、この３０ページを見ると

な。それで比較しますと、ただ単に高額な薬剤費だけではなくて、やっ

ぱりその、これを抑えるっていうわけにはいかんですよね。抑えるって

いうのはね、高額な薬剤を使うのを抑えるっていうわけにはいかんでし

ょ。抑えるところとすれば、どういうところを抑えていくのかっていう

のをですね、しっかり把握していかないと、年々とですね、予算が伸び

てくるということもあり得るんですね、今後。ですから、ナンバー２、

ナンバー３っていうのがあるんです。先ほど言った掛かり付け医を自分

自身が作れとかいろいろあるんですけど、やっぱりそういうところの加

入者にもっともっと宣伝していかんと、まだまだ予算が増えてくる危険

性、可能性っていうのは高いと思うんですよね。そういうところどうい

うふうにしていかれるのかですね、抑制する方法をですね。 

 

桶谷国保年金課長 現在、頻回受診、あるいは重複受診をされていらっしゃる

世帯の方につきましては、保健師のほうが訪問いたしまして、聞き取り

調査あるいは適正な医療に向けての助言等させていただいているところ

です。こういった日々の地道な努力も非常に大切と思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 これはうちの委員会でも何回も議論しているんですが、頻回

とかね、重複とかっていうのは件数的にはそんなにないって聞いている
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わけですよ。特定できるわけだから、それはきちんと行政が行って、き

ちんとした話をすればね、それは改善できる話ですよね。いやそれがあ

るから医療費が高くなっているという原因ではないわけでしょ。いやそ

こら辺はね、よく勘違いをするわけですよ、みんなね。ちょっとそこら

辺でね、今言われるように重複受診とか、頻回とかっていう件数がもし

分かれば何件ぐらいそれあるんですか。 

 

桶谷国保年金課長 済みません。ちょっと今手持ちを持ち合わせておりません

が、頻回受診、重複受診につきましては世帯と個人でそれぞれ管理をし

ております。ある程度うちのほうで絞り込んだ段階で、百数人ほどいら

っしゃるというのは記憶しております。 

 

下瀬俊夫委員長 百数人。大分変わったな、数が。そんなになかった。 

 

桶谷国保年金課長 ただその中の世帯全員を訪問しているかというとそうでは

なくて、それをまた更に絞り込んで訪問しているという、そういった状

況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 これ特定できますよね。重複とか頻回とかっていうのは。だ

からきちんとした対応はできるわけですよ。余り重複なんてのはやめて

くださいっていうのはできるわけですよね。ただ、なかなかそこら辺が

ね、きちんと徹底するかどうかっていうのは難しい問題もあるんですが、

問題はね、実は以前から議論になっているのは一つはがん検診の問題と、

このいわゆる療養費も問題の関連性の問題ですよね。がん検診の受診率

が上がったら、こういう医療費、どの程度影響するのかっていうね、こ

の影響調査の問題は以前から宿題だと思うんですよ。いわゆる重篤化し

てから抗がん剤ってなると、どうしても医療費が上がる原因になってく

るんで、事前にね、やはり初期の段階からきちっと対応できないかって

いう問題があるんですが、そこら辺のがん検診といわゆる医療費との関

係っていうのはどの程度分析をしようと今、考えておられますか。 

 

桶谷国保年金課長 がん検診を受診された方とそうでない方の医療費を比べた

というところの分析までは至っておりません。一方、特定健診を受けた

方と受けていらっしゃらない方の医療費については分析したものがござ

います。 

 

下瀬俊夫委員長 分かる。どの程度の比率がある。それは特定健診のとこでや
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ったほうがいいですか。どっちでやってもいいんだけどね。 

 

桶谷国保年金課長 ちょっと資料を準備いたしますので、お時間を頂けたらと

思います。 

 

下瀬俊夫委員長 じゃあ休憩を取りましょう。１０分、５５分から再開します。 

 

 

午前１０時４５分 休憩 

 

午前１０時５５分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長 それでは委員会を再開します。答弁はいいですか。 

 

桶谷国保年金課長 先ほどの健診受診者、あるいは未受診者における一人当た

りの医療費にどのぐらいの差が生じているかということでございますが、

現在分析の途中ではありますが、一例として、平成２７年度の決算額ベ

ースでの数値でございます。健診を受診された方の生活習慣病にかかっ

た一人当たりの医療費でございますが、これが６，９５３円でございま

す。一方、健診を受けていらっしゃらない、いわゆる未受診者の方につ

きましては同じ条件の下算出しますと、一人当たり３万４，３１１円で

すので、単純に約５倍の差が出てきております。 

 

下瀬俊夫委員長 信じられんな。本当かねこれ。 

 

桶谷国保年金課長 あくまでも生活習慣病での一人当たりの医療費ということ

ですので、それ以外の医療費は含まれておりませんので、こういった数

字になると思っております。がん検診に関わる問題になるともっと違っ

てくると思います。 

 

桶谷国保年金課長 やっと健診受診者と未受診者における一人当たりの医療費

が出るようになりましたので、今後ＫＤＢを勉強しまして、それらをが

ん検診等でも出せるかどうかは検討していきたいというふうに思います。 

 

下瀬俊夫委員長 そうですね。僕はやっぱりね、がん検診の受診率をアップす

る最大の動機付けになると思うんですよね。やっぱり受診率がアップす
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れば、医療費が下がってくるんだというね。そういう点では是非このが

ん検診の受診率アップのためにそれと医療費の関連性をきちんとやっぱ

り追跡するというのは是非やっていただきたいと思います。ほかにあり

ますか。なければ次のページにいきます。３２、３３ページ。いいです

か。あのね、説明があった資料６の高額療養費の問題ですよね。ちょっ

とこれがもう一つよう分からん。話を聞きよって。この現役並というの

と一般というのはどういう違いがあるんかいね。 

 

桶谷国保年金課長 現役並と一般でございますが、国が想定しておりますのは

現役並につきましては年収が３７０万円以上の方を想定しておるようで

ございます。一方、一般の方につきましては年収が１５６万から３７０

万円の方を想定しているようでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 年収で単純に分けるわけね。 

 

山根国保年金課国保係主任 現役並所得とかの区別についてちょっと詳しく説

明させていただきます。７０歳以上の方の区分分けにつきましては、住

民税の課税所得っていうのがあるんですけれども、そちらが１４５万円

以上になりますと現役並所得の区分になります。また、一般につきまし

ては課税所得が１４５万円未満で、かつ住民税が課税の世帯の方になり

ます。その下に行きまして、住民税非課税につきましては所得を計算し

た結果、ゼロ円の方につきましては住民税非課税、所得が一定以下の方

の部類に入りまして、それ以外が住民税非課税、下から２番目の部類に

入ります。 

 

三浦英統委員 課税所得の場合にこれは御夫婦でいらっしゃったときには二人

を合算すると。こういう考え方ですか。 

 

山根国保年金課国保係主任 複数人おられた場合なんですけども、例えば一人

が課税所得１５０万円、ある方が例えば課税所得１０万円だったとしま

す。その場合ですと現役並所得、その世帯は現役並所得というふうに計

算いたします。 

 

下瀬俊夫委員長 合算するわけですね。 

 

山根国保年金課国保係主任 合算の意味が、課税所得を足し込んで計算という

意味でしたら違うんですけれども、一人一人をまず確認した上で、一人
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でもおられましたらその世帯は現役並という形になっております。 

 

下瀬俊夫委員長 いやいや、違うんじゃそれは。どうぞ聞いてください。分か

らんときは聞いてください。 

 

三浦英統委員 仮に７０歳以上の両方とも年金を頂いている方がいらっしゃる

と、今言う課税所得、これが７０万と８０万ということになると１５０

万ですね。こういう合算なんですか。それとも世帯主だけのことを言う

んですか。 

 

山根国保年金課国保係主任 先ほどの例でいきますと、７０万、７０万のそれ

ぞれの課税所得がありますと一般の部類に入ります。合算はいたしませ

ん。 

 

下瀬俊夫委員長 何て。例えば２００万やったらどうなの。 

 

山根国保年金課国保係主任 例えば先ほどおっしゃられた二人世帯で一人が２

００万円課税所得があります。もう一人がゼロ円だったとします。その

場合は一人１４５万円を超えますので、そこの世帯につきましては全員

現役並所得という形をとっております。 

 

下瀬俊夫委員長 それが、片っぽが１００万で、片っぽが５０万とか１００万

だったらどうなんですか。 

 

山根国保年金課国保係主任 その場合ですと一般に入ります。 

 

下瀬俊夫委員長 一般になるわけ（「はい」と呼ぶ者あり）なるほどね。結局今

の話は合算でという話になるんですか。合算とは違うとさっき聞いたけ

ど、合算になるんじゃない。 

 

山根国保年金課国保係主任 課税所得を合算して計算するのではなく、それぞ

れで確認します。まず。先ほどの例でいきますと、１００万円の課税所

得の例えば御主人がおられたとして、奥様も１００万円の課税所得があ

ったとします。確かに足し込むと２００万円にはなりますけども、こち

らの制度上では、１４５万円を超えている方はいませんので、一般の区

分に入ります。 
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三浦英統委員 国保料の場合にね、今の課税所得が１００万、１００万とこう

あったと。そのときは合算ではないんですか。それとこの高額療養費は

違うんですか。 

 

山根国保年金課国保係主任 保険料の所得割算出に伴う所得とこちらで申し上

げております高額療養費制度の区分につきましては別物です。 

 

下瀬俊夫委員長 居住費の件ですが、これさっきの話では国保の影響は下がる

という話があったよね。医療費が上がったら影響は下がるの。これは個

人負担だからですか。 

 

桶谷国保年金課長 国保の保険者としては減るというふうに認識しております。

国保の保険者自体の負担額は減ります。 

 

下瀬俊夫委員長 それは個人負担が増えるからということですか。（「はい」と

呼ぶ者あり）いいですか。なければ次に行きます。３４、３５ページ。

この移送費って何かいね。 

 

桶谷国保年金課長 移送費につきましては、ここ数年間決算額として上がって

きたことはございません。移送費として認められる要件のハードルがか

なり高いものでございます。法的な縛りもいろいろあるんですが、まず

移送により法に基づく適切な治療を受けたこと、あるいは移送の原因で

あるそういった疾病とか負傷等により、移動することが著しく困難であ

ったこととか、あと緊急その他やむを得なかった場合とかということで、

負傷した患者さんが災害の現場等から医療機関に緊急的に移送されると

か、そういったかなり細かい要件がございまして、それに合致しておれ

ばこの移送費として支出ができるということでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 救急車で運ばれる場合は、関係ないわけね。はい。３６、３

７ページ。 

 

矢田松夫副委員長 出産一時金ですけど、新年度も同じ同額の予算ですが、こ

れは増えるという見込みじゃなくて、現状維持だという見込みでしょう

か。 

 

桶谷国保年金課長 予算的には昨年度と同額を計上しております。出産一時金

の対象となる件数としましては、ここ数年４０件前後ぐらいで推移をし
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てきております。一方葬祭費のほうにつきましては、年間１１０件前後

ぐらいで推移をしてきておりまして、平成２７年度につきましては、若

干減って８８件という、そういった実績が出ております。 

 

吉永美子委員 そうするとちょっとクエスチョンが出たんですけど、昨年のと

きには６０件の見込みで１件４２万円の２，５２０万とお聞きしている

と思うんですね。４０件前後で推移だったら、４２万円掛ける４０件と

いう形の予算取りでいいのではないでしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 済みません。ここ数年の傾向が４０件ということで、例え

ば平成２３年の頃には五十数件出たという実績もありますので、その辺

りを考慮して６０件としております。 

 

吉永美子委員 平成２３年ってもう６年前ですよね。現実。それが何か先ほど

のお話にありました被保険者も減っている、全体に占める割合も減って

いる、そういうとこで一時金だけが伸びるという、それは子供が産まれ

ることはいいことなので、本当は伸びてほしいんですけども、そういう

ことが現実としてあるのかなというふうに思うんですけど、先ほど言わ

れた平成２３年は五十何件と言われたけれども、ここ最近は４０件前後

ということは、もう６０件じゃなくて、５０件程度の予算取りでいいの

ではないかというふうに思うんですけど、いい意味で補正予算が上がっ

てくればいいことであって、それをわざわざ後で減額補正みたいな感じ

になるようなことに予想がつくような予算の取り方というのはどうなん

でしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 確かに実績で見込んで補正予算で対応するということも可

能ではございますが、出産育児につきましては、いつ出産があるか分か

らない状況でございますので、一定の額を見越して、当初予算で計上す

るというのが適正な手法と思っております。 

 

矢田松夫副委員長 ちょっと意味がよう分からんのだけど、大体決算に対する

新年度の言うと５００万ぐらい増えとるわけよね。去年の決算と比較す

ると。５００万ぐらい増えとるでしょう。そうなるとやね、去年より増

えとかんといけんよね、大体。決算で４６件でしょう。大体５０件相当

で大体毎年いくという方向で予算を組むんじゃないかね。違いますかね。 

 

桶谷国保年金課長 確かに直近の数字を見ますと、そのようになっております
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が、先ほども言いましたように、平成２３年度につきましては、５２件

という数字も出ておりますので、ある程度余裕をもって６０件というこ

とで、適正な計上だと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。それでは３８、３９。いいですか。なければ４

０、４１。いいですか。次４２、４３。 

 

吉永美子委員 この特定健診についてですけれども、今回要は健康診査の受診

の目標をどのように立てて、予算立てしておられますか。 

 

桶谷国保年金課長 人数的なものでございますが、対象者の４０％を目標に予

算は組んでおります。 

 

吉永美子委員 昨年は何パーセントという目標立てておられましたですかね。 

 

桶谷国保年金課長 昨年も同様に４０％を目標として予算編成をしております。 

 

吉永美子委員 国が掲げる目標があると思うんですけど、その目標と山陽小野

田市の目標という部分についてはどのような状況にありますか。 

 

桶谷国保年金課長 国のほうが立てております年度ごとの目標率につきまして

は、２９年度におきまして６０％を達成するという目標になっておりま

す。 

 

吉永美子委員 山陽小野田市は県内でもたしかトップの状況で、頑張っておら

れるというのは認識しておるんですけども、先ほど健診というお話があ

りましたようにいかに健診をしていくことで医療費が下がっていくとい

うか、その関係性というのは明らかになっているわけですが、今回２９

年度は２８年度に比べて目標達成のために少しでも逆に言うと、政府の

目標に近付くために２８年度と比べて今回新たな施策というのは考えて

おられますか。 

 

桶谷国保年金課長 特定健診につきましては全部で１４回を計画しております。

１４回のうち８回につきましては、がん検診と一緒に実施をいたします。

いわゆる総合健診を計画しております。この８回分につきましては、既

に日程等の調整に入っておりまして、ある程度日程が決まっている状況

でございます。この日程に併せて２９年度は新たな事業といたしまして、
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国保連合会から健康測定器、具体的には骨密度を測る測定器を借りてき

まして、健診会場のほうで待ち時間を利用して気軽に測定をしていただ

く計画を立てています。 

 

吉永美子委員 そういうことはとてもいいことだと思うんですけども、じゃあ

骨密度を上げるためにはどうしていったらいいかというそこまでケアを

していくというお考えでやられていますでしょうか。骨密度が幾らだ、

そうでしたか、低かったですね、じゃあどうするんでしょうかというと

ころですね。そこのところまでのケアがありますか。 

 

桶谷国保年金課長 骨密度を測る機械につきましては、国保連が保有されてい

らっしゃるのが２種類あるようでございますので、そのどちらを借りて

くるかにもよりますが、簡単な説明のパンフレットも配備をして、その

結果表の見方であるとかを作成して、お配りしようと考えております。 

 

吉永美子委員 せっかくそういう一歩前進の形を頑張ってされるので、である

ならば骨密度を上げるためにこうしていくこと、またこういうようなこ

とをされた方が骨密度上がっているよとか、分かりやすいものを出して

いただくように是非体験談じゃないですけども、そういうことが、これ

なら私もできるなとかそういうようなことが出てくる可能性があると思

いますので、是非測った方がじゃあもうちょっと上げるためにこうしよ

うというところにいくように工夫を是非していただけたらと思います。

お願いします。 

 

小野泰委員 今の特定健診の件ですが、ずっと年々パーセンテージ上がってき

ていますね。ですから今年がそれからすると３８ぐらいになるのかなと

いう気がしているんですよね。（「４０が目標ですよ」と呼ぶ者あり）目

標はそうよ、目標は５５じゃ今年が、２８年度が。次は６０でしょ。こ

れ例えばこれ申し込んで特定健診をしますよね。ただ病院に普通、例え

ば肝臓悪くて行くとすると採血をしてこの項目ほとんど皆やるんですよ

ね。ですから例えばそういう病院にかかった人はこれ同じようなことを

やるから大体受けんという人が多いし、病院の先生方も病院でこうして

おけば特定健診をしなくていいような話もちょっと耳にしたこともある

んですが、その辺の整合性というかそれを例えば病院でそういう受診を

されて、こういう健診をしておられる方はプラスアルファでおられると

思うんですよね。ですからそういうのを入れるとはるかに上がってくる

んですが、その辺りを一切入れないとするとこういう形しかならんとい
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う、その辺りの捉え方はどう考えておられます。 

 

桶谷国保年金課長 特定健診の法定報告におきましては、例えば特定健診とは

別に個人的に人間ドックを受けられる方がいらっしゃいます。そういっ

た方につきましてはその健診結果を市のほうに御提供いただきますと、

特定健診を受けたのと同じようなカウントができますので、中にはそう

いった方もいらっしゃいます。それと今議員さんのおっしゃられたのは

医療機関での対応ということになろうと思いますけど、確かに他市では

そういった事例で医療機関とタイアップをして行っている事例もござい

ますので、その辺りは今後更に研究を進めていきたいと思っております。 

 

小野泰委員 今私が言ったことで医療機関との提携を取られて、きちんとそう

いう項目の中を健診しておられたら、このカウントが外していけばプラ

スアルファになると思うんですよね。是非ともそういうことも研究しな

がらやっていただきたいというふうに思います。 

 

三浦英統委員 保険財政共同安定化事業の拠出金でございますね、これ何です

かレセプトの１件当たりの基準額との関係ですか、これは。 

 

桶谷国保年金課長 保険財政共同安定化事業の拠出金につきましては、１円以

上８０万円未満の医療費が対象になっております。 

 

三浦英統委員 何件ぐらいあるんです。この件数は。 

 

桶谷国保年金課長 現在２８年度の１期から１２期までございまして、大体１

期当たり平均で件数的には２万２，０００から２万３，０００件ぐらい

で推移をしております。 

 

矢田松夫副委員長 特定健診の件ですが、去年の議事録を見ると、平成２９年

度は６０％以上を目指すと。こういう回答をされているんですが、それ

はいいです、目標じゃから。その中で追加項目、健診項目が最近なら骨

密、それ以外に例えば前立腺がんなんかは２年に１回になったよね。じ

ゃなくて受診件数を上げるためにも健診項目を増やすということは今年

度はしちゃないんですか。 

 

桶谷国保年金課長 まず最初に先ほどの骨密度でございますが、これは正式な

特定健診の項目ではなくて、待ち時間を利用して関心のある方に測定を
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していただくという手法をとりたいと思っております。それと、特定健

診の項目につきましては、法定項目とそれ以外の項目がございます。本

市におきましては、法定項目プラス、クレアチニン検査をいたしており

ますので、これについても現在のところこのままいきたいと思っており

ます。 

 

矢田松夫副委員長 その法定項目を含めて受診項目を増やすことによって、受

診率が高くなるということは考えてないということやね。今年度も同じ

ことをやるということは。もう一つ未受診ちゅうかね、受診をされない

方については３回も手紙を出すというがね、督促じゃないけど来てくだ

さいと、受けてくださいちゅうね。その３回出すよりは、受診項目を増

やしたほうが、人が来るんじゃないかと思うが、どうなんだろうか。 

 

桶谷国保年金課長 項目を増やして、それに関心を持たれて特定健診に来られ

る方というよりも、やはり従来から行っておりますオーソドックスな方

法ではございますが、勧奨はがきで勧奨するというのが効果的と思って

おります。それと先ほど新年度について新たに取り組む事業ということ

で待ち時間を利用して骨密度をというお話をさせていただきましたが、

それ以外に現在考えておりますのが、啓発用といたしまして、国保連の

補助事業を活用いたしまして、横断幕、若しくは懸垂幕を作成して、そ

れらを市役所なりそういったところで啓発をしていこうと考えておりま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 考え方の問題なんよね。これはもう本会議でもちょっと質問

が出たと思うんですが、こういう特定健診とか、がん検診について市民

的な関心をもっと高めていくというんで、ポイント制度を導入したらど

うかという意見があったじゃないですか。ここら辺はやっぱり市民の関

心を高めるという意味でも何か行ったら得するという、そういう制度の

導入なんてのは、これ部長は検討すると言わんかったかいね。 

 

河合健康福祉部長 こういった健診ですとか、各種の体操教室に参加、そうい

ったものについてインセンティブを付けて促すということを、健康ポイ

ント制度につきましては取り組んでいきたいと思っているところでござ

います。また具体的に担当課とも話し合っておりますので、またそうい

った事業については積極的に取り組んでいきたいと思っております。 

 

矢田松夫副委員長 特定健診の受診券の封筒入れなんですが、去年はこの作業
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を市外の業者、団体に請け負わせるということでしたが、これは市内の

障がい者団体を含めて、市内業者に委託するということを検討するとい

うふうに回答されていますが、今年どうされますか。 

 

桶谷国保年金課長 この封入封かん作業につきましては、まず１点目として個

人情報を扱っているということ、それから何種類かの違ったパンフレッ

ト、あるいは問診表、あるいはお知らせ文書とかを入れるということが

ございます。この入れる時期でございますが、新年度が明けまして、入

札をしてこの業者を決定いたしますので、極めて短期間での作業となる

ことから従来どおり見積り合わせ等によって、業者のほうは選定したい

と考えております。 

 

矢田松夫副委員長 検討するということは、検討していなかったと。従前どお

りでやるということの今回答でしたが。 

 

桶谷国保年金課長 検討した結果がこのような形でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。よければ４４、４５ページ。 

 

吉永美子委員 まず、ジェネリックについてお聞きいたしますが、山陽小野田

市のジェネリック利用率を改めてお聞きいたします。 

 

桶谷国保年金課長 ジェネリック医薬品の利用状況でございますが、直近とい

たしましては１月の調剤分でございます。本市の利用率が６７．８％で

１３市の中では５番目に高い状況でございます。 

 

吉永美子委員 ということは、昨年の３月議会のときよりも６位から５位に上

がり、またパーセンテージも７．２％ほど上がったという感じになって

おりまして、これはやはり２９年半ばまでに７０％で平成３２年の早い

うちに８０％というのがたしか国の目標という御答弁があったように思

うんですけども、これは今年半ばまでに７０％に届くような状況にござ

いますか。 

 

桶谷国保年金課長 先ほどの６７．８％という数字は１月分の調剤でございま

して、１年間を通して最終的にどのようになるかというのはちょっと今

後の推移も見ていきたいというふうに思っております。 
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吉永美子委員 分かりました。これはやはり御本人の選択というところもある

ので、それはやっぱり尊重しないといけない部分もあるとは思います。

あわせて健康運動事業委託料の部分なんですけども、今回、前回のよう

に目標を達成しないという状況にならず、せっかくいいことをされてい

るので、応募者が多くて抽選になりましたというぐらい頑張っていただ

きたいと思いをもっておりますけども、今回の挑戦はどのように頑張る

お気持ちでしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 今回につきましても定員それぞれ、水中運動教室につきま

しては３０名、そのほかの運動教室につきましては、小野田地区の教室

が３０名、山陽地区の教室が２０名で予算編成をいたしております。こ

こ数年の傾向といたしまして、この定員に満たないという状況が続いて

おりますので、まずその一環として昨年秋の教室から運動教室のネーミ

ングを変えたり、２９年度につきましても水中運動教室の名称を変えた

りとＰＲ活動には努めていきたいと思っております。例えば時期的なも

のもありますが、特定健診の結果が出た後に、そういった対象となる人

たちに的を絞って勧奨していくというのも一つの手法と思っております。 

 

吉永美子委員 私は担当課のほうに直接参加された方のそういうお声を、喜び

の声を出していただくというのが大変、要はもうちょっと何ていうんで

すかね、市民から見て取り付きやすい、申し込んでみようというところ

では、私が参加したところでは、かなりのお年の方が来られていて、そ

ういった方の喜びの声とか了解を得て出されたらどうですかというとこ

ろまで申し上げましたけれども、この辺については全く検討されてない

ということでしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 現在その辺りも検討しておりまして、どういった形でＰＲ

していくのが最も効果的であるかというのは検討しているところでござ

います。 

 

矢田松夫副委員長 今、吉永委員の関連ですけどね、結局今回の健康運動委託

料はやね、医療費の抑制っていうか、病気にならんがための委託料なん

ですが、これ１か月とか短期間なんですよね。僕もそうやけど安いから

行ったわけで、自分の体っていうよりは。問題はね、この１年間通じて

やるとかやね、再入校っていうんかね、再チャレンジをするというのが

本来の目的なんですが、結局そういう調査もしているっていうんかね、

引き続きやっているという調査もないでしょ。僕のところはね、引き続
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きやっているのは３人しかおらんですよ、２０人おって。結局安いから

飛び付くだけであって、目的とする医療費の抑制にはつながっていない

っていうのが現状なんですよ。やっぱりそういう分析をしてですね、そ

れともう一つはやっぱり今言われたように広告ですね、宣伝ですね。市

の広報の四角い枠の中では一般市民はやっぱり見ていないのが多いです。

そんなに安かったら行ってみようかと僕が言うとやね、見てなかったと

安けりゃ行こうということなんですが、その２点についてもう少しやっ

ぱり対応をきちっとせんとですね、この委託料がもったいないような気

がするんですよね、どうなんですかね。 

 

桶谷国保年金課長 そうですね。我々国保の保険者といたしましてはきっかけ

作りを御提供して日常生活の中でも適度な運動を取り入れていただきた

いというのが主な狙いでございます。意図的にこの期間、設定をしてち

ょっと短いかなと思われるぐらいで、やっと体が何か運動していきたい

のを感じるぐらいで、後はそれぞれ御自宅で日常生活の中で運動を取り

入れていただくのが、この運動事業の狙いでございます。 

 

矢田松夫副委員長 追跡調査をしています。例えば引き続きやっている人が何

人おるんかと。目標に対して実施してその後の追跡調査、体系的に追跡

調査をしたというのはございませんが、中には引き続きお願いをしたジ

ムに通っていらっしゃるっていう方は毎回数名いらっしゃるっていうふ

うには聞いております。 

 

下瀬俊夫委員長 このジェネリックの差額通知はいいんですが、これによって

ね、結局年間でどの程度医療費が下がったかっていうのは実績として分

かりますか。 

 

桶谷国保年金課長 国保連から毎年１回ほどそういったものを分析した表が届

いておりますが、また詳しいことにつきましては決算委員会の中で御報

告をさせていただきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 数字は出ているわけね。 

 

桶谷国保年金課長 ２７年度の数字でありましたら。２７年度の決算額ベース

で切替えによる削減効果の実績額でございますが、保険者負担額ベース

で一人当たり合計で４，０３９円という数字が出ております。 
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下瀬俊夫委員長 医療費通知の意図ですよね。これは受診抑制につなげたいと

いう意図ですか、それともただ単にお知らせするっていうだけなんです

か。 

 

桶谷国保年金課長 そういった意味もございますが、まず第一の目的といたし

ましては被保険者の方が医療機関で受診されたものがきちんと医療費の

ほうに反映をされているかどうか、レセプトとしてきちんと上がってき

ているかどうかをまず確認をしていただくのが大きな狙いでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。なければ次に行きます。４６、４７ペー

ジ。（発言する者あり）今のところ。 

 

矢田松夫副委員長 医療費の通知なんですけど、年６回出されるよね。実際あ

れが効果あるかないかですね、ほとんど一応開封したら見てぽっと捨て

るっていうこういう現状はないんですかね。例えば市の職員の中でもア

ンケート取ったらどうなんかね。 

 

下瀬俊夫委員長 市の職員。 

 

矢田松夫副委員長 いやいや例えば、いやいやここのやなくて普通の一般の利

用者のね、例えばこういう封筒、国保の保険証なんかを送るときでもや

ね、実際どうなんですかと、ほとんどの人があれ見ていないんじゃない

かと思うんですが。これでまた同じような予算付けていますよね。年６

回。効果あるかどうなんかっていうの、どうなんですかね。ある。ない

やろ。 

 

桶谷国保年金課長 確かに効果的な意味合いもあろうかなと思いますけど、や

はり保険者の責務として被保険者の方が医療機関で受診をされたのが適

正に反映されているかどうかをお知らせさせていただくのが大きな狙い

の一つと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 これだから年に１回でいいんじゃないんかね、その程度やっ

たらよ。いやいや、そういうお知らせするだけやったら別に年に１回で

僕は済むと思うけどやね。 

 

桶谷国保年金課長 回数等につきましては今後の検討課題ということにさせて

いただきたいと思います。 
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下瀬俊夫委員長 はい、分かりました。４６、４７は終わったんかね。ないよ

ね。最後４８、４９。ないですね。それでは歳入に入ります。 

 

三浦英統委員 ちょっと資料５の中、資料５.収納率のさっき実現可能な水準っ

ていうのが、国が９２％と言われたんですけどね、うちは何％ぐらいを

設定していらっしゃいますか。 

 

下瀬俊夫委員長 何、実現可能な９２％。違うやろ。 

 

三浦英統委員 実現可能な水準って。 

 

下瀬俊夫委員長 いやいや違うと思うよ。まあいいや。 

 

桶谷国保年金課長 まず９２％という数字なんですが、これはあくまでも国が

示した一つの事例ということで御理解をいただけたらと思っております。

収納率につきましては、いろいろな言い方で捉える場合がございまして、

県の広域化につきましては標準的な収納率という用い方もいたしますし、

予算計上の場合には予定収納率というような言い方もいたします。あく

までも予算計上いたしますのは、実現可能な予定の収納率ということで

このたび３か年平均を基に予算計上をしております。 

 

三浦英統委員 例の山陽小野田市は何％ぐらいを想定してらっしゃいますか。 

 

下瀬俊夫委員長 さっき言うたあね。９０．６２。ちゃんと言うてくれよ。 

 

三浦英統委員 さっき言われた数字がね、低いのでもう少し上がるんじゃない

んですか。 

 

桶谷国保年金課長 収納率を幾らに設定して、それを予算計上するというのは、

非常にシビアな問題だと思っております。歳入欠陥を起こすことは許さ

れませんので、実現可能な範囲での予算計上ということで御理解をいた

だきたいと思います。 

 

三浦英統委員 本会議でも質問が出たんですが、今度県に統一されるというこ

とで、保険料を安くすべきじゃないかということで、各市の状況を見な

がら検討しますと、こういうお答えが本会議であったと思います。今回

基金をね、１億６，８６５万８，０００円取り崩しております。昨年基
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金を取り崩して若干料金を下げたというのがありますが、今回この基金

を取り崩したこの大きな理由、何に使っておるのか、御説明お願い申し

上げます。 

 

桶谷国保年金課長 このたびの基金を取り崩して国保特会へ繰り入れた一番の

要因といたしましては、歳入不足を補うために基金を取り崩して、それ

に充てたというのが一番の大きな理由でございます。料率の設定の考え

方でございますが、非常にこれもシビアな問題だと思っております。現

在確定申告の途中ではございますが、確定申告が終了して、整理期間を

終えて、５月の中旬辺りから料率作業に入ってまいります。この作業の

過程で平成２９年度の一人当たりの課税標準額が２８年度に比べてどの

ぐらい伸びているかが、非常に注目する点でございます。課税標準が伸

びる、伸びないで、かなり判断が変わってまいりますので、その辺りを

慎重に見極めながら新年度の料率につきましては設定をしていきたいと

考えております。 

 

三浦英統委員 今の確定申告終了後のですね、課税所得がですね、余り伸びな

かったというようなときには、どのような対応をなさるんですか。今ま

でどおりなら別に必要ないでしょう。 

 

桶谷国保年金課長 現在の雇用情勢あるいは県内の所得水準等を見てみますと、

国よりも高い水準で現在移行しております。いわゆるローカルアベノミ

クスが徐々にではありますが、浸透してきているのかなということで、

現在の見通しとしては、所得はとんとんか、あるいは若干伸びるかなと、

そういった感じで予測はしております。 

 

矢田松夫副委員長 収納率も大事なんですけどね。収納できない分ですよね。

これも非常に大事だと思うんですが、今年の意気込みというのはあるん

ですかね。滞納分。 

 

桶谷国保年金課長 そういう方につきましては、昨年度も行っておりますが、

財産調査等をした上で執行停止をする、そういった行政上の手続を取り

たいと思っております。 

 

矢田松夫副委員長 ですから去年と違った滞納対策というか、去年と同じ事を

今年もするんじゃなくて、去年と違った対策は何をするのか、どういう

ふうにしていくのか。 
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桶谷国保年金課長 新たなこういった事業というのはございませんが、引き続

き空き時間等を利用して電話での催告には特に力を入れていきたいと思

っております。 

 

吉永美子委員 電話での催促に力を入れるということで、やっぱり電話される

ことも大変大事だと思うんですけど、家庭訪問というのはどういう状況

にございますか。 

 

桶谷国保年金課長 家庭訪問も引き続き行っているところでございます。中に

は家庭訪問をすることによって居住が確認できない、いわゆる居所不明

の方という確認等もとれております。そういった方につきましては、市

民課のほうに情報提供をして職権で住基から抹消する手続を現在とって

おります。 

 

吉永美子委員 どういう形で訪問をされておられるのか、例えば定期的にされ

ておられるのかピックアップして、今回はここに行こうとか、そういう

計画的なものというのは、持っておられるんでしょうか。 

 

桶谷国保年金課長 年間を通して訪問は行っております。年２回短期証と資格

証を発行する判定委員会というのを行いますので、その前辺りぐらいに

は、重点的に訪問を行いたいと思っております。訪問に際しましては、

ある程度ＫＤＢ等活用いたしまして、その方がどういった健康状態でい

らっしゃるかというのは、把握しながら保健師等ともその辺りの情報を

共有して、今現在訪問しております。 

 

吉永美子委員 それによってある意味ですね、滞納されていた分を頂くという

のが、もちろん目的なんですけども、市民の健康状態、そういったとこ

ろを把握できたりとか、いい事例がこれまであったら是非教えていただ

けたらと思います。 

 

桶谷国保年金課長 事例としては、例えば訪問いたしまして、不在の方がいら

っしゃった場合でしたら、不在票を入れたりいたします。その不在票を

持ってこられて、納付をされた事例もございます。あとは保健師と同行

訪問いたしまして、また後日改めてその保健師がその後どうなりました

かと、追跡の訪問をしている状況もございます。 

 

吉永美子委員 だから何を聞きたいかと言うと、当然滞納をされていたのが納
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付いただいたと。今度はその方をある意味救うことができたりとか、減

免ということとかをよく分かってなくて、こういう申請をすればこうで

きたんだとか、意外に知らないことがあるのではないかと、私推測する

部分があるんですけれども、そういった減免制度のこととかをお知らせ

できたとか、あと保健師さんが行かれたことによって、健康状態を把握

されてその方が健康のほうに持っていくことが、いわゆる回復に持って

いけたとか、そういった行った方も、訪問された方も元気になるような、

いわゆる訪問した市の職員ですよ、も元気になられるような、そういっ

た事例というのは、特に報告いただけるようなのはないでしょうか。せ

っかく行かれるので、その辺があれば教えておいていただけたらと思い

ます。 

 

桶谷国保年金課長 訪問に当たっての制度的な説明は、それぞれのケースバイ

ケースに応じてさせていただいております。それとその方の健康状態等

につきましては健康相談という形で日常的にどういった生活を送ってい

らっしゃるのか、例えば食事についてもいろいろ聞き取りをさせていた

だいて、保健師のほうから食事の指導をさせていただいたという事例は

ございます。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。もう何と言うか昼休みに入りますが、できるだ

け国保は上げたいんでちょっと時間入りますが、続けたいと思います。

先ほどの保険料の収納率が９０．６２％ということで、平成２８年度の

最終で大体９２％程度という話がありましたよね。いずれにしても９

０％前後というこの収納率の設定は不納欠損といいますか、起こさんた

めのという話がありましたが、９０％前後の設定というのはそもそもお

かしいんじゃないかと僕は思っているんですよね。できる、できんとい

う問題は当然あるんで、言われるように技術的な予算計上の上ではこう

いう仕方もあるんだろうけど、そもそも論としておかしいんじゃないで

すか。 

 

桶谷国保年金課長 一つの考え方の事例ではございますが、広域化に当たって

県と市町が一体となって平成２５年５月に策定をされました広域化等の

支援方針という計画がございます。その中に掲げられております収納率

の目標でございますが、これが本市の場合は９１％ということになって

おりますので、とりわけ本市の現在の状況が群を抜いて逸脱をしている

といった状況ではないと認識をしております。 
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下瀬俊夫委員長 県とかよその市町村どうのこうのと言っているんじゃないん

ですよ。そもそもこういう何て言うかね、予算計上をする上で、９０％

の収納率を見越して、ここで計上するというやり方そのものはやっぱり

基本的には間違っているんじゃないかと僕は思っているんですよね。何

ていうかね、これまで通年でいけば大体９０％程度ということで最終的

にそれで調整されるんですが、そこに止まってしまうんじゃないかなと。

努力がね。いわゆる９１％を収納したら、基本的にそれで終わってしま

うというか、あとは滞納分としてどうするかという話でしょ。現年分と

しては、約１０％程度はそれはもう見込めないというそもそもの発想で

しょ。それはおかしいんじゃないですか。もともとこういう予算計上を

する上で。 

 

桶谷国保年金課長 確かにそのような考え方もあるとは思いますが、一般的な

予算編成の考え方として国が毎年予算編成の時期に予算編成に当たって

の留意事項というのを通知してまいります。その中においても予定収納

率という項目がございまして、これについても過去の収納状況等を十分

勘案した上で実現可能な予定収納率を計上されたいことという形で国か

らの指導もございますので、私どもといたしましては適正な数字を計上

したと認識しております。 

 

下瀬俊夫委員長 あのね、そういう議論をやめようじゃないですか。保険者は

市町村でしょ。国は関係ないじゃないですか。ここは国がどうのこうの

っていうことを議論する場じゃないじゃないですか。市町村の国保の収

納率がこれでいいのかと。当初予算でという話をしているんですよ。そ

もそもね、高すぎるからもうしょうがないんだって思っているんやった

らやね、もうこれ以上できんですよ。議論としては。そんなに思うんじ

ゃったら保険料を下げればいいじゃないですか。結局自分たちがやって

いることを自分たちで否定しているんでしょ。じゃないんですか。国関

係ないですよ。うちの市が独自に決められる話じゃないですか。僕が気

になっているのはずっとこの間毎年毎年課長が変わってきて、大体例年

通りの予算計上をしておけばいいんだというこんな考え方が、ずっと定

着しているんですよ。僕はこれは物すごくまずい姿勢だと思っています。

少なくとも９５％程度でどうするかという努力が僕は基本的に見えてこ

ないんですよね。これ市民が納得しないと思いますよ。こういう議論は

間違っていますか。部長。 

 

河合健康福祉部長 確かに議員おっしゃることも分かります。目標を定めて、
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それを組むというのも一つの手ではございますけども、先ほどから課長

が申しておりますように、現実的な数値というのも予算上は必要なとこ

ろもございます。だからこのたびにつきましては過去の平均の収納率等

を用いてはおりますが、その予算上、何％で組むかということにつきま

しては今後の課題とさせていただきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 だからね、見えないんですよね、どうやってそのいわゆる予

算を組む上で何％に設定するかというのがね、ずっとやっぱり９０％前

後で推移しているというね、これは、僕は基本的に異常な事態だという

ふうにしか思えないんですよね。これが異常でないというふうに思って

しまったら、僕はね、行政としてはね、やっぱりちょっといかがなもの

かなと、姿勢としてですよ、思うんですよね。これがね、やっぱり続い

ちゃいけんと思います。だけどこの間ね、僕はずっとこの委員会におる

んですが、ずっとこの設定ですよ、９０％前後の設定ですよね。これは

僕はね、どこかで変えていかないと、行政が自ら、自分たちが料金を設

定しているし、自分たちが高い料金を設定していて、それが収納できな

いということを言っているようなものですから、自らの失敗を自分で認

めているようなものでしょ。このままいけばですよ。これはね、僕は物

すごくまずいというふうに思っています。 

 

河合健康福祉部長 高い保険料率だから９０％しか収納できないということは

全然考えておりません。そういうことは別に、適正な収納率ということ

も確かに大切です。今までも９１％弱で組んではおりますが、ふたを開

ければ９１％超えているという状況がございますので、その辺の目標値

も加味しながら率、また額について、今後検討していきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 県下の平均、平均と言わんでもいいんですが、県下で一番高

い収納率は何％ですか。市町村で。 

 

桶谷国保年金課長 一番高いところでいきますと、９７．０８というところが

ございます。 

 

下瀬俊夫委員長 これ市ですか。これは何ですか、設定の仕方が違うんですか、

うちと。いや、余りにも違いすぎるやろ。 

 

桶谷国保年金課長 収納の仕方につきましてはそれぞれ各市町によってやり方

がございます。それぞれの市で御判断をされて、収納されているわけで
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ございますが、あくまでも一つの事例でございますが、例えば保険料を

１万持ってこられて、これを納めますという場合に、それを現年度分に

充てるか、あるいは過年度分に充てるかで一つ大きな違いが出てくると

思っております。本市においては基本的には過年分から充当していく原

則といいますか、そういったものから充てていって、不納欠損の額を少

なくしていく手法をとっております。 

 

下瀬俊夫委員長 基本的にこういう予算計上そのものを僕は基本的に間違って

いるというふうに思っていますので、これについては検討、研究される

ということなんでこれ以上は言いません。それとこれは本会議であった

んですが、資格証明書については行政処分なので、会わないで発行しな

いということを市長が言いましたよね。これは今後きちんとされるんで

すね。 

 

桶谷国保年金課長 確かに一般質問の回答の中で市長のそういった発言がござ

いました。これにつきましてはまだ市長の本意を確認しておりませんの

で、その辺りを確認して対応を決めていきたいと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 それはおかしいでしょ。行政処分だから本人に確認せんで、

行政処分できんはずでしょ。僕はそういう点では基本的には資格証明書

じゃなしに短期証に切り替えるべきだと、資格証明書というのは資格の

剥奪ですからね、そういう点ではやっぱり僕は真意がどこにあるかなん

て話じゃなしに率直に受け取っていただきたいということを、これは要

望です。ほかにありますか。このページなければ次に行きます。１４、

１５ページ。いいですか。１６、１７。 

 

三浦英統委員 特別調整交付金これ結核とか精神病というようなことらしいん

ですが、これの件数は分かりますか。どのぐらい出ておるか。 

 

桶谷国保年金課長 件数といいますか、年間の平均の被保険者数ということに

なりますが、昨年補正予算を編成するときに試算したところによります

と、８００人弱という数字になっております。 

 

下瀬俊夫委員長 結核は増えよるんかね。 

 

桶谷国保年金課長 結核につきましては１月、２月、たしか３月ぐらい一人ず

つぐらいあがっていたように記憶をしておりますが、申請するに当たり
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ましては、年間の平均の被保険者数という手法をとりますので、平均に

しますと一人もあがっていない、ゼロ人となっております。 

 

下瀬俊夫委員長 １８、１９。いいですか。２０、２１。そしたら今の福祉医

療の件ですが、単独分ですよね、平成２８年度分の単独分なんだけど、

これがそのもの県のペナルティですか。 

 

桶谷国保年金課長 県のペナルティといいますか、国のペナルティです。 

 

下瀬俊夫委員長 １３万程度ですか。 

 

桶谷国保年金課長 そうですね、うちの試算によりますと平成２８年度年間を

通してペナルティとして減額をされるのが１３万円とみております。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。なければ２２、２３ページ。調整基金繰

入金ですが、これ歳入不足分という話やったかいね。（発言する者あり）

歳入不足が起きるんですか。 

 

桶谷国保年金課長 基金から繰り入れて、予算編成をしたということでござい

ますが、この繰り入れた主な理由といたしましては、歳入の不足分を基

金からの繰入れによって補う、そういった手法をとっております。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか、最後まで。歳入全般。いいですか。それ

では質疑を打ち切りたいと思います。討論のある方。（「なし」と呼ぶ者

あり）いいですか。それでは議案第１７号平成２９年度山陽小野田市国

民健康保険特別会計予算について賛成の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長 全会一致であります。後期高齢があったか、よろしければ。

いいですか皆さん。じゃあ後期高齢。議案第１９号平成２９年度山陽小

野田市後期高齢者医療特別会計予算についてまず執行部の説明を求めた

いと思います。 

 

桶谷国保年金課長 それでは、議案第１９号、平成２９年度山陽小野田市後期

高齢者医療特別会計予算について御説明申し上げます。２ページをお願

いします。予算総額は、歳入歳出とも１０億４，３４４万８，０００円
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で、前年度当初予算比４．６％、４，６１３万５，０００円の増額とな

りました。それでは歳出から、増減がある費目を中心に御説明します。

１４、１５ページをお願いします。１款１項総務管理費につきましては、

先ほど国保会計で御説明しましたように、一般職給は、平成２８年度よ

り１名減の２名で計上しています。１２節では、郵便料値上げにより通

信運搬費を増額しています。また、１８節備品購入費では、後期高齢者

医療標準システム更新に伴う端末１台の更新費用を計上しています。そ

の結果、対前年４８２万８，０００円減の１，９２５万５，０００円を

計上しています。続いて、２項徴収費につきましては、通知書用紙や封

筒については在庫管理を徹底し、精査した金額を計上しています。その

結果、１６、１７ページをお願いします。一番上段ですが、対前年２２

万６，０００円減額の８０万２，０００円を計上しています。続いて、

２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金は山口県後期高齢者医療広

域連合から示された額であり、事務費等負担金は２，４５１万５，００

０円、保険基盤安定負担金は２億１，５２６万７，０００円、後期高齢

者医療保険料納付金は、歳入にあります保険料及び延滞金相当分であり、

７億８，２４８万４，０００円を計上しております。続いて、３款と４

款につきましては、２８年度と同額を計上しています。続いて、歳入で

す。１０、１１ページをお願いします。１款後期高齢者医療保険料は、

前年度比４．７％、３，５２０万２，０００円増の７億８，２３８万２，

０００円を計上しています。これは広域連合から提示された金額ですが、

被保険者数の３％増と２９年度の軽減特例の見直しの影響を見込んで算

出したものです。続いて、２款は２８年度と同額を計上しています。続

いて、３款１項１目事務費等繰入金は物件費、広域連合納付金及び人件

費相当分の額を計上、２目保険基盤安定繰入金は歳出の保険基盤安定費

相当分を計上し、一般会計繰入金合計で１，０９３万円３，０００円増

の２億５，９６９万２，０００円を計上しております。４款、そして１

２、１３ページの５款はいずれも２８年度と同額を計上しております。

説明は以上でございます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長 じゃあ歳入歳出全般で。 

 

三浦英統委員 特別徴収のほうはいいんですけどね、普通徴収の場合に、これ

は途中の人は除いて、年金が１８万円以下の人、これ何人ぐらいいらっ

しゃいますか。それでそれの滞納額をお願い申し上げます。 

 

桶谷国保年金課長 滞納者の方が何人いらっしゃるかという数字ですと持ち合
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わせております。 

 

三隅国保年金課年金高齢医療係長 年金高齢医療係長の三隅です。お願いしま

す。広域連合のほうからもらっている数字で、２月１日現在のものがも

っとも新しいものとなっているんですが、済みません、年金収入が１８

万円以下が何人かというものはちょっと持ち合わせておりません。それ

に近いものとしまして、２月１日現在で滞納がある方の中で、所得がな

い方、というのがですね、現在６９名ほどいらっしゃる状態でございま

す。 

 

三浦英統委員 所得がないというのは、どういう意味なんですか。 

 

三隅国保年金課年金高齢医療係長 例えば年金ですと、６５歳以上の方は、年

金の１年間の収入が１２０万円以下ですと、所得がゼロということにな

りますので、そういった方や、若しくはもう年金を全くもらってらっし

ゃらない方も中にはいらっしゃる可能性はございます。７５歳を過ぎて

も今の時代働いてらっしゃって、それがどういった内容のものかまでは

分かりませんが、収入としてはやはり一般的なものよりは低い収入の方

が多いように思います。 

 

三浦英統委員 所得がない人、年金のですね、国民年金の人、多い人でも８０

万前後ですね。その人も普通徴収なんですか。これは特別徴収に入るん

じゃないですか。 

 

三隅国保年金課年金高齢医療係長 普通徴収を引く場合が、年金の収入が１８

万円以下という規定もございますが、介護保険と後期高齢者医療保険を

合わせて、もらわれる額の２分の１を超えているかどうかという判定が

ございます。ですので、一概に全員が普通徴収というわけではなくて、

中には特別徴収の方もいらっしゃいます。 

 

吉永美子委員 ２月１日現在の状況で後期高齢者が何人おられて、滞納者とし

ては何人おられるかをお知らせください。 

 

桶谷国保年金課長 まず後期高齢者医療の方の被保険者数でございますが、１

月末現在で１万４０３人でございます。滞納者の方につきましては、平

これは３月９日現在になりますが、１２０人…済みません、先ほどの３

月９日を訂正させていただきたいと思います。平成２７年度時点で滞納
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者が１２０名でございます。それと直近の数字でいきますと、２月１日

現在で、現年分のみでございますが、滞納者が１３０名という状況でご

ざいます。 

 

吉永美子委員 そうすると昨年の３月議会で御報告があったときよりも滞納者

が増えているというふうに思わざるを得ない状況にございますかね。 

 

三隅国保年金課年金高齢医療係長 滞納者なんですが、５月末日現在で２７年

度が１２０名でしたので、これからまだ収納ができる期間が残っており

ますので、そこでまた減っていくのではないかと予測します。第６期、

１２月末現在の収納率で去年と比べますと、去年が９７．８８％、今年

は今の１２月末の時点では９８．２３％になっておりますので、１２月

末の時点だけで比べますと少し上がっているような形になります。 

 

吉永美子委員 やはり後期、７５歳以上の高齢者ですので、やっぱりお体のこ

とが大変心配になるんですけども、こういった滞納者に対してはどうい

うふうに対応されておられるかお知らせください。 

 

三隅国保年金課年金高齢医療係長 高齢者の方ですので、口座の振替を推進し

ているということと、滞納者の方で国民健康保険と同じような形にはな

るんですけども、書類や電話などで勧奨する、後はお体の具合が悪い、

足が悪いなどと言う方もいらっしゃいますので、場合に応じては職員が

徴収に行っておるような状態です。 

 

吉永美子委員 そうするとこういった方、いわゆる滞納の方々にはどういう状

況ですか。短期証を出しておられるということですかね。どういうふう

に対応されておられるでしょうか。 

 

三隅国保年金課年金高齢医療係長 後期高齢者医療保険は、山口県の広域連合

のほうの方針で資格者証は出しておりません。ですので皆さん少なくと

も短期証は持っておられる状態です。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。次、ありますか。１点ほどお聞きします。一般

管理費の中の通信費がね、国保よりも多いのよね。これなぜですか。 

 

桶谷国保年金課長 今、全部合計したものは持ち合わせておりませんが、国保

特会のほうにおきましてはそれぞれの費目で通信運搬費を計上いたして
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おりますので、そういった形になっていると思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 合計しろというわけね、そうですか。ほかにありますか。な

いですか。それでは質疑を打ち切ります。討論のある方。ないですか。

それでは議案第１９号平成２９年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会

計予算について、賛成の議員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長 全会一致であります。以上で午前中の審議を終えたいと思い

ます。午後は１３時から開始します。 

 

 

午後０時２５分 休憩 

 

午後１時    再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  それでは、午後の委員会を再開いたします。それでは、引き

続きまして病院会計、議案第２４号平成２９年度山陽小野田市病院事業

会計予算について、審議に入りたいと思います。それでは、病院局から

の説明を求めたいと思います。 

 

河合病院事業管理者  これから平成２９年度の病院会計予算を御説明させてい

ただきます。今日は午前中の会議が１２時半近くまであったそうで、大

変お疲れのところ恐縮です。また、今日は３月１０日で、砂糖の日らし

いので、あんまり苦くはやらない、苦い物は飲ませないように、どうぞ

よろしくお願いします。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  それでは、議案第２４号平成２９年度山陽

小野田市病院事業会計予算について御説明いたします。まず予算書１ペ

ージ目を御覧ください。第２条、業務の予定量ですが、入院患者を１日

当たり１８５人、延べ患者数で６万７，５２５人、外来患者については

１日当たり４３０人、延べ患者数で１０万４，９２０人と予定しており

ます。主要な建設改良事業については、後ほど２４ページからの資本的

収支のところで御説明いたします。第３条は、予算書１８ページ、収益

的収支の収入のところから御説明いたします。１８ページを御覧くださ
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い。以下、昨年度と大きく相違する箇所を中心に御説明いたします。ま

ず、１項医業収益については、昨年度比１億４，３８８万７，０００円

増の３８億５，７０２万７，０００円といたしました。１目入院収益に

ついては、患者数は先ほど第２条の業務の予定量で御説明したとおりで

すが、一人１日当たりの入院単価については、昨年度比７００円増の３

万６，２００円と見込み、２４億４，４４０万５，０００円といたしま

した。また、２目外来収益については、患者数は先ほど御説明したとお

りですが、一人１日当たりの外来単価については、昨年度比３００円増

の９，６００円と見込み、１０億７２３万２，０００円といたしました。

３目その他医業収益については、平成２８年度決算見込みを勘案しつつ、

１節室料差額収益、２節公衆衛生活動収益、４節医療相談収益、８節そ

の他医業収益など、それぞれ昨年度比６６０万円から１，４００万円程

度の増収を見込んでおり、３目その他医業収益全体では４，１５５万５，

０００円増の４億５３９万円といたしました。続きまして、１９ページ

２目医業外収益について御説明いたします。医業外収益については、前

年度比２，３９０万１，０００円減の３億６，２９０万円といたしまし

た。まず、２目他会計補助金とは、一般会計からの繰入金のうち地方公

営企業法第１７条の３の規定に基づき総務副大臣通知で認められた基準

内繰入れです。当院においては、院内保育所運営費、医師等研究研修費、

共済追加費用、公立病院に勤務する医師の勤務環境改善に要する経費、

基礎年金拠出金公的負担金、児童手当が該当します。次に５目他会計繰

入金は他会計補助金同様、地方公営企業法第１７条の２第１項第２号の

規定に基づく一般会計からの基準内繰入れです。当院においては、企業

債償還利息の一定割合、高度医療に要する経費がこれに該当します。前

年度比１，１１７万１，０００円減の４，３２４万６，０００円となり

ますが、これは、昨年度まで他会計繰入金として計上していた院内保育

所運営費を他会計補助金に組み替えたためであります。７目長期前受金

戻入は、補助金や建物、設備の借入金償還元金に対する一般会計繰入金

等を、一旦、長期前受金として負債計上したものについて、減価償却見

合い分を収益化するもので、前年度比２４８万７，０００円増の１億１

７７万１，０００円といたしました。８目資本費繰入収益は長期前受金

と異なり、耐用年数と償還年数が同年数、耐用年数５年の医療機器等に

係る一般会計繰入金を、一旦、長期前受金に負債計上することなく直接

収益化するものであります。予算額は、前年度比１，７８３万円減の８，

９３６万９，０００円といたしました。９目その他医業外収益は、不用

品売却収益や公舎、売店使用料、テレビカード利用料などが主なもので、

平成２８年度決算見込みを勘案し、前年度比２０７万３，０００円増の
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１，８９２万６，０００円といたしました。これらにより、収益的収入

の総額である病院事業収益については前年度比１億１，９９９万６，０

００円増の４２億１，９９４万７，０００円といたしました。続いて予

算書２０ページ、収益的収支の支出について御説明いたします。まず、

収益的支出の総額である病院事業費用については、前年度比２，１６８

万９，０００円減の４２億９，１９０万３，０００円といたしました。1

目給与費については、前年度比７，００８万２，０００円増の２１億７，

１７２万２，０００円といたしました。昨年度の給与改定に伴う期末勤

勉手当の増、嘱託医師等の増加による賃金の増、時間外勤務手当の増、

退職給付費の増などが主な原因であります。２目材料費については、前

年度比７，２３７万９，０００円減の７億４，２８１万７，０００円と

いたしました。投薬用、注射用薬品費については在庫の適正管理の徹底

と価格交渉による仕入れ価格の引下げ、また、検査材料やＸ線材料等に

ついても価格交渉による仕入れ価格の見直しなどにより前年度比減額予

算措置といたしました。３目経費については、前年度比３，１３８万９，

０００円減の６億５，２５６万６，０００円といたしました。５節消耗

品費から１０節印刷製本費までは平成２８年度の決算見込みを参考に前

年度比減額の予算措置を行いました。１４節保険料についても平成２８

年度決算見込みを参考に、また経費の中で最大である１７節委託料につ

いても各種委託内容の精査を行い、それぞれ前年度比減額の予算措置を

行いました。４目減価償却費については、前年度比１５４万１，０００

円減の４億８，２０６万８，０００円といたしました。５目資産減耗費

については、前年度比１６４万５，０００円減の６６万３，０００円と

いたしました。６目研究研修費については、前年度比１７７万９，００

０円減の９３３万６，０００円といたしました。長期前払消費税とは、

簡単に説明すると、４条予算で行う建設事業や医療機器購入に係る消費

税、いわゆる控除対象外消費税、仮払消費税を一旦資産計上し、翌年度

以降年次的に費用化するものですが、これについては前年度比６２万９，

０００円減の３，８７８万４，０００円といたしました。以上より、１

項医業費用については、前年度比３，９２８万円減の４０億９，７９５

万６，０００円といたしました。次に２項医業外費用ですが、１目支払

利息については、起債の償還終了に伴う企業債利息の減などにより、前

年度比２１１万３，０００円減の６，０２１万８，０００円といたしま

した。４目雑支出とは、課税仕入れに係る仮払消費税のうち、３条及び

貯蔵品に係る消費税相当分を当該年度に費用化するものですが、これに

ついては、計算の結果、１億４９６万２，０００円といたしました。ま

た、５目消費税とは、消費税及び地方消費税のことですが、これについ
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ても、計算の結果、１，１６９万４，０００円といたしました。６目退

職給付費負担金とは、過去に病院に在籍した職員の退職手当に対する病

院負担金のことですが、今年度は１，４２６万３，０００円といたしま

した。以上から、２項医業外費用については、前年度比１，７５９万１，

０００円増の１億９，１９３万７，０００円といたしました。最後に、

特別損失と予備費ですが、これらについては、昨年度と同額を予算計上

いたしました。その結果、１１ページ、税抜き後の予定損益計算では、

病院事業収益４２億６４万８，０００円に対し、病院事業費用４１億９，

９３２万６，０００円となり、単年度純利益１３２万２，０００円を見

込みましたので、平成２９年度末未処理欠損金は、３４億５，５９８万

４，０００円となる予定であります。次に、第４条は、予算書２４ペー

ジを御覧ください。まずは、１款資本的収入から、主なものについて御

説明いたします。１款資本的収入のうち、１項企業債は医療機器等の更

新の財源として５，５００万円計上いたしました。２項他会計負担金は

４条予算で計上する一般会計繰入金のことですが、起債対象外の工事請

負費、器械及び備品費として１，０００万円、企業債元金分として１億

１５２万１，０００円を計上いたしました。３項補助金の１目国、県補

助金では、医療機器購入費補助金として３９８万３，０００円、災害拠

点病院整備事業に係る石油貯蔵施設立地対策等補助金として１，１４９

万２，０００円を計上いたしました。これらから、１款資本的収入は前

年度比２，７５５万５，０００円増の１億８，２００万６，０００円と

いたしました。続いて、１款資本的支出から、主なものについて御説明

いたします。まずは、１目建物改築費ですが、既存建物の改築が必要と

なった場合のため、工事請負費として５００万円、また、今年度は災害

拠点病院整備事業としてＤＭＡＴ用車両や資機材の格納倉庫新設費用と

して前年度比９３３万６，０００円増の１，４３３万６，０００円を計

上いたしました。２目器械及び備品費については、医療機器等の更新の

ため、昨年度と同額の総額７，０００万円を計上いたしました。また、

今年度は、３目車両運搬具として先ほど御説明したＤＭＡＴ用車両購入

費として５２１万７，０００円を計上いたしました。次に、２項企業債

償還金として３億７，０４６万７，０００円を計上いたしました。最後

に、３項他会計からの長期借入金償還金として、一般会計及び工業用水

道会計への償還金８，７６６万円を計上いたしました。これらから、１

款資本的支出は、前年度比６，０９１万２，０００円増の５億４，７６

８万円といたしました。この結果、資本的収入に対し不足する３億６，

５６７万４，０００円は、損益勘定留保資金等で補塡します。予算書２

ページに戻り、第５条企業債は、昨年度同様、器械及び備品費を目的と
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して限度額を５，５００万円とし、その他、起債の方法、利率、償還の

方法について定めるものです。第６条一時借入金ですが、これについて

も、借入限度額を昨年度と同額の７億円としております。第７条議会の

議決を経なければ流用することのできない経費として、職員給与費２１

億７，１７２万２，０００円、交際費５０万円としております。第８条

たな卸資産購入限度額についても、昨年度と同額の７億円としておりま

す。以上、平成２９年度予算について御説明いたしました。御不明な点

は、質問の中で説明させていただきますので、よろしく御審議お願いい

たします。 

 

下瀬俊夫委員長  それでは、第２条のまず業務量の予定量から。どうぞ。 

 

三浦英統委員  このたびの予算、大変苦労して作られたんじゃないかな、この

ように思っております。まず、お尋ねしたいのは、入院患者が１８５名

と、これは本会議でも、感染症の患者うんぬんと言われましたが、年が

ら年中感染症はおらないわけで、一時的なものであろうとこのように思

っております。そうした中で、まず、患者数を増やした理由、そのほか

の。１７９人に補正で、これが１８５になったの。それから、そのなっ

た理由以外に、１日の入院の単価が１,０００円上がっとるんですよね、

３月補正よりも。３万６,２００円と。この上がった理由。それから、１

日外来患者の４３０人、４１０人の補正から４３０人にした理由と、こ

の１日の単価が９,６００円、この上がった理由。そういうことで、まず、

収益が１３２万２,０００円こう出ておるんですよ。財政計画を見たとき

に、３１年まで赤字になりますよと、負債が出ますよと。こういうよう

な財政計画が出ておるんですよ。それは何でかというと、減価償却が４

億５,０００万近い減価償却があると。３１年を超えると２億少々になっ

てくると。この関係で、その負債が出てくるということなんですが、今

回ここに純利益が出てきとる。この理由をお聞かせ願いたい。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  それでは、このたび人数及び単価につきま

して、増やしております理由を簡単に御説明いたします。まず、入院に

つきましては、近隣医療機関の分娩の取扱い中止に伴い、産科の受診、

入院増が見込めるということが一つであります。二つ目、専門医の医学

的見地からの適正な判断が前提ではありますけれども、外来から入院、

あと救急から入院、紹介から入院など、入院患者の増に努めるつもりで

あります。また、在宅療養後方支援病院として、在宅療養診療所と連携

しまして、入院患者の増に努める予定であります。外来につきましては、
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今後引き続きですが、開業医等への訪問、紹介依頼を積極的に行いまし

て、外来患者の増に努めたいというふうに考えております。続きまして、

入院外来単価につきましては、これはまとめての回答になりますが、今

後いろいろな条件整備を行いまして、新たな加算の取得に努めるつもり

であります。また、診療費の取り漏れを少なくするよう徴収強化に努め

るつもりであります。特に、個人窓口負担につきましてはもちろんです

が、レセプト請求時にも請求漏れがないよう漏れなく請求する予定でご

ざいます。 

 

山根病院局医事課長  ただいまの回答のうち補足説明です。在宅療養後方支援

病院として、市内の医師会に登録がございます入院施設を持たない在宅

療養診療所１３か所には既に院長ほか回らせていただきまして、登録者

も徐々に増えております。このほか新年度におきましては、宇部市医師

会の了承次第では、了承を得られましたら、宇部のほうにも在宅療養の

後方支援病院として御挨拶に伺い、説明し、協力を得たいという方向で

おります。また、今、申し上げた入院単価につきましては、入院単価は

一度に、これをしたから増えるというものではございませんで、日々施

設基準の届出に努め、病院の機能を高める、この努力が必要でございま

す。２８年度におきましても７項目にわたって順次施設基準の届出をい

たしまして、順次認めていただいております。このような日々の努力の

積み重ねで入院単価も上がってくると見込んでおります。 

 

三浦英統委員  入院単価につきましては、新病院になったらこの３万６,０００

円という数字は出とったんですか、当初。３万６,０００円台だと。今さ

らそのそういう言われ方をしても、なぜその３万６,０００円になったか。

病院を改修して廊下なんか広くなったと。それで加算されますよと、こ

ういう説明が以前あったんですよ。今さらそれを言われても何か違和感

があるんですよね。それと、療養型の後方支援と今言われましたが、そ

の利潤が上がるんですか、これは、本来の入院以外に。 

 

山根病院局医事課長  利潤がとおっしゃいましたが、在宅療養後方支援の病院

で登録されました患者様が入院、万が一入院になられた場合において一

定の加算の点数がございますので、そういう人数を見込みますと、必ず

上がるとは申せませんが、在宅療養をなさっておられる診療所との連携

があれば、外来患者数も紹介率がアップして、外来患者数も徐々に増え

てくるんではなかろうかということでございます。 
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三浦英統委員  昨年は医師数が２２名と。医師１名で１億と、こういうような

言われ方をしておりました。この医師が増えたのなら収益が上がってく

るというのはよく分かるんですよ。今年も去年も２２名と。昨年の予算

の中では２６名というような言われ方をしております。というのが嘱託

医なんかを含んで、本年嘱託医なんかゼロなんですか、どうなんですか。 

 

下瀬俊夫委員長  ちょっと待ってよ。今第２条のとこやっているんで、もう第

３条にいくんじゃったらええけど。 

 

三浦英統委員  そんならそれはちょっとやめときましょう。 

 

下瀬俊夫委員長  ちょっと待って。ほかにないですか、第２条の件。患者の件

です。 

 

矢田松夫副委員長  昨年比と比べると、昨年は何で低めにしたのとか言えば、

高めに目標にするとやね、何でできなかったのかと議会側から言われる

からというふうに言われたが、今年は高めに設定をしているんですよね。

例えば、その入院患者、昨年と比べるとですよ。その他高めに設定され

ていますが、そういう攻めのその予算組まれた一番大きな要因です。今

いろいろ言われたけど、一番の大きな要因はどこですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  先ほど御指摘もありましたとおり、昨年度については

控えめな数値で予算作成しておりましたが、今年におきましては増やし

ております。それは、やはり今後、病院を安定的に経営していくために

は必要ということで、２８年度において経営改善の支援業務の委託も行

って、また、先ほども説明したように、加算の取りこぼしがないように、

そういった形でこれから収益の増加に努めようという、そういう意思の

表れというふうに御理解いただければと思います。 

 

矢田松夫副委員長  もう一度言いますけど、例えば１日の入院平均患者が去年

は月ごとにずっともらっているのを調査してみると、１８５人になった

月は、私はなかったと思うんですよ、ありましたかね。ないのに、今回

１８５人、５人増やすには相当な営業努力というんかね、いろんなこの

改革が必要と思うんですよ。ですから、この１８５に設定した、例えば

の話ですよ。この今入院患者だけ見ていますと１８５にしていますから、

この大きな要因というんかね。これを設定した大きな要因は何なのかと

いうのを答えてほしいんですが。さっきちょっと答えになってなかった
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んですよね。 

 

岡原病院局総務課長  御指摘のとおり、１日平均入院患者数の予定は、昨年当

初が１８０人、そして、今年１８５人となっているわけでございます。 

先ほど来、医事課長からも説明させていただきましたけれども、私ども

急性期病院として、やはり今まで他院からの紹介、逆紹介というのは非

常に率が低くて、本来ならば急性期病院としてはもっとこれは高い数字

が出るべきではないかというふうに私どもも考えておりました。この辺

りをいろいろな連携を強化することによって御紹介いただきながら入院

も増やしていこうと。決してこのまま、今までのまま１８５人に達成し

ていなかったわけでございますけれども、今年は高く目標を持ちまして、

これに向かって病院職員努力していきたいと思っているわけでございま

す。 

 

三浦英統委員  収益の中で、入院した手術ですか。手術件数が非常に上がった

と、それで、収益が上がったと。 

 

下瀬俊夫委員長  ちょっとまだ第２条のとこで。 

 

三浦英統委員  いや、収益の関係。 

 

下瀬俊夫委員長  いやいや、じゃからまだそこまでいってない。今、入院患者

の、外来と入院患者のことだけちょっと取りあえず取り上げてやりまし

ょう。何かある。 

 

矢田松夫副委員長  やっぱり今みたいな、高く目標を持って頑張るという、そ

ういう決意でよく分かりました。あとはそれに向かって、目標に向かっ

て頑張るという。ちょっと何か一つぽんと、何かすとんと落ちるところ

というんかね。僕らはそうじゃないんですよ。やっぱりお手並み拝見じ

ゃなくて、私たちもどうにかしたら、やっぱりこの１８５にいくために、

どういう説得力あるものがもう一つ何かないかなと思って質問したんで

すけどね。 

 

堀川病院局事務部長  ２８年度１２月は１８８.４人。１月が１８１人まで落ち

ましたが、２月は１９０人、３月に入っても今１８９.９人という数字が

ございます。今までよく説明していたのが、金、土、日、要は週末にか

けて入院患者が減るんだということで説明したかと思います。これは、
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実際にそういう事実がございました。御存じのように、２次救急という

のは、特に土、日、開業医等、通常の医院については、土曜日午後休診、

日曜日休診というような中で、２次救急の割合、休日の割合が２９年度

高うございます。その中で救急搬送された方が入院される。そういう事

例が２９年度は増えるのではないかなということで考えております。 

また、先ほどから一生懸命頑張る、努力して頑張るというのはもちろん

でございますが、実際に経営改善をやる中で、やはり大きいのが加算漏

れ、これは施設だけではございません。いろいろなことをやることによ

って加算１、加算２という、そういう制度でプラスアルファがございま

す。そういう部分を限りなく拾っていこうというようなことで、今年も

う既にやっているんですが、今後も更に強く、この行動を続けていきた

いというふうに思っております。 

  

小野泰委員  先ほど開業医に対して、院長ほかで回られたという。もともとこ

れ回っていこうという話であったんですが、他の病院、開業医と連携し

てということなんですが、現在、逆紹介率が２５％だったですかね。そ

ういうことで、低いということもあって、現在看護師２名体制でやって

いるんだけど、ソーシャルワーカーを募集して、まずその地域連携とい

うか、これが非常に重要なんで、この辺の充実を図っていきたいという

ことでしたが、その辺りはどうされているんですかね。 

 

下瀬俊夫委員長  もう第３条に入っているから、もう第３条に入ります。 

 

山根病院局医事課長  市議会からの御指摘も昨年度いただいたこともございま

して、今年度はＭＳＷを１名配属しておりまして、鋭意努めております。 

 

小野泰委員  １名と言われたんですかね。２名は無理だったということなんで

す。２名にしようということじゃなかったんですかね。 

 

山根病院局医事課長  今は１名でございます。 

 

河合病院事業管理者 連携室としては３名ですよ。でもその中でソーシャルワ

ーカーは１名なんです。でも看護師が２名いますので。 

 

三浦英統委員  この中で病床稼働率は幾らになっとるですか。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  ８６％でございます。 
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三浦英統委員  昨年の予算のときには、その利益というんですか。純益が出る

のが、病床稼動率が９０％を超えないと出ないと、こういうような発言

があったんですよ。今年はもう方針が変わって８６％台でもう純益が出

ると、こういうような方針になったんですか。昨年の新年度予算のとき

にそのようなことを言われたこと、その辺についてお聞きします。 

 

和氣病院局総務課主幹  患者さんの数によって病床の稼働率も変わってまいり

ますが、今回、特に単価が上がっております。その理由は先ほどから申

し上げたとおりなんですが、それで収益が増えている。それと、費用の

ほうも落として節減しておりますので、その両方の効果によって経常収

支が黒になっているという、そういう状況でございます。 

 

三浦英統委員  さっき医師のお話をしましたが、正規の医師が２２名と、嘱託

その他を含んで何名ですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  嘱託その他の医師については、同じ人数でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、何人なんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  ４人です。 

 

下瀬俊夫委員長  いや、それだけじゃないだろう。いや、それだけ、２６人だ

け。 

 

和氣病院局総務課主幹  大学などから派遣されます非常勤の医師につきまして

は、もちろん多くいらっしゃるんですが、以前から医師の総数というこ

とで御報告申し上げているのは同じ人数でございます。 

 

三浦英統委員  改革プランによりますと、医師の数を２８人にしようと、本年

度で。正規の医師ですね。ここら辺り、昨年も１名増やすんだというよ

うなことを言われておった。増えてないと、現状のままであると。ここ

ら辺りのその患者が増えるということで、正規の医師を増やすというよ

うな気持ちですか、これはあるわけですか。それともその辺の考え方は

どうなんですか。 

 

河合病院事業管理者  もちろん正規の医師は増やしたいですけれども、基本的

に、まだ、山大も含めてほかの大学にもいませんので、今、５４名の非
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常勤でカバーしていますから、実質的には２６名プラスかなりの数、実

質的には３０名を超えとる数でやっているということになろうかと思い

ます。非常勤ですから、１日の非常勤もありますし、週３日来られる非

常勤もあるんですけども、５４名となると人数換算すると、相当な人数

換算にはなる。 

 

吉永美子委員  収益で、２８年度の決算を見込んでということで出してこられ

たと思うのですけども、まず、病院事業改革プランの中で収入面での課

題ということが６点上がっているかと思います。この中で例えば有料個

室の有効活用ということなのか、個室使用料も予算の中上がっておりま

すし、この病院事業改革プランの中で、収入面で努力をされて、決算の

見込みを捉えての２９年度予算になったことについて、この課題への挑

戦というか、どういうふうな効果が出たのかということをお知らせいた

だけますか。 

 

山根病院局医事課長 有料個室の利用率などの面の報告をさせていただきと思

います。まだ、２８年度は４月から１月までの状況で報告をさせていた

だきますと、２７年度と比較いたしましても、１.１％増加しております。

この時期、昨年度の１０か月と今年度の１０か月を比較しましたとき、

昨年度は有料個室８５.９％が今年度においては８７％、昨年度よりも収

益的にも料金的に上のほうの料金の個室の利用率が高くなっておりまし

て、１月末現在で、昨年の収益よりも２１％増となっております。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  収益増の予算措置につきましては、先ほど

室料差額のほう御説明いたしました。その他の公衆衛生活動、例えば健

診料、予防接種につきましても、昨年よりも３.６％程度のアップを見込

んでおります。これは実績に基づいて右肩上がりでございますので、そ

れに基づいて予算の見積りをいたしました。また、人間ドック等も現在

上昇傾向にありますので、そちらのほうも２７から２８への推移、また

２８から２９への見込みを勘案いたしまして、８％ほどのアップを見込

んでおります。その他医業収益は種々ありますが、今後、入院等が増え

ますと、その他医業収益で計上いたします、例えば紙おむつや医業材料

などの実費負担なども、当然増えるであろうと。そういったことも入院

患者増に連動いたしまして、見込みで増やしております。それと後は、

昨年１２月に各病室にあります床頭台、テレビ台といいますか、あれを

全てプロポーザルしまして、丸々入れ替えました。あれは、テレビカー

ドを患者さんが利用されるわけなんですが、そのある一定割合を病院の
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ほうでいただいております。売上の一部を。それが昨年床頭台を入れ替

えまして、予想以上に伸びていることが判明いたしましたので、それも

十分見込みまして増やしております。 

  

河合病院事業管理者 今回はできるだけ話すまいと思っていたんですけど、や

はり、人数については決して不可能ではなさそうなところで、でもそう

は言ってもやや高めの目標値的なところはあるんです。ただ、単価につ

きましては、コンサルタントがいろいろなところと相談してくれていま

して、いろんなところで細かくコストをとってくれるようになっていま

すので、ですから少しそういうことで当然単価が増えていくというふう

に見込んでおりまして、先ほどから細かく、例えばということでテレビ

の話とかいろいろなのが出てきているわけですけども、まだまだ全体的

に十分、今、コンサルと相談しながらやっているところであります。 

 

吉永美子委員  だから、先ほどお聞きしたのは、病院事業改革プランの中に要

は経常収支比率、収支比率に係る課題ということで、収入面での課題が

６点上がっていたから、これが２９年度の予算の中で要は努力されたの

が反映されているのは、じゃあ有料個室の有効活用、それと健診体制の

強化という、この２点ということで考えてよろしいですか。２９年度の

今回予算が上がってきた中で収入面での課題で改善されたのは、この２

点と２９年度は。そのように思ってよろしいでしょうか。 

 

河合病院事業管理者 当然その二つですが、先ほど言いましたように、そのほ

かのところで落ちこぼれがないように、コストを確保できるというふう

に思っています。今、コンサルがいろいろな部門と具体的に話し合って

くれていますので、私たちの予想外のところで出てきそうな感じですの

で、ちょっとその辺りもかなり見込ませてもらっているというところで

あります。 

 

吉永美子委員  では、今度は支出のほうなんですけど、経費面での課題という

ことで４点出しておられます。今回、言っておられたのが価格交渉した

とか、そういうような材料費についても、そういったこと等も御報告が

ございましたが、経費面での課題でこの４点の中で２９年度予算の中に

反映ができたものがあればお知らせください。 

 

和氣病院局総務課主幹  この中につきましては、委託料、材料費の削減とその

他経費の削減というところでございます。 
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三浦英統委員  収益の中で、補正の中でも話があったんですが、手術による収

益が非常に高くなったと。このようなことを言われておったんですけど、

今回、新年度予算の中で年間の手術の件数何件ぐらいみてらっしゃいま

す。たしか改革プランの中では１,３００やったかな。 

 

和氣病院局総務課主幹  改革プランにおきましては、１,３００件としておりま

して。その程度で予定をしております。 

 

河合病院事業管理者  今年度といいますか、２８年度と違うところは、今度は

胸部外科の手術が加わってくるということで、つまり肺がんの手術も市

民病院でできるようになるということと、もう一つ、今、眼科の手術を

追加してやっていこうかなというところで、少し準備には予算が掛かる

んですけど、その辺りも含めて後半ぐらいから眼科の手術が入ってくる

んじゃないかと思いますし、もう胸部外科につきましては、７月から実

際に入ってきますから、そういう点で手術件数は今年度よりも来年度の

ほうが伸びるというふうに思っています。 

 

三浦英統委員  今回の予算を作るに当たりまして、先生を含んで、事務方と内

部の協議、これは十分なさったのでしょうか。どのぐらいなさったです

かね。 

 

河合病院事業管理者  それはもちろん十分、これ大体僕が聞いていまして、今

回極力僕は話さないというぐらいのつもりでしたんですけれども、やっ

ぱり聞けば言うかというところなんですけれども。実際は、非常に事務

方の人は私よりも具体的によく知っています。 

 

三浦英統委員  以前、評価を出そうというようなことを、昨年、新年度予算の

ときに、何らかの評価を出していこうと。こういうようなことを言われ

ておった。本年、その評価を出すおつもりは、あるかないかお尋ねして

みたいと思います。 

 

河合病院事業管理者  それは多分、機能評価のことじゃないかと思うのですけ

れども、まずはこの６月ぐらいをめどに、今のコンサルの返答が出てき

ますので、それを着実に行いながら、それから機能評価に行こうかと思

っていますが、それと同時にちょっと５月ぐらいに地震を想定した防災

の準備とかもありますので、機能評価は結構時間が掛かったり、掲示に

時間が掛かったりしますから、来年度いけるということはないんです。
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気持ちとしてはできるだけ早いうちにやろうというふうに思っています。

そろそろ再来年ぐらいから、むしろやらないと感染の点数がとれなくな

ってくるということになれば、当然、機能評価をやっていくということ

になろうと思っています。今のところは経費に掛かっていませんので、

かえってロスするだけかというぐらいに思っていましたので、ですが、

今後はそうではなさそうなので、かなり慎重に考えていきます。 

 

堀川病院局事務部長  それともう１点、評価、今、局長のほうは機能評価のこ

とを申したのですが、改革プランに係る評価というものについては、年

１回集まっていただいて、実績等、数値的なもの、また内容、その辺を

説明した上で評価を受けることとなっております。本年度についても、

３月中にやる予定でおります。 

 

三浦英統委員  その評価を委員会に出すおつもりはあるのかないのかお尋ねし

ます。 

 

堀川病院局事務部長  この改革プランの評価、つまり会議についてはオープン

にしております。ということは当然なことながら、内容について皆さん

に御報告したいというふうに思っております。 

 

河合病院事業管理者  この評価につきましては、インターネットでも十分見ら

れると思うのです。実は経済学部の教授が、前回までの方がお亡くなり

になられましたので、新しくこの領域の専門の人にお願いしようとして、

先日参りましたんですが、もう既にインターネットから見ていました。

それを説明しようとしましたけど、もう彼のほうが詳しくよく知ってい

まして、その人も含めて相談して、それを公表するということになると

思います。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか、ほかに。ちょっと二、三点。コンサルの提言っ

て、先ほどいろんなところ各部署でいろいろ提言を受けているという話

があったのですが、これは文書か何かで出るんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  最終的には、報告書という形で出てまいります。 

 

下瀬俊夫委員長  ２８年度からの事業なんですが、これはもう次から次に各部

署でそういう提言はされているわけですね。 
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和氣病院局総務課主幹  各部署に対してというのは、まだこれからの作業でご

ざいます。 

 

下瀬俊夫委員長  何か先ほどから何かコンサルとの協議がされているみたいな

話があった。 

 

和氣病院局総務課主幹  現在、業者との交渉、いろんな経費、こういったもの

について、交渉についていろいろアドバイスを受けている段階でござい

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  取りあえず、今、そこでということですか。 

 

河合病院事業管理者  コンサルの人は、例えば私がトップでしたのですが、始

まったのはもう既に１月の中旬でした。それから医師がほとんど担当と

面談して、それから看護部に行って、それからいろいろなところに回っ

ていくので、僕は今、どこまで回っていったか把握はしていませんので

すが、相当個人として細かく回って、その場でいろいろ話し合いながら

やっていますので、「ああ、これならかなりやってくれるな」という感じ

ではあります。僕は２時間近く話していました。 

 

下瀬俊夫委員長  結局、コンサルの提言、各部署で取りあえず話をされながら、

それは実現可能な提言だというふうになっているんですか。 

 

河合病院事業管理者  実現が不可能なところはどこかという辺りをも、コンサ

ルはよく聞きながら、それでどうする。ほかのベンチマーク病院との比

較で、ほかの病院はこうなっとるけど、お宅はなぜこうなっとるという

辺りで、どうも話し合っているようです。ただ、どこまで、今、進んで

いるか私も詳細はまだ現在ではよく把握していません。 

 

下瀬俊夫委員長  その中で、外来患者、最終補正で４１０人が４３０人という

予算が組まれたわけですが、外来の例の待ち時間の解消問題というのは、

具体的にどういうふうな改善策を考えておられますか。 

 

岡原病院局総務課長  外来待ち時間については、コンサル担当とはちょっとま

だこうしたほうがというようなお話ではないのですが、これは以前から

やっておりますように、病院として一番お待たせすることが多い内科な

どは、今の外来の受付のところ、それぞれの診察室のところに、「今、何
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時から何時までの予約の患者さんを診療しています」というような札等

も出しておりまし、ずっと待ってらっしゃる方には、看護師のほうは注

意してお声を掛けるとかいうふうにしております。また、高齢の方が多

いということもあって、幾つかの診療科回られる方もいらっしゃるので

すが、その予定を見せていただきながら、先にこちらの検査をお済ませ

になったほうが早いのではないでしょうかというような、そういうとこ

ろまで相談させていただきながらお待ちいただいているという状況でご

ざいます。 

 

下瀬俊夫委員長  具体的に患者さんに対する対応策がこれまでよりも一歩前進

したということですよね。ただ、それは待ち時間の解消とはちょっと違

いますよね。補正のときに出されたアンケートの中でも待ち時間かなり

要望事項としては多かったですよね。そこら辺で実は民福の委員会の中

でも予約外来と一般外来、やっぱりきちんと分けたらどうかと、内科の

場合というふうな話もあったし、ちょっとそこら辺の改善策、あるいは

総合診療科の問題なんかも具体的な提言としてあっているわけですが、

そこら辺の検討というのはされているんでしょうか。 

 

堀川病院局事務部長  これについてはコンサルといろいろ協議、当初やった時

点で、私どもは公立病院ですから、委員会という存在を含めて、委員会

でもこういう話があると、私たちも苦慮しているということで、これに

ついても協議を、この内容について課題があるから、これについても解

消したいということで、先進地等、そういうのを含めて、今後協議する

予定でおります。 

 

河合病院事業管理者  先日、患者満足度の数値を提出させてもらったと思うん

です。確かに入院の満足度は非常に高かったんですけれども、外来の待

ち時間の満足度は５０％程度、でも、まあまあというところから含める

と、そんなに悪くなくて、不満というのはかなり少なかったんですけれ

ども、ただ、やはりある程度丁寧に診てもらうということと、待ち時間

を短くするということとは、ちょっと相反するようなところもありまし

て、やっぱり丁寧に、そういう点では、患者さんも、まあまあ評価して

もらっているかなという、待ち時間のないような閑散とした病院ではち

ょっと寂しいなというふうにも思っています。 

 

下瀬俊夫委員長  ここでの議論がどういうふうに受け取られているかという問

題とも関連をするんで、やはり予約して２時間待ちというのは少しいか
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がなものかというとこで、やっぱりそこら辺の改善の姿勢が僕は要るん

じゃないかなと思います。それから、もう一点は、ドックです。特に一

番僕が気になるのは、市の職員のドックの利用状況等について、積極的

に市民病院を活用するようになっているかどうかと。また、市民病院の

ほうも、職員との関係で、そこら辺の受入れの問題なんかもどのように

ちょっと考えておられるのか、ちょっとそこら辺がよく分からないんで

すが。 

 

堀川病院局事務部長  今まで病院側は市、これ人間ドックの担当は共済組合の

ほうでございます。そこに積極的に働き掛けはしておりません、今まで。

今後は、やはり今回も予算で人間ドック、実績を見て増額しております

が、これは市の職員の分は入っていないと思います。そういう中で、や

はりその辺については積極的に担当部署と協議をしてお願いしたいとい

うふうに思っております。 

 

河合病院事業管理者  人間ドックをどの程度やるかは、一つには病院の規模に

もよると思うんです。例えば、内視鏡のできる部屋が二つも三つもある

ということであれば、ドックして、また待ってもらうことなく次の日に

できるんですが、実はもう、入院患者さんと外来患者さんとで、次の日

の予約が入っていますので、なかなかドックの患者さんをずっとすぐに

はそこに入れてもらうことが難しいというか、もう部屋のスペースがな

いという、それほど大きい病院じゃないですから、ちょっとそこらは非

常に矛盾を抱えています。期待されているようなほどの病院規模ではな

いということです。少なくとも労災の半分の規模ですから、ちょっとそ

の辺りも御勘案いただければありがたいと思っています。しかし、ドッ

クはできるだけやろうとしてますんですが、もしドックを優先するため

には、外来患者さんか入院患者さんにお待ちいただかなければならない。

またそこにクレームが出てくるということになってしまうので、今のと

ころちょっとドックのほうを少し遠慮させてもらってきたというのが実

情です。 

 

下瀬俊夫委員長  何でこんな話をするかというと、これまでも２年続けて赤字

予算、赤字決算を組んだわけでしょう。今回、こういう入院患者数を、

外来も入院も含めて増やしたわけです。今回、赤字出せんわけでしょう、

もう３年続けてなんて。僕は、そういう点では、もっと患者を増やすた

めのいろんな方策が要るんではないかということです。補正予算のとき

に、私は少なくとも、財政を呼んで、これに対する対策についてどうす
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るのかというぐらいの質問は、実はこの委員会であってよかったんです

が、そういう点で、決算のときにどうなるかというのはあるんですが、

もうこれ以上赤字は出しちゃいけないという、多分僕は、この委員会の

メンバーはみんなそう思っているし、病院としても是非そういうふうな

対応をしていただきたいという気持ちは多分あると思うんです。そこら

辺からいろんな方策を考えていくというのも、僕はやっぱり大事じゃな

いかなと思っております。それから、最後なんですが、地域連携室です。

確かに今回、ソーシャルワーカー入れるんですが、この２１０床の規模

で、普通、もっと多いんじゃないですか、どうですか。もう四、五人お

ったっておかしくないですよね。 

 

河合病院事業管理者  本当に御心配いただきまして、大変御迷惑をお掛けしま

して、大変申し訳なく思っていますんですが、しかし、病院の規模はそ

の程度のものですし、確かに病診連携室をもっと増やしていくべきとは

思うんですけれども、ただ、改革プランからしても、上限の人数が決ま

っていますので、そうすると今度は人件費が増してしまうというところ

もありまして、そこらが非常に難しいところで、そうするとどこを削る

かということになってきますので、病診連携室を削りながら、看護師を

削ると、またベッドにも稼働率にも影響しますし、ちょっと非常にそこ

らは悩ましいところです。でも、今、３名の方で非常によく頑張っても

らっていますので、私たち自身はそんなに不自由はしてないように思い

ます。 

 

岡原病院局総務課長  説明いたしましたとおり、ただいま地域連携室は３名で

やっております。室長も含めますと４名になるんですけど、ただ、これ

までソーシャルワーカーが入る前は２名で、実質２名でやっていたとこ

ろを、医事課の職員も一緒になって、いろいろな病院との調整とかもさ

せていただいておりました。これは、今もソーシャルワーカー入っても、

同じように必要であれば医事課の職員も一緒になって相談に乗っていく

というような体制ではおりますので、確かにソーシャルワーカー１人入

ってもらって、非常に私たちができない、行き届かないところもよく気

がついて、患者様にとってはいい面があるということがよく分かりまし

たので、今後も段階的に採用については研究していきたいというふうに

思います。 

 

三浦英統委員  コンサルタントに今、出していらっしゃいますよね。これいつ

頃出てきますか。 
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堀川病院局事務部長  契約上は７月末ということになっております。ただ、作

業的にはコンサルの報告が出たから、そこから取り組もうじゃなくて、

今、同時並行でやっております。一応、そういうことでございます。 

 

三浦英統委員  コンサルタントから報告が来た場合、改革プランの変更はある

んじゃなかろうかと思うんですが、この改革プランの新たな改革プラン

を作る計画はあるわけですか。 

 

堀川病院局事務部長  この今回の新改革プランにつきましては、２８年から３

２年度の５か年ということになっております。新たに新改革プランを作

るわけではなく、大幅な内容の変更があれば、更新といいますか、改訂

版を作成したいというふうに思っております。 

 

三浦英統委員  改訂版を作るということになると、財政計画についても収支計

画というんですか、収支計画の変更も出てくるんじゃないかと思うんで

すが、この辺の考え方はいかがですか。 

 

堀川病院局事務部長  これにつきましても、大幅な収支計画の変更があれば対

応します。ただ、内容的に、例えば資料的なものになるかもしれません

が、実績額を入れるのは、毎年改訂版改訂版というのもおかしいので、

それについては変更をする中で、軽微な変更ということで調整をしたい。

ただし、その場合は当然委員会、市民の方にも公表したいというふうに

思っております。 

 

三浦英統委員  その時期はいつ頃になりますか。改革プランと収支計画。 

 

堀川病院局事務部長  未定でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに、いいですか。院内保育所の他会計負担金を補助金に

した理由は何ですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  事務的な誤りで、補助金に上げるのが正しかったとい

うことでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  今、人数は何人かいね。 

 

和氣病院局総務課主幹  保育の方は２２人でございます。 
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下瀬俊夫委員長  当病院の関係者は。 

 

和氣病院局総務課主幹  ２２人中９人が当院にお勤めの職員のお子様でござい

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  大体、これ保育料は一人幾らになりますか。 

 

和氣病院局総務課主幹  一人２万５,０００円になります。 

 

下瀬俊夫委員長  通常の無認可に比べたら物すごく安いよね。普通６万ぐらい

するんよね。だから、これ相当補助金が出とるんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  必要な部分につきましては一般会計からの繰出金があ

るわけなんですが、この金額は、保育料は確かに２万５,０００円とかな

り低くなっております。これにつきましては、保育園を利用して、職員

に勤務してほしいという、そういうものがございまして、低く抑えてい

るというのはございます。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、今言ったように、２２人のうちあと１３人がいわゆ

る病院以外ですよね。ということは、普通の保育所に比べてかなり安く

保育料が抑えられているわけでしょう。 

 

和氣病院局総務課主幹  そのとおりです。 

 

下瀬俊夫委員長  これは、薬局は駄目という理由は何かあるんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  規定において、市内の医療機関にお勤めの方というふ

うにしておりますので、それ以外の方はお断りしております。 

 

下瀬俊夫委員長  薬局は医療機関じゃない。なるほど、そうですか。 

 

矢田松夫副委員長  そういうところの利用というんか、希望者が多いんですが、

その辺を変えるとかいうことはないんですか。定員が２５でしょう。定

員が２５なのに、ずっと２５いってないよね、開院してから。変えない

の。 

 

和氣病院局総務課主幹  定員につきましては、現在２５名で、定員までいらっ
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しゃいませんので、今、定員をどうこうというのはないんですが、一応、

市内の医療機関との連携という意味合いも含めまして医療機関としてお

りますので、そのほかのお勤め先の方につきましては、市内なりお住ま

いの地域の保育園に入っていただくのがよろしいかと思います。 

 

堀川病院局事務部長  これにつきましては、先ほど来から委員長が安いねと、

保育料安いということなんですが、逆に人が増えることによって、病院、

市の負担が増えていきます。だから、定員いっぱいになるまでやったら

効率的というような形ではございません。人数によって保育の先生が入

ってくるということですので、いっぱい入れたから経営的に安定という

性質のものではないことを知っていただきたいと思います。 

 

矢田松夫副委員長  それ言うたって、例えばいろんな条件で受け入れるという

のか、それで結果として定員超えるという場合だってあるでしょう。な

いの。 

 

和氣病院局総務課主幹  一つには、市内の医療機関ということでございますの

で、その範囲で定員が超えるということであれば、それはそのときに検

討する予定でございます。 

 

矢田松夫副委員長  だから、定員を超えて、保育所を運営というのか、そうい

う場合は、例えば管理者の承認を得たら超えてもいいというのがあるわ

けだから、必ずしも２５人以内でなければ駄目だということじゃないで

しょう。 

 

和氣病院局総務課主幹  今、おっしゃったような場合には、その規定の改定に

より対応すべきものと考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  そうなってくると、一般の保育行政との関わりはどうなるわ

けですか。規定を変えれば誰でも受けられるということになるんじゃな

い。 

 

和氣病院局総務課主幹  定員に関して改正してということでございまして、医

療機関以外にお勤めの方のお子様を受け入れるという意味ではございま

せん。ここはちょっとお分かりいただければと思います。 

 

河合病院事業管理者  これ今、発言がありましたように、市内の医療機関とい
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いますか、医療担当者を増やすということが、減らさないということが

目的ですので、ちょっと今のところ、それ以外の方は御遠慮いただいて

います。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。ほかに。２０ページの支出の件で、賃金のとこ

ろ、ちょっと済いません。先般、ちょっと一般質問でもあったんですが、

この嘱託、臨時、非常勤、特別職の中で、定数条例に入って含まれてい

るのはどの部分ですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  賃金の対象の職員の方につきましては定数の中に入り

ません。 

 

下瀬俊夫委員長  入ってない。 

 

和氣病院局総務課主幹  はい。 

 

下瀬俊夫委員長  嘱託もですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  入っておりません。 

 

下瀬俊夫委員長  そうすると、こういう人たちは半年以上勤務しても、一時金

の対象外ということになりますよね。長期の雇用で何年ぐらいが、いわ

ゆる長期というのは大体５年とか１０年なんですが、そういう方は何人

ぐらいおられますか。 

 

和氣病院局総務課主幹  具体的に何年ぐらいの方は何人というふうに、今ちょ

っと手元に資料がないので、はっきり分からないんですが、確かに数年

間お勤めいただいているという方は、ある程度一定数はいらっしゃると

いうふうに記憶しております。 

 

河合病院事業管理者  それを言われると、私もつらいんですけど、この中で、

当然常勤になってもいいと思われる人も十分含まれているんですけれど

も、私たちも改革プランで一応定員を出していますので、その辺りの縛

りがありまして、どうしてもならないことと。やはり、病院の収支とい

うようなことで、私自身も非常に心を痛めながら、ある面じゃ、心を鬼

にして勘弁してもらっているというようなところもあるということです。

決して安く使っているというような意味合いではありません。非常に貢
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献してもらっておりながら、私たちがそれに対して十分対応できる能力

といいますか、そういうふうな診療報酬体制にはなっていないというこ

とですから、ちょっと厳しいなという、私たち自身も非常に悩みながら

やっているのが実情です。 

 

下瀬俊夫委員長  いやいや、今の話はね、定数条例を変えなさいと言っている

わけじゃないんですよ。退職金の一時金支給規定を変えなさいと言って

いることなのです。これはだから、病院でできる話じゃないですからね。

市の条例を変えないと、そうならないわけですから。ただ、この間の一

般質問では、市長はそこら辺については検討したいという話があったの

で、一時金の支給、これは今、定数条例の職員でいえば、半年勤務をす

れば退職金、一時金が出るわけですから。もう５年も１０年も勤めて一

銭もないというのはおかしいんじゃないかという話をしているんです。 

 

吉永美子委員  先ほどのちょっと、もう一回聞きたいのですけど、材料費のと

ころで価格交渉によって下がったということなのですけど、当初予算で

比較させていただくと、投薬用薬品費で１,８００万円、注射用薬品費で

５,１６０万円下がったように見えるんですけども、これまでも価格交渉

というのはされてきたんでしょうか。どういう状況で来られたのかとい

うことをお知らせいただけたらと思います。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  確かに毎年価格交渉はやっておりました。

当然、その交渉ごとというのは相手あってのことですので、妥結をしな

いともちろんその価格を変更することはできません。ということで、毎

年、ぎりぎりの交渉は手抜きなくやってきたつもりです。ただ、今回、

コンサルが入ったことによりまして、コンサルタントは全国ネットで情

報を持っております。私どもは持っておりません。ということで、これ

はコンサルタントのアドバイスもございまして、もう現在始めておりま

すが、そういった交渉を新年度も行いまして、価格の引下げについて努

力していきたいということでございます。 

 

河合病院事業管理者  価格交渉につきましては毎年やっていましたんですが、

国もなかなかのところでして、例えば１００円のものが大抵１０％引き

で当初は成り立っていたんですが、１０％引きで９０円にすると、今度

は９０円が正規の値段として出てくるので、またそれの１０％で、今度

は八十何円とかいうことになって、また今度はそれが下がってくるので。 

ですから両方がイタチごっこで苦しんでいくということで、国は要する
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に下げればいいだけですからあれなのですけれども、やはり業者は困る

し、病院も毎年毎年同じことをやりながら、またなんですけど、今度は

全国的な中でということですから、この地域だけの交渉だけではないの

で、もうちょっと効率的にいくというふうに思っているのですが、しか

し、結果としてそれが成功したらまたそこに下げられるんだろうなとい

う、国も今、私たちから見るとちょっと信用は難しいというようなとこ

ろで、どんどん、どんどん医療費は下げられていくというのが実情なん

です。 

 

吉永美子委員  コンサルタントのアドバイスもあってということなのですけど

も、全国レベルでのそういった情報を持っておられるということなんで

すが、そうするとやはり納入業者を変えるとか、そういう形での要はこ

れまでできなかったことができたということですか。 

 

堀川病院局事務部長  全国的な価格もありますし、また、それ以外の交渉もご

ざいます。ちょっと今、交渉中でございますので、具体的な交渉中の真

っ最中でございます。また、金額的なものこういうふうになりましたと

いうような形で、どこかの時点で報告できたらいいなと。今は具体的に

は言えない部分がございますので御了解願いたいと思います。今、交渉

中でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  今日の新聞でしたか、ベッド削減の問題が出ていましたよね。

これはどういう影響が出てくるんですか。 

 

河合病院事業管理者  実は、今回の改革プランがまだ今月の末までに延びてい

るのは、今、山口県の医療計画がどういうふうになるかというのを見て

いたというところなのですが、まだ、将来的には療養型を減していく、

そしてまた、多分、急性期も減していくんでしょうけれども、県で一方

的に下げることはできませんので、話合いをしながら下げていくという

ことになると思うんですが。ずっとこれまで待っておったのですが、こ

れまでのところ、この病院には今のところこういう提案というのがない

ですから、今までのままでもうしばらくはいけると思うんですが、これ

からどう進むのかは県の考えとも相談しながらやっていくということで

すが、こちらからこうするとか、余り先に手の内を出してしまうと県に

読まれてしまうというところもありますので、まず、県の考え方を聞い

て、それから対策を練っていくということで、安易にこちらからは情報

を出さないようにはしているところです。 
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下瀬俊夫委員長  県全体で３２％ぐらいですよね。 

 

河合病院事業管理者  かなり下がっていくんですけれども、やはり、この件は

基本的に慢性型が多いんですよ。場所によっては、もう１,０００床を超

えるようなところもありましたので、今は減っていますのですが、各病

院がどういう形で減してくるのか、取りあえず慢性型を減らしていくと、

次は急性型で、今はおいしいところが回復期なんですが、回復期に進む

と医療機器を増やさざるを得ないし、そうなると、またはしごを外して

くるなというふうなところで、かつてのＤＰＣと同じやり方でくるんじ

ゃないかと。今、非常に苦慮されておるのがＤＰＣ病院ですね、山大病

院を除くＤＰＣ病院が、どういうふうにその中を進んでいくかを非常に

悩んでいるということです。その点、市民病院は一般急性ですから、今

すぐには話題になってないので、こちらから事を出さないようにしてい

るというのが今の状態です。 

 

下瀬俊夫委員長  言われるようにＤＰＣが、特にこの地域でいえば労災ですよ

ね。労災が削減されると、勢いやっぱり市民病院にかなり大きな負担が

掛かってくるんじゃない、逆に言えば。 

 

河合病院事業管理者  労災もやはり賢いですからＤＰＣ削減すると、今度は多

分、地域包括ベッドとかいう形で何かベッドを変えていくんではないか

というふうに思うので、どういうふうな形で変えていくのかを考えなが

らやっていかなければならないと思っています。よその病院はともかく

として、市民病院にはまだまだ何ら言われていませんので、このままの

形で、今年の改革プランを作り上げていこうというふうに、今になって

思っているところです。それまでちょっと県の出方をうかがっていたと

いうところもあります。 

 

吉永美子委員  経費の削減という部分なんですけども、経費で光熱水費と燃料

費が、これも大きく初年度の予算と比べると随分下がるんですけど、電

力料とか水道料とかガス代とかというのは絶対掛かるものですが、これ

を下げることというのは可能なんですか。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  もちろん光熱水費、燃料費につきましては、

先ほど申し上げましたように平成２８年の当初と比べれば随分下がって

います。しかし、２８年度の見込みは、先日ございました補正と比べた

らほとんど落ちておりません。ですから、要は２８年度見込みと同様に、
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削減を行っていけば大丈夫であろうという、予算ですから、見込みであ

ります。ですから、それに向かいまして病院一丸として努力していこう

という意識の表れでございます。 

  

吉永美子委員  努力されることはいいんですけど、いわゆる患者さんがあって

の話なので、まさか電気を暗くしたりとか、ここの事務所みたいに、水

道を使わないようにしてくれとかそういうことはあり得ないわけですけ

ど、現実どのように削減という努力をされたんでしょうか。 

 

堀川病院局事務部長  新病院を建てるときに、エコ関係でいろんな補助をとっ

ています。その関係で、藤本が言いましたように、２８年度の第２回目

の補正で光熱水費等を下げております。下げているというのは、もちろ

ん倹約という意識はあるわけなんですが、施設的にそういうような形で

エコになったということでやっております。２８年の補正後の金額と今

回が同額程度ということでございます。 

 

石田清廉委員  先ほどの病床削減について関連ですけども、もう少しお聞きし

たいなと思っておるのは、先日の新聞ですね、たしか全国的には十五、

六万の病床を削減、これは２０１３年度の比較でということでしたから、

山口県が３２％ちょっとですか削減が予想されるということで。この影

響というのは、かなり病院経営にいろんな角度から影響があるだろうと

思いますが。今の時点で、とやかくこれができるとは思いませんけども、

やはり今後の病院改革プランですか、経営改革プラン等には早い時期か

らそういうものを想定した、予測した形で研究課題とするべきではない

かと思います。同時に、病床を削減するということは、いわゆる入院患

者にとっては入院ということを考えると、在宅医療ということにまで延

長してこの課題が広がってくるわけですね。そういうことまで含めて、

早めにそういう研究課題を検討しておかれることが必要ではないかとい

うふうに思いますけども。県内では約７,５００床ぐらいですか、その中

でこの山陽小野田市にどういう影響があるかというのは、やはり調査を、

研究しておくべきではないかと思いますが、いかがでしょうかその辺り

は。 

 

堀川病院局事務部長  先ほどから局長が言っているとおりでございます。現在

のところは、本病院においては２１５床を継続していく。あと新改革プ

ランとの整合性なんですが、先日私、広域の関係の会議で行ったところ、

特にそこで言ったのが、この地域医療構想が決まっていない段階で本市
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は新改革プランを作っています。これが大幅に変わる場合は改正します

よというような、ちょっと含みを持った言い方で説明させていただいた

ところでございます。そういう中で、この３２年までの新改革プランの

期間中においては、病床については変わらないんではないかなというふ

うに思っておりますが、今後もその辺を注視していきたいと思っており

ます。 

 

河合病院事業管理者  これは非常に重要な問題で、要するに２０２５年までに

ということですから、まだまだちょっと５年ちょっとありますので、ま

だすぐには言ってこないのですが、いずれ何らかの形で言ってくるので

あろう。ただ、それはもし言ってきたらこうしようということは考えな

がら、何らかの形でペーパーにしてしまうと、市民病院はこういうふう

にやる予定であるというふうに読まれてしまうということを、それを恐

れているというところです。ですから、余り読ませないように、やはり

市民のためにこのベッド数はできるだけ確保していこうというふうに、

今は思っていますので、最終的にはいろいろな方法を、内心は考えては

いますが、決してそれは言わないようにはしています。 

 

矢田松夫副委員長  委託料ですが、先ほどの説明によれば、昨年度の予算と比

べると１,４００万円ぐらい少なくしての予算ですが、決算でいくと、決

算見て予算組むんじゃないかね、違う。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  予算の組み方というのはいろいろございま

して、ものによってはその決算見込みで当初予算を立てる場合もありま

すし、次年度の目標というものを織り込んで、当初予算に反映させる場

合もございます。委託料につきましては、２８年の補正予算後、４億９,

８０９万６,０００円が最終補正予算後の委託料でございます。それに対

してこのたび４億８,１００万円余りの委託料を当初から組んでおりま

すけれども、これは先ほどから申し上げているとおり、経営改善のコン

サルが入りましたことによりまして、委託内容全般を見直した、今後見

直すんですが、それを見込んで予算を組んでおります。 

 

下瀬俊夫委員長  じゃ、コンサルの意見は反映しているわけですね。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  具体的に、まだもちろんアドバイスを受け

ている状態ですので、まだコンサルの結果が出るのが、先ほど部長が申

しました７月末に報告が出ますので、同時並行では進めていきますけど
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も、そういったことも含めて、削減効果を見込んで当初予算を組んでお

ります。 

 

堀川病院局事務部長  コンサルが決して全て交渉をやるわけではありません。

ここにいる職員が今から性根を入れて交渉をやっていくということで、

今回は交渉をこれだけ頑張っていくんだというような数字で計上してお

ります。 

 

矢田松夫副委員長  よう分からんから資料を出してくださいね、去年と今年の。

何にどのぐらい要るのか。それを出してください。もう一つは、やっぱ

り一括発注をする委託先もあるんですよね。これをどうにか分離発注を

することのよって価格を抑えるということはされないんですか。 

 

堀川病院局事務部長  先ほど一括発注をする場合もあるということを言ったと

思います。あくまで一括発注をしたら効果が出ると、全て一括発注をす

るということは言ってないし、そういうような形はございません。 

 

矢田松夫副委員長  いや、一括発注するところの金額が大きいから、委託の、

私それ言うんですよ。それによって分離することで安くならないのかと

いうこと。 

 

堀川病院局事務部長  一番効果のある発注方法でやりたいというふうに思って

おります。 

 

矢田松夫副委員長  じゃけえ、その効果がやね、金額的な効果なのか、あるい

は経営上の効果なのか、何の効果か、よう分からんのですよ。会社にと

って効果なのか、経営上に効果だと、安くなるというんなら分かるんで

すよ。 

 

堀川病院局事務部長  経営上にとって効果のある手法をとりたいというふうに

思っております。 

 

矢田松夫副委員長  例えば、市内にそういう業者がいて、類似するような委託

の業務内容としますよ。そうしたら、一括発注するよりは、そういう市

内の業者のほうが安く済む場合だってあるでしょう。ないんですか。 

 

堀川病院局事務部長  現在、ほとんど市外の業者でございます。製薬とか材料
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とか、そういうのはほとんどの医療機器関係においては、市外の業者で

ございます。 

 

吉永美子委員  先ほど補正予算でほとんど変わらないとおっしゃいましたけど、

第１回の補正予算は光熱水費５００万減らして、委託料に予算を組み替

えている分ですよね。ですので、光熱水費はそんなに大きくあれですけ

ど、燃料費自体は本当に変わったという形になるわけじゃないですか、

これは。だから、要は、エコになったということで言われたけど、市民

病院が昨年から始まったわけでもないので、この辺というのは、予算の

立て方自体は、もともとは少し高めで立てておられたという実態はあっ

たんじゃないですか。 

 

藤本病院局総務課主査兼経理係長  予算の立て方につきましては、もちろん１

年間の見込みを年度開始前に積み上げるものですから、ずれることはあ

ると思います。特に光熱水費や燃料費につきましては、原油代とか、そ

ういった外部的な要因もかなり影響されます。それは１年かけて、御存

じのように、大きく動くこともございます。ですから、あくまでその前

年度、前前年度、また直前の補正等も勘案した結果、予算を組んでいく

ものでございます、この二つにつきましては。 

 

和氣病院局総務課主幹  ただいま御質問のありました燃料費につきましては、

そのほとんどはガス代でございます。ガスというのは何に使っているか

と申しますと、ガスのコジェネレーションシステム、発電機などを回し

たりして、そのエネルギーを利用するわけなんですが、当初は、省エネ

を目指していろいろ運転の調整をしているわけなんですが、なかなかう

まくいかないというところがありまして、昨年２８年度になりまして、

だんだんその辺の調整がうまくできるようになってきて、大体ほぼ毎月、

予定よりも節減ができているという状況が出てまいりました。そういっ

た意味で、以前に比べて低くなっているというところでございます。 

 

矢田松夫副委員長  さっきの委託の関係ですけどね。しつこいようだけど、例

えば、シミズ・ビルライフケアというところに一括発注、いろんな業務

をされていますけど、そういったシミズ・ビルライフケア以外にもこの

ような、いわゆる事業所がないのかあるのか。当時はやはり応募は１件

だったというんですが、その後、公募して、ほかの事業所があった場合

はどうなんですかね。今のとこ、それ１社しかないということで、ずっ

と毎年委託されているようだけど、どうなんですかね。 
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和氣病院局総務課主幹  現在委託しておりますシミズ・ビルライフケアさんな

んですが、当初３年間ということで募集をして、業者選定したものでご

ざいます。今度、２９年度の契約期間が９月までということになるわけ

なんですが、１０月からに向けて、また業者の選定を行うことになりま

す。その前に、今、コンサルにもどういう形で発注をするのがベストな

のか、そういったところをアドバイス受けながら、その仕様とか発注形

態とかを検討していきたいと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長  その変更もあり得るわけですか、そうすると。 

 

和氣病院局総務課主幹  今、変更があるかどうかというのは、はっきりとは申

せませんが、可能性はあるというふうにお答えいたします。 

 

下瀬俊夫委員長  それは、最初の答弁と少し違うな。ほかに。（「なし」と呼ぶ

者あり）なければ、ちょっと最後１件。いわゆる医師会の急患診療所の

件で、これは本会議でも質疑がありました。なかなかかみ合わなかった

質疑だと思うんですが、いわゆる医師会のほうとして、市民病院の中に

診療施設、部屋を貸してくれと、急患診療所のね。それは、自分たちで

第一次診療をやるんだという話だったですよね。だから、決して病院の

スタッフを貸してくれという話やなかったわけで、そこら辺で、今、い

わゆる夜間の市民病院の対応で、かなり当直医が手をとられていると。

その状況を医師会として若干カバーしたいというのが、僕は本音やと思

うんですよね。そういう点では、ちょっとそこら辺のすみ分けが、もし

同じ病院の中でできるんであれば、私は、やはり今の病院の医師の体制

の中で、医師会のその援助というのは物すごく得がたいもんだと思って

いるんですが、ちょっとそこら辺がよくかみ合わなかったんで、議論と

して。今後の方向としてはどうなんだろうかというのがちょっとあるん

ですが。 

 

河合病院事業管理者  かみ合わないのは、一次、二次の考え方がもう全く異な

っているということで、一次というのは、急患診療所でやってもらって

全く問題ないので、それを二次っぽくやろうとするから話は厄介なんで、

もしそれは市民病院の中でやるとなると、当然放射線技師は出す。レン

トゲン技師は心電図のあれは出さなければならない。夜中もまた１０時

半に医師会は帰られますけど、住民にしては、もう市民病院は夜中中や

ってくれるということで、ずっと当直の人は、その後もずっと何時にか

かわらずやるということになりますから、あそこの急患所であるからこ
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そ１０時半に切れるのであって、ちょっとその辺が一次、二次との考え

方、入院ということであれば、もうそれは何時でも受けますけど、基本

的に病院は入院のほうが重視なので、あるいは、もちろん入院の急患は

診ますけれども、みとりといいますか、終末期のみとり辺りも大変重要

な任務になりますので、そこでちょっと熱が出たからとかいうぐらい、

ぐらいというとまた申し訳ないんですけど、一次は医師会、あそこのと

ころでやってもらうので、なぜ医師会が、そう言われるはずはないと思

う。もともとあれは医師会と一緒に決めたことですから、なぜそう議員

さんが言われるかが私は全然意味が分からなくて、医師会も変に二次っ

ぽくやろうとされるから、もしそうされるんなら、やはりスタッフはか

なり出さないとできないというふうに思うんですが、その辺りのことで、

ちょっと一次と二次とが混同されて御質問されているんじゃないかとい

うふうに思っているんですが、私は。 

 

堀川病院局事務部長  先日、この件で本会議の中でも議論になったところなん

ですが、やはり市長が言ったように、局長が医師会の皆さんと、そこの

中で話すということで、今、健康増進課長も日程の調整をしているとい

うことで聞いております。その中で、うちの局長も市立病院の現状等そ

こで説明していただいて、どういうふうにやるべきかと、山陽小野田市

の一次救、そして、さきの二次救はどういうふうにやるかということを

話されるような機会を持つというふうに聞いております。 

 

河合病院事業管理者  もともと医師会は、ああいう形で一次をやるという医師

会の約束でしたんですが、それが何かえらいまた力まれたなというのが、

私の、かえって、ちょっと二次病院としては困ったなという。何でそう

いう話に急になるのかなというのが、ちょっと非常に不思議なところな

んですが。 

 

下瀬俊夫委員長  いやいや、現実から出発しとんじゃないですか。急患診療所

が病院のそばにあって、だけど、逆に一次救の夜間、いわゆる５時以降

の診療に、病院のほうに皆さん行かれているわけでしょう。現に市民病

院が受け入れているわけでしょう、そういう患者さん。患者さん拒めな

いわけですからね。救急指定受けているわけだから。だから、勢いやは

り市民病院に皆さん行っているわけですよ、現に。その部分を医師会が

カバーしようという話でしょう。 

 

河合病院事業管理者  それは、確かに医師法でウォークインの患者さんを断る
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というのは、よほど難しいんですけれども、やはり基本的には、それは

啓発事業が足らないといいますか、やはり一次の患者さんは、まず保健

センターのところの平日急患所に行ってもらって、そこから市民病院等、

労災とか、ほかの内科の先生のところに振り分けられておられます。そ

れは全然問題ないんですけれども、それで、これまで数年間ずっと順調

にきましたんですが、なぜこの段階でそんな問題になるのかが全く分か

らない。 

 

下瀬俊夫委員長  いずれにしても、医師会からそういう要望が出ていますから

ね。出ているんじゃないんですか。 

 

河合病院事業管理者  ちゃんとこれは医師会と一緒に決めた話なんです。 

 

下瀬俊夫委員長  いやいや、医師会から出ているんじゃないですか。出てない

の。（発言する者あり）出ていない。本当やね。僕は聞いているよ、医師

会から市に要望を出したという話は。ちょっとそれは、いや、もしそう

であれば、基本的に認識の違いですから、ここで議論の対象やないやな

いですか。（発言する者あり）いや、だから、地域医療対策室が間に入っ

て調整しようとしているわけでしょう。（発言する者あり）はい。だから、

問題は、そこら辺の要望に対してどう対応するかという話です。ちょっ

と、だから、本会議の議論はかみ合っていないんですよ、基本的に。は

い、ないですか、ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）なければ、引き続い

て、第４条に行きたいと思います。資本的収支。いいですか。（「なし」

と呼ぶ者あり）なければ、災害拠点病院の問題で、今回ＤＭＡＴの対応

がいろいろ言われていますが、拠点病院の指定は受けるんですか、受け

んのですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  現在、その指定を受けるために、いろいろともろもろ

の整備等を進めているところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  受けるわけですね。 

 

和氣病院局総務課主幹  はい。その予定です。 

 

下瀬俊夫委員長  取りあえず今、車両の確保だけですか。ちょっとそのＤＭＡ

Ｔの説明を。 
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和氣病院局総務課主幹  予算書の２５ページにございます、この中の１資本的

支出で、１項の建設改良費、１目の建物改築費、この１,４３３万６,０

００円のうちの９３３万６,０００円が、これは資機材倉庫ですね。車両

でありますとか資材、機材を収める倉庫の建設費用がこれになります。

それと、３目の車両運搬具がございます。この５２１万７,０００円が、

いわゆる災害派遣のときに出動する、私どもはＤＭＡＴカーなどと呼ん

でいたりするんですが、それの車両の購入に当たるものになります。直

接この中で災害拠点病院の整備で上げているものは、この２点でござい

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  じゃあ、２９年度で資材倉庫を造るわけですね。ただ、そう

いうのは、どの辺に造るのかとか、内容については、少しやはり出さな

きゃ、資料として。予算をお願いしているわけでしょう。車両の内容な

んかも含めて、やはりきちんとしたものを出してくださいよ。 

 

和氣病院局総務課主幹  取りあえずは、簡単に御説明をさせていただければと

思います。倉庫につきましては、市民病院の敷地のうち、病院本体があ

ります東側のところに建設予定でございます。その倉庫につきましては、

大きさが、今予定では、幅５メートル、奥行き５メートル程度の鉄骨製

のもので現在予定をしております。それと、車両なんですが、普通車の

ワンボックスの車両でございます。これにつきましては、隊員が乗って

いくのと同時に、いろんな機材を積みまして現地に赴く必要があります

ので、普通車のワンボックスの割と大きな、ワイドのロングボディーの

もので予定をしております。これにつきましては、災害の際、緊急通行

車両と申しまして、そういった規制のあるときに道路を走って、規制が

あるところも走行できるような形の届け出をする予定でございます。で

すので、これにつきましては、屋根の上に赤いライトとサイレンを付け

て、はっきりと分かるようにする予定でございます。資料につきまして

は、ただいまコピーをしておりますので、少々お待ちください。 

 

下瀬俊夫委員長  医療行為はできるんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  これにつきましては、医療行為をする、多分イメージ

としては、今、高規格の救急車を頭に想像されているんじゃないかと思

いますが、これにつきましては、隊員と資機材を積んで現地まで赴くと

いう、そういった車になります。 
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下瀬俊夫委員長  何。医師は乗らんわけね。 

 

和氣病院局総務課主幹  隊員の中に医師は必ずおりますので、医師も一緒に乗

ります。医師と看護師が当然隊員の中におりますので、看護師も乗って

おります。あと、これにつきましては、県とのいわゆる災害派遣、ＤＭ

ＡＴの協定を結びまして、車両の登録については、医師派遣車両という

形で登録されるというふうに警察署の方からお聞きしております。 

 

下瀬俊夫委員長  結局、この倉庫は車両庫やね。 

 

河合病院事業管理者 実は、今年度にもう医師、看護師、薬剤師、事務の人的

にはそろってテストも合格したんです。もう資格はあるんですけれども、

車がないと県は承認しない。県はできるだけ早くなってもらいたいとい

う要請なんですけれども、その車がきちっとできれば認めようというと

ころまで来ていますので、車を整備されれば、一応ちゃんとなれば、今

度は災害拠点病院として承認されれば、山大から緊急ヘリコプターを持

ってきて、あの辺でちょっとテストしてみようと思っています。市民の

方に、こういう災害拠点病院になっていますよということをやろうと計

画しているところです。 

 

堀川病院局事務部長 では、今お手元にあります資料について説明いたします。 

まず、配置図のほうなんですが、右下のほうに設置場所というのがござ

います。先ほど言ったような大きさです。５メートルと６メートル、３

０平米の倉庫、場所はごみステーションがある駐車場寄りのところで、

駐車場のライン２台分を確保してここにやります。というのが、やはり、

いろいろな資材を積みますので、通用門のところの近くでやるというこ

とで、ここにやっております。左側のほうといいますか、もう一つのほ

うが車両及び車庫なんですが、やはり、先ほど言いましたように、赤色

灯を付けますので、背が相当高うございます。こういうような高さにな

っています。車両がある左側の４,５００とありますが、ここにそれ以外

の資材を置いて、やはりＤＭＡＴというのは、災害が起きた場合、急性

期、４８時間以内までの作業といいますか、医療行為を行うチームでご

ざいます。ちなみに、今回、鳥取沖で地震があったんですが、そのとき

もやはり、個人メール、携帯のメール、そして職場メール、こちらに全

部通報があって、実際、隊員は待機命令が出ます。やはり、鳥取県内だ

けでいいということで、その待機は解除になりましたが、一応そういう

形で、すぐ全国的に全部、そういうような形でＤＭＡＴ隊員は全て、２
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４時間待機ということでございます。ただ、うちは今、車両がございま

せんので、メールでやって、行けない場合は、当然まだ行けないと。た

だ、車両がなくても、場合によってはレンタカーを借りてでも、うちの

公用車を借りてでも現場に行かなければいけないという事例もあるかも

しれません。今の時点でですね。それと後、ＤＭＡＴというのは、１週

間の研修で先ほどの資格ということなんですが、一応、そういう形で医

師が１名、看護師２名、ロジと言いまして調整員。うちの場合は事務職

員と、もう一人は薬剤師が行っています。やはり、薬等の関係もあるか

と思いますので、うちは事務が２人ですが、そのうち１人、薬剤師が隊

員になっております。すぐに現場に駆け付けなければいけないと同時に、

データを送る、受けるということで、衛星電話、そういうものも備え付

けた形になるかと思います。意識としては、まず一つは、災害の被災地

のところに行く場合、これを想定しております。そういうような場合は、

先ほど言った４８時間以内の事業ということで、そこに出向きます。ま

た今回、どうして市民病院が、この災害拠点病院及びＤＭＡＴ隊を編成

したかというと、逆に今度は、うちは被災してないが、被災者を受け入

れる場合、例えば、南海トラフ等が起きた場合、非常に近いということ

で、ドクターヘリが飛んでくる場合もあります。その場合、うちが受け

入れるときには、どういう形で受け入れたらいいか、そういう体制づく

り。また、一番あってはいけないことなんですが、重要なのは、ここが

被災した場合、今度はほかの隊のＤＭＡＴ隊員等が助けに来てくれます。

そのときの受援体制をしっかりと確立しなければいけないという部分が

ございます。やはり全国からＤＭＡＴが来たときに、来るだけで何のこ

とやら分からないというようなことがあってはいけませんので、やはり、

今度は本病院のＤＭＡＴ隊員が受け入れるような体制づくりを行う。そ

して、市民の安全、安心を守るというような形で、二つの要因があるか

と思います。このＤＭＡＴを備え付けたら、こういうような車両、そし

て災害拠点病院、この指定というのは、市民病院が新しくなりましたの

で、耐震構造であります。資材の備蓄がございます。自家用発電が備え

られています。ヘリポートが近接地にある。これは敷地内にあります。

そしてＤＭＡＴの編成があること、これがあれば、災害拠点病院という

ことで、本市が災害を受けた場合、速やかにここで対応ができる。また、

先ほど局長が言いましたように、５月に地震を想定した災害訓練を行い

ます。その辺も含めて、うちが今、火災訓練等はやっているんですがＤ

ＰＣによる継続計画、これの具体的な訓練で、まだ地震をやったことが

ございませんので、一応ここで本格的にやろうというふうに思っており

ます。車両そして車庫がそろった暁には、災害拠点病院という指定を受
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け、ドクターヘリを飛ばしていただいて、ここで実際に訓練を更に深め

ていきたいというふうに思っております。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかにありますか。いいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）な

ければ、質疑を打ち切りたいと思います。討論のある方。いいですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）では、議案第２４号平成２９年度山陽小野田市

病院事業会計予算について、賛成の議員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。引き続きまして、議案第３５号山陽小

野田市病院局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正

する条例の制定について、説明を求めたいと思います。 

 

和氣病院局総務課主幹 それでは、議案第３５号山陽小野田市病院局企業職員

の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て、御説明申し上げます。これは、平成２８年度の人事院勧告に基づき、

国に準じて扶養手当を改正するもので、関係団体との協議が整いました

ので、所要の改正を行うものです。条例の改正内容は、現在は同額であ

る子と孫に係る扶養手当が平成２９年度から異なる額となるため、参考

資料の新旧対照表にありますとおり、５を追加して、子と孫を分けるも

のです。手当の額については、山陽小野田市病院局企業職員の給与に関

する規定第１７条の規定を改正します。改正後の手当の額は、子につい

ては現在の６,５００円から１万円となります。ただし、平成２９年度は

特例措置として８,０００円となります。孫については、現在と同じ６,

５００円のままで変更はありません。なお、参考までに、配偶者に係る

手当の額は、現在の１万３,０００円から６,５００円に減額されますが、

平成２９年度については、特例措置として１万円となります。以上、御

審議をお願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長  それでは、質疑を受けます。（「なし」と呼ぶ者あり）この給

与の改定について、異論があるわけじゃないんですが、先ほど、いろん

な理由で、臨時職員については全く処遇改善が図られていないという、

やっぱりね、皆さんは心が痛まないわけですよ。こういう状況があって

も。そういう点でね、やっぱりこれは、もっと率直に言わしてもらうと、

病院独自でもそれはできるわけですから、そこら辺については、是非積

極的に対応、処遇の改善をしていただきたいということを要望しておき
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たいと思います。それでは、質疑を打ち切ります。討論のある方。（「な

し」と呼ぶ者あり）では、議案第３５号山陽小野田市病院局企業職員の

給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について、

賛成の議員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。以上で、病院局に関わる議案は終わり

ました。それでは、ただいまから５分ほど休憩いたします。職員入れ替

えます。２０分から再開します。 

 

 

午後３時１２分 休憩 

 

午後３時２０分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  それでは、委員会を再開します。引き続いて議案第１８号平

成２９年度山陽小野田市介護保険特別会計予算についてから審査を始め

ます。それでは、執行部の説明を求めたいと思います。 

 

吉岡高齢福祉課長  議案第１８号、平成２９年度介護保険特別会計予算につい

て御説明させていただきます。介護保険は介護保険事業計画に基づき事

業を進めております。その計画は、現状に沿った計画となるように３年

ごとに見直しを行い、保険料などの改定を行っています。平成２９年度

は第６期事業計画の最終年にあたり、保険給付費につきましては、国の

ワークシートで算出しました介護保険事業計画における介護給付、予防

給付の見込及び平成２８年度の決算見込等を勘案して給付費を算定して

おります。また、新しい総合事業に関することを予算に組み入れており

ます。歳出から御説明いたします。２２、２３ページをお開き下さい。 

１款１項１目一般管理費の７，０９７万６，０００円の主なものは、介

護保険係職員１２名の給料や職員手当等の人件費です。１１節需用費は、

封筒や帳票の印刷代であり、１２節役務費は被保険者証や介護認定の更

新申請案内、認定結果通知書等の郵送料です。２４、２５ページをお開

き下さい。同款２項１目賦課徴収費の２８０万８，０００円は、第１号

被保険者の保険料の賦課徴収に必要な納付書や督促状の印刷代や郵送料

です。同款３項１目認定審査会費の１，１１０万１，０００円は、介護
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認定審査会業務の委員報酬や審査資料作成の用紙代などの消耗品でござ

います。同項２目認定調査等費の２，０２０万１，０００円の主なもの

は、主治医意見書の手数料や介護認定調査委託料です。保険給付費に移

ります。２６、２７ページをお開き下さい。２款１項１目介護サービス

諸費の５２億２，９３４万５，０００円は、要介護１から要介護５と認

定された方のホームヘルプなどの在宅サービス給付費や特別養護老人ホ

ームなどの施設サービス給付費、福祉用具購入助成費、住宅改修助成費、

グループホームなどの地域密着型介護サービス給付費です。同款２項１

目介護予防サービス等諸費の２億２，５３６万円は、介護認定で要支援

１、２と認定された方の在宅サービス給付費、福祉用具購入助成費、住

宅改修助成費と地域密着型サービス費です。総合事業導入による影響に

ついては後ほど説明させていただきます。２８、２９ページをお開き下

さい。同款３項１目審査手数料の６６７万６，０００円は、介護給付費

請求書、いわゆるレセプトの審査手数料です。同款４項１目高額介護サ

ービス給付費の１億１，０４２万６，０００円及び２目高額介護予防サ

ービス給付費の１３万６，０００円は、利用者負担額が一定の限度額を

超えた場合に支給される給付費です。３０、３１ページをお開きくださ

い。同款５項１目高額医療合算介護サービス給付費の２，０６３万６，

０００円及び２目高額医療合算介護予防サービス給付費の１万円は、医

療費と介護給付費の自己負担額を合算した額が一定の限度額を超えた場

合に、介護給付の割合に応じて支給される給付費です。同款６項１目特

定入所者介護サービス等費の２億８万６，０００円及び２目特定入所者

介護予防サービス等費の１００万円は、低所得者に対する介護保険３施

設及び短期入所における食事、居住費の補足給付費です。次に総合事業

導入における予算への影響を説明させていただきます。お配りしており

ます資料の中の、資料①を御覧ください。左側が平成２８年度の当初予

算、右側が平成２９年度の当初予算になります。予算額には人件費を含

んでおりません。平成２８年度と平成２９年度の対応する予算額は矢印

で結んでおり、矢印の真ん中の四角の中が、平成２８年度と平成２９年

度との差額になります。また、小さい字ですが、括弧内の数字は予算書

のページ番号になります。まず、上から２番目の予防給付です。これは、

要支援１、要支援２の方が利用するサービスです。総合事業開始に伴い、

訪問介護と通所介護が予防給付のサービスから外れるため、平成２８年

度の２億９，８１３万円から、２億２，５３６万円となり、７，２７７

万円の減額となっております。その下の「新しい介護予防・日常生活支

援総合事業」には、要支援及び基本チェックリストで該当になった方が

利用できる「介護予防・生活支援サービス事業」いわゆる総合事業と、
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基本チェックリストが非該当で元気な人の誰もが利用できる「一般介護

予防事業」があります。この、総合事業に係る部分と同じ事業が平成２

８年度にはないため、比較対象としては不十分ですが、「新しい介護予

防・日常生活支援総合事業」の額は１億１，０２４万４，０００円とな

り、平成２８年度の介護予防事業の部分とだけ比較すると、７，８０４

万３，０００円の増額となります。これだけ増額しているのは、平成２

８年度の予防給付の訪問介護と通所介護、そして、この図の一番下の四

角「任意事業」から一部総合事業に移行した額が含まれた額となるため

です。次に、その下の「包括的支援事業」です。これは、地域包括支援

センターの運営や在宅医療介護連携、認知症施策の推進、地域づくりを

目的とした生活支援サービスの体制整備などを行なうものです。平成２

８年度は４，５７９万５，０００円でしたが、平成２９年度は４，７１

４万８，０００円で、１３５万３，０００円の増額となりました。一番

下が、任意事業です。これは、介護給付費適正化事業や家族介護支援事

業などを行う事業で、平成２８年度は２，７３７万円でしたが、平成２

９年度は１，７５５万５，０００円となり、９８１万５，０００円の減

額となっております。これだけ減額しているのは、この図の上から３番

目の「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」へ移行した額があるた

めです。これまでの数字を合計すると、平成２８年度が４億３４９万６，

０００円で平成２９年度が４億３０万７，０００円となり、３１８万９，

０００円の減額となっております。今御覧の資料①の数字の部分だけを

抜き出したのが、裏の資料②になります。こちらには人件費もいれてお

りますので、後ほど御覧いただければと思います。それでは、一旦予算

書に戻ります。予算書の３２、３３ページをお開きください。３款１項

１目介護予防・生活支援サービス事業費は、基本チェックリストに該当

された方と要支援１、２の方が利用する、いわゆる総合事業になります。

３２、３３ページは主に人件費になります。続いて、３４、３５ページ

をお開きください。上から順番に御説明したいところですが、まず訪問

型サービス、通所型サービスについて御説明させていただきます。資料

④が通所型サービス、資料⑤が訪問型サービスの詳細になります。これ

らのサービスが予算書でどの部分に当たるかを表したものが資料③にな

ります。それでは、資料③を御覧いただきたいと思います。下から３行

目の通所型サービス費負担金には（Ａ）予防給付型、（Ｂ）生活維持型、

（Ｃ）短時間型とあります。この三つのサービスの詳細が資料④の（Ａ）

（Ｂ）（Ｃ）のサービスとなります。（Ａ）は現行と同じサービス、（Ｂ）

は現行基準を緩和したサービス、（Ｃ）は緩和したサービスの短時間型に

なります。この三つのサービスは実施の希望のあった通所介護事業所に
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行なっていただくことになります。再び資料③です。上から２行目の（Ｄ）

いきいき型は、現在のいきいきデイサービスの経過措置として１年間の

み実施するものです。いきいきデイサービスは、介護認定を受けていな

い、比較的元気な方の閉じこもり予防のため、事業所に委託し公民館や

介護事業所で実施しています。なお、このサービスにつきましては、今

後、（Ｂ）生活維持型等で対応可能になると考えておりますが、一斉に切

り替えるとなりますと利用者の混乱を招くことから、１年間の猶予期間

として、現行の事業所に委託して実施するものです。次に、一番下の（Ｅ）

地域ふれあい型です。これは住民主体のボランティアグループなどが実

施するサービスで運営費補助として考えております。次に、訪問型に移

ります。資料③の上から３行目の（Ｆ）予防給付型、（Ｇ）生活維持型Ⅰ

は実施の希望のあった訪問介護事業所に行なっていただくことになりま

す。（Ｆ）予防給付型は現行と同じサービス、（Ｇ）生活維持型Ⅰは現行

基準を緩和したサービスになります。資料③の一番上の（Ｈ）生活維持

型Ⅱのサービスは、簡易なサービスでシルバー人材センターや民間事業

所に委託して実施するものです。次は、資料③の下から２番目の（Ｉ）

地域ふれあい型です。これは住民主体のボランティアグループなどが実

施するサービスで運営費補助として考えております。通所型サービスと

訪問型サービスは以上のとおりとなります。それでは、予算書に戻って

いただきたいと思います。３４、３５ページです。通所、訪問以外のと

ころを御説明させていただきます。一番上です。システム改修委託料８

３万２，０００円は総合事業の新しいサービスを既存の高齢者福祉シス

テムで使用できるようにするための改修費用になります。電算機保守委

託料１３万円は高齢者福祉システムのハードウェアの保守委託料で全体

経費のうち総合事業に係る経費をここで負担をしています。次に、生活

支援サービス委託料３０５万５，０００円は配食サービスのうち総合事

業に該当する方の委託料になります。介護予防ケアマネジメント委託料

６９４万４，０００円は総合事業を利用する場合のケアプランを居宅介

護支援事業所に委託する経費となります。事業参加判定業務委託料９万

４，０００円は運動機能向上プログラムが必要な利用者が総合事業の通

所型サービスを利用するときに主治医の意見を求めるものです。二つ飛

ばして、電算ソフトウェア保守委託料１７万７，０００円は高齢者福祉

システムのソフトウェアの保守委託料で全体経費のうち総合事業に係る

経費をここで負担をしています。１９節負担金、補助金及び交付金に移

ります。職員福祉費は人件費の一部です。４行目、５行目の高額介護予

防サービス費負担金、高額医療合算介護予防サービス費負担金は、利用

者負担額が一定の限度額を超えた場合に支給されるものです。同款２項
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１目一般介護予防事業費は認定等関係なく誰もが参加でき、介護予防を

目的とした事業です。８節報償費４６万６，０００円は介護予防応援隊

養成事業等の講師謝礼です。１１節の消耗品は介護予防教室用パンフレ

ット等の購入費用や「住民運営通いの場」において実施を進めている百

歳体操に必要なおもりやバンド等の消耗品です。１２節役務費は第７期

高齢者福祉計画策定におけるアンケート調査の郵送料になります。１３

節委託料１，１９１万７，０００円のうち、電算機保守委託料１３万円

は高齢者福祉システムのハードウェアの保守委託料で全体経費のうち一

般介護予防事業に係る経費をここで負担をしています。生きがいと健康

づくり推進事業委託料の１８０万円は、老人クラブ連合会に委託し高齢

者の生きがいと健康づくりに資する事業です。介護支援ボランティア活

動事業委託料２８０万円は６５歳以上の高齢者に介護施設等で介護支援

活動を行っていただくことでポイントを付与するものです。介護予防型

デイサービス事業委託料６２８万１，０００円は、総合事業の通所型サ

ービスのいきいき型と同じもので、基本チェックリストに該当しない方

が対象になります。３６、３７ページをお開きください。軽度認知障害

把握業務委託料７８万９，０００円は、ＭＣＩと呼ばれる軽度認知障害

の方を早期に把握するための頭の健康チェックの委託料です。早期に把

握し、適切な認知症予防事業等につなげることで認知症の発症を遅延さ

せることを目的に実施するものです。電算ソフトウェア保守委託料１１

万７，０００円は高齢者福祉システムのソフトウェアの保守委託料で全

体経費のうち総合事業に係る経費をここで負担をしています。機械器具

借上げ料は軽度認知障害把握業務を行なう場合のＷＩＦＩの機械のリー

ス料です。１８節備品購入費は百歳体操などの住民通いの場で事業の実

施の効果を得るために実施している体力測定に必要な体前屈計の購入で

す。次に、同款３項１目任意事業費です。このページでは介護給付適正

化事業の委員報酬のほか、人件費が主なものになります。また、１１節 

需用費には、今年度開始した徘徊
はいかい

高齢者を探すための見守りネットさん 

ようおのだの模擬訓練や認知症サポーター養成講座の費用も含まれてお

ります。３８、３９ページをお開きください。１３節委託料のうち、配

食サービス委託料３１３万円は総合事業に該当しない方の配食サービス

の委託料になります。安心ナースホン委託料５８５万８，０００円は市

内に居住する独り暮らしの高齢者等に対し、緊急通報機器を貸与する費

用で４２５人分を計上しています。メール配信業務委託料は、現在の見

守りネットさんようおのだを市の防災メールと同じシステムで利用でき

るようにするための委託料になります。２０節扶助費の紙おむつ購入助

成費６００万円は、寝たきり高齢者のために家族介護者が購入する紙お
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むつ等の購入費用を助成するものです。２目包括的支援事業に移ります。

これは、地域包括支援センターの運営、在宅医療介護連携、認知症施策

の推進、地域づくりを目的とした生活支援サービスの体制整備などを行

なうものです。委員報酬は地域包括支援センター運営協議会の委員報酬

になります。人件費は地域包括支援センター職員の人件費です。４０、

４１ページをお開きください。１３節委託料介護予防支援業務委託料は、

要支援１、２の方が福祉用具貸与や訪問看護、ショートステイなどの、

総合事業に移行しなかった介護予防サービスのケアプランを作成するた

めの居宅介護支援事業所への委託料になります。在宅医療介護連携相談

窓口業務委託料８４万円は平成２７年度から行っている在宅医療・介護

連携推進のための医療相談室業務委託料です。認知症カフェ事業委託料

４０万円は、認知症患者やその介護者等の支援を行うとともに、地域住

民に対して認知症理解に向けた啓発等を目的に、認知症の方や家族、地

域住民や専門職等誰もが集える場を設けるものです。平成２８年度には

２か所開設されています。平成２９年度には新規が２か所、継続２か所

の合計４か所分の委託料を計上しています。高齢者実態把握委託料７０

５万円は、支援が必要な高齢者や要介護状態になる可能性の高い高齢者

の実態を把握し、必要な支援につなげるために行うものであり、市内５

か所の地域包括支援センターのサブセンターに委託します。１４節使用

料及び賃借料４１６万円は車や地域包括支援センターシステムのリース

代になります。１９節負担金、補助金及び交付金の地域包括支援サブセ

ンター負担金２，３００万円は地域包括支援サブセンター負担金で、住

民に身近な地域で支援を必要とする高齢者やその家族に対し、総合的な

相談に応じ継続的な見守りを行うために、市内５か所にサブセンターを

設置している運営負担金です。４２、４３ページをお開きください。２

０節扶助費の成年後見人報酬助成費９８万４，０００円は成年後見人等

が選任された方で低所得者の方に対し後見人等に対する報酬を助成する

ものです。３款４項１目審査手数料２９万５，０００円は総合事業に係

るレセプトの審査手数料になります。４款１項１目基金積立金の１４万

５，０００円は、介護給付費準備基金と介護従事者処遇改善臨時特例基

金の積立金に係る利子です。５款１項償還金及び還付加算金は、第１号

被保険者の保険料の過誤納還付金、還付加算金及び給付費等の償還金で

す。６款１項１目予備費は１００万円を計上しております。以上で歳出

を終わります。続きまして、歳入について説明いたします。１２、１３

ページをお開きください。１款１項１目第１号被保険者保険料の１２億

３，０６６万６，０００円は、６５歳以上の方の保険料です。介護給付

費と支援事業費の２２％を負担するものです。２款１項１目総務手数料
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は、保険料の督促手数料です。３款１項１目介護給付費国庫負担金の１

０億４，９１１万７，０００円は、介護給付費に対する施設分の１５％、

居宅分の２０％を国が負担するものです。同款２項１目調整交付金の３

億７９９万５，０００円は、原則介護給付費の５％ですが、後期高齢者

の割合などにより変動し平成２８年度実績を参考に５．７１％で算定し

ております。２目地域支援事業費交付金、介護予防・日常生活支援総合

事業の２，１５６万６，０００円は、新しい介護予防・日常生活支援総

合事業の２５％を国が負担するものです。１４、１５ページをお開きく

ださい。３目地域支援事業交付金、その他の地域支援事業の３，６９８

万５，０００円は、包括的支援事業・任意事業費の３９％を国が負担す

るものです。４款１項１目介護給付費交付金の１６億２，２２２万９，

０００円は、第２号被保険者の保険料であります。負担割合につきまし

ては、介護給付費の２８％です。２目地域支援事業費交付金の３，０１

９万２，０００円は、新しい介護予防・日常生活支援総合事業に対する

第２号被保険者の保険料であります。負担割合につきましては、介護予

防事業費の２８％です。５款１項１目介護給付費県負担金の８億３，３

８２万６，０００円は、介護給付費に対する施設分の１７．５％、居宅

分の１２．５％を県が負担するものです。５款２項１目地域支援事業交

付金、介護予防・日常生活支援総合事業の１，３４７万８，０００円は、

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の１２．５％を県が負担するも

のです。２目の地域支援事業交付金、その他の地域支援事業費の１，８

４９万２，０００円は、包括的支援事業・任意事業費の１９．５％を県

が負担するものです。１６、１７ページをお開きください。６款１項１

目利子及び配当金は、介護給付費準備基金の利子です。７款１項１目介

護給付費繰入金の７億２，４２０万９，０００円は、介護給付費に対す

る１２．５％を市が負担するものです。２目地域支援事業費繰入金の３，

１９７万１，０００円は、新しい介護予防・日常生活支援総合事業費の

１２．５％と包括的支援事業・任意事業費の１９．５％を市が負担する

ものです。３目その他一般会計繰入金の１億４，７４０万６，０００円

は、事務費及び職員給与費の繰入金です。４目低所得者保険料軽減繰入

金の１，１６１万５，０００円は、低所得者の負担軽減を目的に介護保

険料所得段階の第１段階の５％を国が５０％、県が２５％、市が２５％

の割合で負担し繰入れするものであります。２項１目介護給付費準備基

金繰入金の６，３８０万円は、１号被保険者保険料の軽減を図るために

介護給付費準備基金を取り崩し、基金より歳入するものです。１８、１

９ページをお開きください。８款１項１目繰越金は、平成２８年度の決

算に係る繰越金の繰入枠です。９款１項延滞金、加算金及び過料は、第
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１号被保険者保険料に対する延滞金、加算金及び過料です。２項１目市

預金利子は介護保険特別会計の歳計現金に対する預金利子で、３項雑入

は第三者返納金と地域支援事業の利用者負担金などです。このうち、デ

イサービス事業利用者負担金６２万８，０００円は一般介護予防事業の

通所型サービスのいきいき型等の利用料です。また、新予防給付居宅介

護支援費２，０７６万６，０００円は要支援１及び２に認定された利用

者の訪問介護、通所介護以外のサービスに対し、ケアプランの作成など

を行った場合に国保連合会から地域包括支援センターに支払われるもの

です。２０、２１ページをお開きください。通所型サービス利用者負担

金１２３万円、訪問型サービス利用者負担金１６万円は総合事業の中の

委託サービス分の利用者の負担金になります。結果、予算額は６１億６，

７２９万１，０００円となり、前年度に比べ６，５４０万７，０００円

の増額となっております。以上でございます。御審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長  何か英語をしゃべっているみたいだね。それじゃ、２２、２

３ページから、歳出から入ります。 

 

矢田松夫副委員長  人件費ですが、一般職の人数は５０人と書いてありますが、

このうち任期は昨年と変わらんで、４名でいいですか。 

 

吉岡高齢福祉課長  任期付職員でございますか。 

 

矢田松夫副委員長  はい。 

 

吉岡高齢福祉課長  任期付職員につきましては５名となっております。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかにない。臨時は何人いますか、臨時。 

 

吉岡高齢福祉課長  臨時職員につきましては３名でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに。いいですか。ちなみに聞くんですが、任期付きは定

数条例に入っているよね。いや、人件費だから入っているでしょう。 

 

吉岡高齢福祉課長  入っていると認識しております。 

 

下瀬俊夫委員長  定数条例に入っているのに、退職一時金は払われてないよね。 
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吉岡高齢福祉課長  払ってないというふうに認識しております。 

 

下瀬俊夫委員長  これ、条例違反じゃないですか。 

 

吉岡高齢福祉課長  勉強不足で申し訳ございません。その辺りはちょっと把握

しておりません。 

 

下瀬俊夫委員長  条例違反ですよね、答えられん、答えられんですか。答えら

れないならいいです。また一般会計でやりますので。ほかにありますか。 

なかったら２４、２５ページ。いいですか、介護認定いいですか。ない

ようでありますので、２６、２７。いいですか。２６、２７です。保険

給付。 

 

小野泰委員  介護予防の福祉用具の購入とか住宅改修についてなんですが、こ

れは申請があって、そういうことをするような、認可をおろしてするん

でしょうが、本人なり、その家族なりとの、いわゆる人の関わりといい

ますか、例えば福祉用具を買う場合に、もっとこういうものがいいとか、

本人の、いわゆる体の具合とか、それに合わせて、そういうところまで

踏み込んでやっておられるかどうか、この住宅改造についても。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  まず、住宅改修につきましては、この住

宅改修に関わるプランといいますか、計画を策定する中で、それに合わ

せて認定をするという格好になります。その計画につきましては、この

住環境コーディネーターと申しまして、この介護保険の住宅改修に伴う

専門的な知識を持った者、若しくは介護支援専門員、ケアマネジャーで

すね、この者がこの住宅改修の計画を組むようになりますので、当然そ

の方に合わせた住宅改修を、専門的な知識の中で提供するという格好に

なっております。それから、福祉用具につきましても、先ほどと同様に

介護支援専門員、ケアマネジャー、若しくは福祉用具の販売店に福祉用

具専門員がおりますので、その方の心身の状況に合わせたものをいろい

ろ提案する中で、このサービスの提供をさせていただいているところで

ございます。 

 

小野泰委員  そしたら、その本人に対してベストな対応ができていると、こう

いう認識でよろしいですか。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  お体の状況に合った適切なものができて
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いるというふうに考えておりますが、ただ住宅改修におきましては、特

に限度額２０万円というものがございます。これを超えるものについて

は対応ができないという格好になりますので、大幅な工事が必要となっ

た場合については、全て、御本人さんの御意向あるいはお体に合った状

況が、サービスができているかどうかということになりますと、できて

ないという格好になります。また、福祉用具の購入につきましても、限

度額が１０万円というものがございますので、それもその限度額を超え

るようなものであるならば、完全にサービスが提供できてないというと

ころはあるかもしれません。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。ほかに。これ、改めて聞くんですが、介護保険

法第２条との関わりで、この給付はきちんとやられていますか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  きちんとやるようにはして

おりますが、徹底できているかどうかというと、まだまだ課題は多いと

いうふうに考えております。ただ、民間のケアマネジャーに対しまして

も、現在、本市におきましては、新規にケアマネになられた方には、認

定調査員になるための研修とかを市が実施しております。その際に、そ

の２条に関わる部分もお伝えさせていただいておりますので、一応介護

保険がどういうものなのか、どういうために利用するものかという周知

はしておりますが、１件１件のプランまで検証ができていないというの

が実情となるかと考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  保険法の２条でいけば、本来重くなってはいけないわけです

よね。ね。そこら辺でこの介護者が、いわゆる要介護がどんどん進行し

ていくという事態が今あるんじゃないかなと思っているんですが、そこ

ら辺はどういうふうに考えたらいいですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  例えば、理想としましては

全ての方が保険を利用されることで改善していくことが理想かと思いま

すが、ただ病気の種類だとか、例えばがんとか難治性のもの、進行性の

もの、これに関しましては必ずしもこういう保険を使ったからといって

改善が望めるものもないのではないかというふうに考えております。た

だし、地域包括支援センターが担当するような要支援１、要支援２、そ

して今後総合事業の利用をされる方に関しては、まだまだ改善の見込み

というものが十分にあるというふうに考えられますので、今後その辺り

に力を入れていきたいというふうに考えております。 
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下瀬俊夫委員長  この委員会は先進地に行ったというのがあって、今後の、結

局僕ら行ったとこでは課題が提起されてそれが政策化されるということ

が具体的なそれぞれの担当として必要だというふうに言われたんですよ

ね。そのときに、うちの場合に、この保険給付する場合にやっぱりより

改善をするために一定の目標が要るんではないかと、その目標といえば

何かって言えば、介護度をずっと落としていくという、そういうふうな

目標として設定されているかどうかというのがあるんですが、それはこ

の保険法との関係で今のようなやり方はどうなんだろうかというのがあ

るんですが。いわゆるこの要介護度数を減らしていくというか、そうい

う人数を減らしていくということが一つの目標として設定が必要じゃな

いかと思っているんですが、いかがでしょうか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  幾つかの目標設定というの

は必要になろうかというふうに考えております。先日も課内でいろいろ

な協議をする中で認定率の低下というのも一つのやはり大きな目標とす

べきではないかということで、この辺りは次期計画のほうに生かしてい

きたいというふうに考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  この２９年度は認定率何％見ていますか。２８でいいです。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  １８.７％でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  これを落としていくわけですね。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  目標としております。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。ほかにありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）なければ

２８、２９。 

 

吉永美子委員 ちょっと１点教えていただきたいんですけど、この審査手数料、

いわゆるレセプトの審査の手数料だと思うんですけど、この手数料のは

じき方はどういうふうにやるんでしたっけ。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  実績の勘案という格好になりますけれど

も、単価といたしましては１件につき８２円でございまして、今回８万

５,０００件をめどに試算をしております。ただ、これから今回総合事業

に伴うこの審査手数料がありますので、その分をマイナスさせていただ
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いて試算をさせていただいております。総合事業については３,５８７件

掛ける８２円をマイナスして、今回の費用を算出させていただいており

ます。 

 

吉永美子委員 この１件８２円というのはもう決められたもので、どういうふ

うに決まっているものなんでしょうか。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  連合会の協議の中で決定をしているもの

でございます。 

 

吉永美子委員  ということは、例えばよく値下げとか値上げとか、そういうよ

うな協議というのは全くないんですか。安けりゃ安いほど当然いいわけ

ですが。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  連合会の総会等で決定するわけですけれ

ども、連合会の状況、それから県内の各市町の状況等を勘案する中で決

定をしております。市長がこの委員の中に入りまして審議をしていただ

いているところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。それでは３０、３１ページ。いいですか。（「な

し」と呼ぶ者あり）なければ、３２、３３ページ。 

 

矢田松夫副委員長  昨年あった講師の謝礼とか、あれどこ行ったんですか、こ

こでいう、介護予防手帳とか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  介護予防手帳、講師謝礼は

何か所かございますが、恐らく３款２項１目の一般介護予防事業費のと

ころに行っていると思います。５ページです。 

 

下瀬俊夫委員長  ちゃんとある。地域支援事業。 

 

矢田松夫副委員長  これ皆合算している、いろんな講師の謝礼、この中に。４

９万２,０００円で。何種類ぐらいあるの、講師謝礼というのは。どんな

ものにどういう題目に、金額いいけど、どれぐらいのあるの講師謝礼と

いうのは。何種類ぐらい。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  これは３５ページの講師謝
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礼の中に何種類あるかという回答でよろしいですか。３５ページの講師

謝礼の部分には、まず先ほど説明させていただきましたように、応援隊

養成講座の講師、それとあと「老後のための筋肉貯筋運動」の講師、そ

れと介護予防教室、頭の若返りということで軽度認知症の教室を行って

おります、その講師。それと来年度、百歳体操の効果判定のために理学

療法士等の方の協力を依頼したいというふうに考えておりますので、そ

の方の講師謝礼分が入っております。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。はい。（発言する者あり）今ね、３３までやった

けど、矢田さんが先を急いだんです。いいですか、３３まで。３４、３

５。 

 

小野泰委員  さっき説明された百歳体操、非常に私どもの地域でも人気があっ

て、元気になったという人が結構多いんです。ですから、次から次へ行

きたいと。これ、今市内でどのぐらいの地域というか、どのぐらいの箇

所でやっておられます。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  現時点、市内３４か所で実

施をされております。現在プレゼンテーションの依頼も何件か入ってお

りますので、もう少し増えていくんではないかというふうに思っており

ます。 

 

小野泰委員  それで、これは最初にいわゆる体力テストといいますか、それを

してそれからずっと、なかなか毎週１回は付き合い切れんのですけど、

これ非常に人気がいいんで、介護予防にも物すごくつながると思います

んで、更に増やしていただきたいと思います。よろしいですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  はい、頑張りたいと思いま

す。ありがとうございます。 

 

吉永美子委員  この一番下にある介護予防型デイサービス事業委託料というの

は、これまであったいきいきデイサービスでよろしかったんですかね。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  これまで行っていた、いき

いきデイサービスの方のうち、現在全員に対して基本チェックリストを

実施させていただいております。この中で基本チェックリストに該当さ

れない方はここの一般介護予防事業で対応していこうというふうに考え
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ております。 

 

吉永美子委員  やはり元気な方がなかなかデイサービスに行かないという実態

はございませんか。その辺やっぱり要介護に入らないためにはやっぱり

こう出掛けていくということ必要だと思うんですけど、その辺はいかが

ですか。行政の思いと実態というところはマッチングしていますか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  １００％のマッチングとい

うのはちょっと難しいかと思いますが、やはりこのチェックリストにも

該当しない程度の方というのは、割合お元気な方が多くて、実を申しま

すとほかにも公民館活動に参加されていらっしゃったりという方が多い

というふうに感じております。今議員さんが言われましたように、本来

出てきてもらえたらいい人がなかなかこういうふうなところにつながら

ないかというふうに質問いただいたんですけれども、そこはやはり課題

として感じております。ただ、それというのは御本人さんの問題だけで

なく、例えば距離的なものだとか、近くに出掛けていける場所がないと

かというのがございますので、先ほど小野議員に言っていただきました、

地域で住民が運営する通いの場所、こういったものをどんどん増やして

いくことで、身近な地域で出ていける場所を作っていきたいというふう

に考えております。 

 

矢田松夫副委員長  その上のボランティア活動事業委託料は決算と比べて少し

予算的に増えているというのは登録人員とかそういう人数を増やしてい

こうという意気込みで少し予算を増やしたということでいいんですか。 

 

古谷高齢福祉課高齢福祉係長  こちらの予算のほうは昨年と同様の額なんです

けれども、決算のときにその年の活動実績等を勘案してそれに伴って決

算をするという形になっております。登録者の人数に関しては、昨年度

より増えて今年度の登録者数が２８年度２０５名になっております。今

２月末現在の数字になっております。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに。いいですか。通信運搬費５１万７,０００円ですが、

これ第７期のアンケートって言っちゃったよね、今。５１万７,０００円

でどういうアンケートをするんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  第７期のアンケートの一部

というふうに（「一部ね」と呼ぶ者あり）はい、捉えていただければと思
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います。ここの部分と申しますのが、対象者が要介護１から５以外の高

齢者に関しては、計画に関するアンケートに併せて高齢者のリスクや社

会参加状況を把握することで地域診断に生かすという目的を持ってこの

一般介護予防事業での支出が可能となりますので、その件数分をここに

計上しております。 

 

下瀬俊夫委員長  要介護１から５までですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  ここに関しては要介護１か

ら５以外の高齢者です。 

 

下瀬俊夫委員長  以外ね。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  はい。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかにありますか。なければ次に行きます。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  先ほど私が吉永委員さんに回答いたしま

した連合会のほうに市長が出ているということで申し上げましたけれど

も、大変申し訳ございません。訂正をさせていただければと思うんです

けれども、現在本市の市長は出席をしておりません。市長会の推薦とい

うことで、現在５人の県内の市長が出ておられます。下関市、岩国市、

光市、美祢市、萩市、それから町村会のほうからも３名の方が出席をさ

れて、この連合会の費用等の審査をしていただいているところでござい

ます。訂正をよろしくお願いします。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。よければ次に行きます。３６、３７。 

 

矢田松夫副委員長  新しい新規業務というんですかね、軽度認知障害把握、こ

れ新しい事業ですね。それで、大体何人ぐらい予定されて、こういう７

８万９,０００円の予算になったのか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  この業務に関しましては、

平成２８年度に新規に行っている業務でございます。平成２９年度に関

しましては、４００人の方が受けていただけるような予算を計上してお

ります。 
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石田清廉委員  同じところです、関連で。この非常に大事なことだと思うんで

す、この軽度の認知障害を把握するということは。具体的にどういうよ

うな把握をするための手法といいますか、されていらっしゃるんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  今年度におきましては、テ

ィーペックという会社が行われている認知症のスクリーニングテストと

いうものを行っております。これは、職員と１対１で聞き取りをしなが

ら、パソコンに入力をしていくというようなものです。それで結果が出

てくるというような形の検査と思っていただければと思います。 

 

石田清廉委員  その段階に行くまでの人ね、そういうテストを受けるというか、

一般の人でどうもおかしいよというような、民生委員とか福祉委員とか

そういう通達でこういうことが受けられるということもあるんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  一応、どなたからかが連れ

てこられてというよりか、御自分、若しくは家族が申し込むというよう

な形をとらせていただいております。御本人さんにやはり受けたいとい

う気持ちが少しでもないと、聞き取っていっても拒否をされてしまいま

すので。 

 

石田清廉委員  本人というのは必ず否定するでしょ、俺は認知じゃないよと。

おかしいなと思われても、受けたときに、いやそんなことないと。先生

の前に行くと正常な顔をしているのがほとんどだよね。だからそれを把

握するのが大事なこの事業のポイントだと思うので、その辺の手続をも

う少し充実していただくと早くこういうものが把握できるんじゃないか

と思います。いかがでしょうか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  今石田委員さんがおっしゃ

られたように、本当に認知症になってしまわれると、検査に対して「い

や、分かっている」とか、「知っている」とかというような対応になりま

すが、この軽度認知障害と申しますのは、認知症にはまだなられてない

方、いわゆるお元気だけどちょっと気になるというような方でございま

すので、そこまでのちょっと拒否というのはなく、逆にちょっと自分が

気になるから、受けてみようかなというような方が対象と思っていただ

ければと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。それじゃ、３８、３９ページ。どうぞ。 
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吉永美子委員  安心ナースホン委託料についてお聞きします。先ほど御説明で、

独り暮らしの方４５２人とおっしゃったと思っているんですけど、２８

年度の予算のときの御説明では３００人分とおっしゃったんですが、こ

れほど伸びそうでしょうか。 

 

吉岡高齢福祉課長  ２８年度予算のときは、一応３００台ということで計上し

ております。今年度に関しましては、少しでも増やす方向でいきたい。

独り暮らし高齢者の方と、高齢者のみの世帯の方、日中独居の方、そう

いった方も対象になりますので、対象自体は当然それ以上いらっしゃい

ますので、今回入札のほうで金額のほうも下がりました。今回ちょっと

少し人数を昨年よりも多く計上させていただいております。 

 

吉永美子委員  いや、入札で減ったのは知っていますけど、それと人数はリン

クしないと思うんですね。ですので、その結局じゃあ逆に言うと、今ま

で何で３００人で抑えたのっていう話になるわけじゃないですか。だか

ら、要は何というか、実績として別に待っていただいていたり、断って

いたりしていたわけではないでしょう。だから、４５２って聞こえたん

ですけど、具体的にここまで出るということは、何か調査をされて、こ

ういう必要な人たちがいるという何か具体的な把握のもとで、こういう

一桁まで出てきたのかなというふうに思ったんですけど、その辺は違う

んでしょうか。 

 

吉岡高齢福祉課長  ４２５台ほどになるんですけれども、（「今５２って言われ

た」と呼ぶ者あり）２５で。そちらのうち休止１５で、こちらは途中で

短期間の一時施設入所とかされる方とかを１５台見込んで、残り４１０

台という形で今考えているんですけれども、具体的に今言われましたら、

調査とかそういったのは、ちょっとしてはおりません。今までも確かに

待っていただいている方もいらっしゃったというわけではないんですけ

れども、今実績として、２月末実績今２６５台ほどありまして、今まで

３００台予算ということで上げていたんですけど、それよりは少し増や

していきたいということで、ただ具体的にこの数字が何かその根拠とか、

調べて出てきた数字かというと、そうではございません。 

 

下瀬俊夫委員長  いやいや、そういう説明はまずいでしょう。根拠のない数字

を上げたって話にならんでしょう。 

 

吉岡高齢福祉課長  ６月に民生委員の方に実態調査というのをやっていただい
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ております。前回アドバイスをいただきまして、その調査の中に、この

ナースホンの項目も入れることにしております。したがいまして、今年

度はほかの広報とかも合わせて、一生懸命ちょっと広報のほうをしてい

きたいと思いますので、人数は伸びるというふうに思っておりますが、

実際おっしゃられたように、今調査をしてということではございません

ですけども、今年度のその先ほどの民生委員の調査で、また数字も把握

できると思いますので、今後はいろいろな実態調査を生かしながら、ま

た予算にも上げていきたいというふうに思います。 

 

下瀬俊夫委員長  いやいや、あのね、去年が３００で、今年それからこの百数

十増やすわけでしょう。１００は増やすわけいね。あんまりこんな積極

的に予算計上するような事業ってあんまりないわけですよ。そうすると

ね、何を目的にするわけですか。いや、何か変わったわけ、目的が。 

 

吉岡高齢福祉課長  目的自体は変わっておりません。 

 

下瀬俊夫委員長  いや、例えばね、独り暮らしで最近亡くなって発見されると

いう家庭が何件か出てきて、できるだけこういうのはもう基本的になく

していきたいと。だから、基本でいえば、独り暮らしの方にはほとんど

これ設置してもらおうというぐらいに見込みがあるのかなと思うたんで

すよ。そういうのは余りないわけね、目的意識的な問題というのは。は

い、よく分からんのですよ、だから。説明がよく分からない。 

 

吉岡高齢福祉課長  このナースホンについては、その効果というのは非常に大

切といいますか、効果のあるものだというふうに考えております。 今

おっしゃられたように、緊急時の場合、それを未然に防げるような機械

であるというふうに、有効なものだというふうに考えておりますので、

先ほども紹介しました６月の調査もありますが、ほかにもいろんな機会

を通じて、これは本当に伸ばしていきたい事業であるというふうに考え

ておりますので、高めではございますが、目標設定として、意気込みと

して設定をさせていただいたところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  具体的にね、解決せんにゃいけん課題が幾つかあるでしょう。

例えば、現在電話を持っている家庭はどうなんですか。対象外でしょう。 

 

吉岡高齢福祉課長  電話を持っておられる方も対象になります。 
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下瀬俊夫委員長  なるわけね。 

 

吉岡高齢福祉課長  はい。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。それでね、独り暮らしで対象者を何人ぐらいに見てい

るんですか。独り暮らし全員にこれを付けるわけ。休憩をとる。はい、

じゃあちょっと５分休憩。３５分まで。 

 

 

午後４時３０分 休憩 

 

午後４時３５分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  じゃあ、再開します。 

 

吉岡高齢福祉課長  先ほどの安心ナースホンの予算の要求の根拠でございます

けども、現在、独り暮らしの世帯が２,９６６世帯ございます。私どもと

しては、この世帯のうち約大体１５％ぐらいに普及をさせたいというふ

うに考えておりまして、そうしますと、大体４２０人ぐらいになるだろ

う。この中には、独り暮らし世帯ではありません。日中独居とか、そう

いうとこも含まれてまいりますので、全く正確な数字ということになり

ませんが、目標としては、この独り暮らし世帯の１５％にこの機械を普

及させたいというふうに考えておるところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  １５％の根拠は何かね。聞くまいか。はい、分かった、分か

った。聞かん。 

 

吉永美子委員  済いません。今の２,９６６世帯には、独り暮らしと日中一人が

入るということでしたかね。じゃなくて二人暮らし、高齢者の二人世帯

とお一人が含まれるということですか。 

 

吉岡高齢福祉課長  ２,９６６人は、日中独居ではなくて、もうそのまま独り暮

らしの方でございます。独り暮らしの方だけ。 

 

下瀬俊夫委員長  独り暮らしだけやね。 
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吉永美子委員  済いません。何とかが含まれると聞こえたもんですから、じゃ

あ完全に独り暮らしということですよね。だから、調子が悪くなられた

ときに、家族がそばに絶対誰かが遊びに来られてない限りは、いないと

いうことじゃないですか。その方々が２,９６６世帯もあられるわけです

よね。ですから、このたび民生委員さんの調査の中に項目を入れてくだ

さったことは、やっぱり提言させていただいたので、大変いいことだと

思うんですけど、これをやっぱりせめて４０％ぐらいまではと思うんで

すけど、やっぱり私は必要ないという人も中にはいるかもしれません。

ただ、それプラス日中一人だとか、高齢者のお二人とかっていう方も含

まれる、入れていくと、かなりの世帯になりますよね、現実は。ですの

で、やるからには、先ほど１５％っていう根拠は何って言われましたけ

ど、やっぱりやるからには、ここまではいきたいっていうのをもうちょ

っと高く考えていただけたらなと思います。ただ、今回の民生委員さん

の調査では、民生委員さんの調査されるのは何件あるんですか、現実。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  これは２８年度の実績にな

りますが、独り暮らしの方、あと高齢者二人暮らしの方、寝たきりの方、

４,０９２件ほど訪問されております。拒否された件数が入っておりませ

んので、もしかしたらこれよりもう少し多い人数訪問されている可能性

はございます。 

 

吉永美子委員  高くても１,０５０円ですかね、１,０８０円ですか、今。いわ

ゆる市民の負担がですよね、ゼロ円か５２５円か１,０５０円でしたっけ。 

 

吉岡高齢福祉課長  一番高い方で１,４０４円になります。済いません、今のは

委託料。７０２円になります。 

 

吉永美子委員  じゃあ、下がったということですね、個人の負担も。というこ

とも是非アピールしていただいて、補正予算が出ますように強く期待し

ております。頑張ってください。 

 

矢田松夫副委員長  いいですか、もう一回ね。去年の実績が３２１台で約７０

０万なのいね。今年は４２０台、半値になったんか。安うなったんか、

ほんならいい。（笑声）今のは訂正する。それと、ついでに。下のメール

配信ですが、これが新しい新規業務、見回りネットということで。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  この見守りネットさんよう
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おのだは、平成２８年度から実施をしておりますが、２９年度から防災

メールを活用させていただく形で開始したいというふうに考えて、この

業務委託料としては、新たに予算計上をさせていただいております。 

 

矢田松夫副委員長  これはサンサンきららに委託するのだろうと思うんですけ

ど、違うの。防災メールか、ああ、違うのか。 

 

下瀬俊夫委員長  これはどうなるんかいね。メールなんだけど、お年寄りがこ

れ受信するわけ。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  事前にこの見守りネットさ 

んようおのだに登録していただいた方に対して、例えば徘徊
はいかい

とか、行方 

不明になっていらっしゃる方の情報をお流しするという形になります。 

 

下瀬俊夫委員長  ああ。そうすると、防災メールが届いた人は、大体届くとい

うことやね。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  ただし、防災メールに登録

した方に全てではなく、防災メールを登録したいという選択と、この見

守りネットの配信を希望したいという選択でチェックができるようにな

る予定でございますので、やはり希望された方にという形になります。 

 

下瀬俊夫委員長  はい、分かりました。ほかにありますか。 

 

石田清廉委員  ちょっと的違いかも分からないけども、この地域支援事業費の

中に委託料という委託業務がたくさんあるんですよね。しかし、目的は

先ほどの軽度の認知症の実態把握とか、あるいは介護予防支援事業費と

なると高齢者の実態把握とか、何か関連したものがあるんですよね。そ

ういった委託先の連絡協議会みたいなのは、もし持てれば、情報をうま

く使えば、いろんな情報が先ほどの軽度の認知の問題も、いろんな調査

が効率的にできるんじゃないかと思いますが、そういう連絡会議みたい

なのはあるんですか、委託先の。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  委託先の連絡会議というの

はございません。 

 

石田清廉委員  こういうその実態の調査の効果を、成果を上げるためにも、そ
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ういうものがあったほうが、より連絡がとれて横のつながりができて、

いろんな調査が効果的にできるんじゃないですか。そういうお考えはあ

りませんか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  それぞれかなり内容が違う

ものになりますので、この委託事業全ての業者に集まって連絡会という

ことは、ちょっと想定しづらいですが、例えば介護予防型デイサービス

事業等に関しましては、この事業に関して何か所か委託をさせていただ

いております。こういったものに関しては、年に１回程度連絡会だとか、

情報提供会というのを実施、開催しております。 

  

石田清廉委員  済いません。今おっしゃったように、全てがというわけにいか

ないとしても、ある程度グループに分けた感じでね、しかし高齢者の実

態を把握作業していたら、軽度の認知症なんかも関連して出てくるんじ

ゃないんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  ４１ページの高齢者実態把

握委託料に関しましては、この把握業務はサブセンターに委託しており

ますので、こういう中で把握した情報というのは、必ず地域包括支援セ

ンター本部に入ってまいります。そこでほかに必要な事業に結び付ける

必要があれば、サブセンター、若しくはうちのほうでつなげているとい

うような状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。ほかに。配食サービスですね、これ総合事業以

外なので、介護保険で適用される人数ですよね。件数は何件くらい。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  総合事業で対応する方以外

は、任意事業で提供させていただくようになります。件数に関しまして

は、現在利用されている方の中で、全員まだ基本チェックリストを全て

終わっておりませんが、総合事業で配食の利用に進まれる方が、恐らく

２８名程度。そして、今度要介護認定を受けられている、若しくは総合

事業の対象にならない、いわゆる任意事業で受けられる予定の方が１７

名程度いらっしゃいます。 

 

下瀬俊夫委員長 そんなものですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長 １月現在で、日によって人
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が若干変わるんですが、現在５７名の利用がございます。この方を今基

本チェックリスト等で振り分けている状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  あと紙おむつですが、これ何世帯ぐらい、世帯でいくのかな、

人数でいくのかな。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  ２８年度の１月時点の実績

になりますが、実人数で９６名、延べ６１９件の利用となります。 

 

下瀬俊夫委員長  これは、月々の金額とは枚数とかというのは規定があるんで

すか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  上限が６,０００円となっ

ております。 

 

下瀬俊夫委員長  ６,０００円までね。ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）なけれ

ば、次行きます。４０、４１。いいですか。実態把握ですが、これは、

対象者に対して対象者全員の実態把握ということじゃないんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  対象者を広く捉えれば、６

５歳以上の方全員というふうな解釈になると思います。その方を、全件

というようなちょっと体制はとれませんので、自治会長さんだとか民生

委員さんとの連絡を取る中で、私どもが把握してない方で困ってらっし

ゃるようなことをどんどん把握していくというような形で実際的には行

っております。 

 

下瀬俊夫委員長  僕らも先進地に行って少し学んできたことからすると、やは

り、まず、実態をつかむということがもう先決だと、これに勝るものは

ないんだという位置付けをされて、一人一人の実態をかなりつかまれて、

詳細なデータ、台帳が作られたというのがあったんですね。結局何です

か、今の把握をする対象者は、どういう対象者を設定されているんです

か。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  先にこの業務内容について

御説明させていただきたいと思いますが、恐らく先進地で行われていた

ように１件１件調査を回るというようなものをうちでは行っておりませ

ん。サブセンターが日頃、業務を行う中で、例えばですけれども、地域
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のほうに出向いていって、民生委員さんだとか自治会長さんのほうに行

かれて困ってらっしゃるような高齢者はいらっしゃらないだろうか、そ

ういうふうな対応をしていただくことをお願いしております、業務内容

としては。という観点から申しますと、やはり対象者は６５歳以上の高

齢者の全員というふうになろうかというふうに考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  そうすると、一人一人のアンケートじゃなしに、自治会長と

か民生委員さんとか、特定の人に対して聞き取りをしているということ

でいいんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  特定の人に聞き取りをした

後に、気になる方のところに訪問をして、その方の状況を把握するとい

うふうに捉えていただければと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  そうすると、今先ほど言われたように、６５歳が対象なんだ

けど、その対象者全体の中で何％ぐらいになるんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  件数でよろしいでしょうか。 

 

下瀬俊夫委員長  件数、人数じゃなしに件数ですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  件数です。経過を追ったと

きに件数が上がってまいりますので、平成２７年度の実績になりますが、

２,３６９件となっております。 

 

下瀬俊夫委員長  ６５歳以上といえば何人いるんですか、対象。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  ２万人ちょっとおります。

ただ、その中から要介護認定、要支援認定を受けられている方は、ケア

マネジャーが付いておりますので、対象から外れると考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  それは対象じゃないわけね。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  対象ではないというよりか

は、優先順位が低くなるというふうに考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  優先順位が。それは、だから、ケアマネが付いているから、
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基本的には事態が分かっているという前提の話ですね。それ入れたらど

れぐらいになるわけ。これは入ってないんでしょう、今の２,３６９件に

は。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  これには、要介護認定を受

けられている方の対応件数は入っておりません。ただ、要介護認定の件

数というのは、介護認定を受けてらっしゃる方の件数、ちょっと今すぐ

出てまいりませんが、２,０００弱ぐらいだったというふうに今記憶して

おります。 

 

下瀬俊夫委員長  どうなんですかね。６５歳以上をどの程度把握できるかとい

うのはあるんだけど、先ほどのアンケートという問題もあったじゃない

ですか。アンケートとは基本的にこれ別もんだということやね。第７期

に向けて、やっぱりそこら辺の全体を網羅できるような実態調査という

のはやらないんですか。 

 

吉岡高齢福祉課長  今のところ予定にはございません。 

 

下瀬俊夫委員長  なぜ。 

 

吉岡高齢福祉課長  現在、先ほどもありましたアンケート調査につきましては、

やはり第７期の計画を作るために行うアンケートという位置付けでござ

いますので、高齢者の方から抽出してアンケートを行うというやり方で

ございます。委員長がおっしゃられるような全員に対するアンケートと

いうのは、その計画を作るためにも使えるとは思いますが、また別の意

味で個別に対応していくというのもあり得るというふうに思いますけど

も、そういう目的のために全員行うということは、今のところちょっと

予定をしてないところでございます。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  ちょっと追加、補足になり

ますが、ただ、そのアンケート調査と同じではございませんが、確かに

委員長が言われるように、６５歳以上の方の実態というか、どういうふ

うな状態の方がというのを把握していくという業務は非常に大切な業務

だというふうには考えておりますので、来年度その辺りは宿題として前

向きに検討していきたいというふうには、全件調査に至るかどうかは別

としては、なるべく実態を把握していきたいというふうには考えており

ます。 
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下瀬俊夫委員長  うちの委員会の皆さん、意識が少し高まってきてますんで、

そこら辺は是非、いろんな方法はあるんだろうけど、是非実態調査その

ものは、やっぱり大きく構えてやろうじゃないですか。ほかにあります

か。（「なし」と呼ぶ者あり）なかったら、４２、４３ページ。 

 

矢田松夫副委員長  この成年後見人のとこはあれですか、弁護士が何人ぐらい

で、これは白井弁護士も入っているんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  入られておりません。 

 

下瀬俊夫委員長  入ってないね。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  はい。 

 

下瀬俊夫委員長  これ何人ぐらいを予定していますか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  予定としましては、在宅の

方１件分と施設等入所されている３件分を計上させていただいておりま

す。 

 

下瀬俊夫委員長  実積はそんなもんですか。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  今年度まで実績が実を申し

ますとゼロでした。今年度が今のところ１件上がっております。ただ、

現在、市長申立てをして、低所得の方が二、三名いらっしゃいますので、

その方が次年度報酬助成の請求が出てくるかもしれないということで予

算を上げさせていただいております。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）じゃあ４４、４５。な

いですね。（「なし」と呼ぶ者あり）なければ、歳入全般でお願いします。

ちょっと時間を延長します。収納率は分かりますか。保険料。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  ２７年度でよろしいでしょうか。２７年

度が９８.９％でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  それは特別徴収。 
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河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  特別徴収、普通徴収含めた現年度分でご

ざいます。 

 

下瀬俊夫委員長  現年分ね。ちょっとそれぞれ分けて言ってください。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  特別徴収につきましては１００％でござ

います。普通徴収が８６.３９％でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  この滞納分は分かりますか。収納率。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  不納欠損でもよろしいでしょうか。２７

年度末で不納欠損としてさせていただいた金額につきましては、４８５

万６,０６８円ございます。 

 

下瀬俊夫委員長  これはなかなかどうなんですか。今、家庭訪問等で会われて

いるんですか。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  電話勧奨等は行っておりますが、訪問に

ついてはまだ着手ができておりません。 

  

下瀬俊夫委員長  訪問まで行ってないわけ。電話だけですか。これ滞納者も含

めて、基本的には介護保険を適用はしているわけですよね。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  認定は行っております。 

 

下瀬俊夫委員長  やっていますよね。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  はい。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかにありますか、全体的に。この延滞金、加算金、過料そ

れぞれ１万円ずつになっているけど、これどの程度、年間の実績、２７

年度でいいんですけど、どの程度の実績になるんですか。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  現在、延滞金につきましては、積極的に

介護保険については課しておりません。 

 

下瀬俊夫委員長  課しておりません。加算金もないわけですね。 
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河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  加算金は対象がございません。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか、ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）あと最後まで

ですが、全体的にいいですか。いいとか悪いとか言うてください。いい

ですか。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは、質疑を打ち切ります。討論

のある方。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは、議案第１８号平成２９年

度山陽小野田市介護保険特別会計予算について、賛成の議員の挙手をお

願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。それでは、引き続いて長生園までいき

ます。長生園関連の議案が４件ほどあります。これ一括して提案しても

らって質疑を受けたいと思います。採択は個別にやりますが、１件ずつ

やりますが、ほぼ同じ内容なんで一括して。議案第３８号、３９号、４

０号、それから、三つか、３件やね、済みません、３件でした。間違い

ました。じゃあ３件について一括して説明お願いします。 

 

吉岡高齢福祉課長  議案第３８号養護老人ホーム長生園組合の解散に関する協

議について、議案第３９号養護老人ホーム長生園組合の解散に伴う事務

の承継に関する協議について、議案第４０号財産の無償貸付について、

御説明させていただきます。養護老人ホーム長生園の民営化については、

公募を行った結果、下関市に本拠地を置く社会福祉法人さわやか会が移

譲先候補となり、現在引継ぎ等を行なっているところでございます。ま

ず、解散に向けた手続、解散後の処理等を御説明させていただきます。

お配りしております資料の「解散における組合市のスケジュール」を御

覧ください。縦が年度、横が長生園組合、山陽小野田市、宇部市となっ

ております。関連のある事項を同じ色にしております。まず、緑色の部

分です。２月に長生園議会定例会で解散に向けた補正予算等を議決して

いただいております。それを受けて、３月の山陽小野田市、宇部市の市

議会定例会で議案を提出しております。両市に共通するのが、「解散議案」、

これは「解散をすることについて宇部市と協議することについて議会の

議決を求める」ものでございます。これが、議案第３８号になります。

次に、「事務の承継の議案」、これは、解散後の事務について山陽小野田

市が承継すること、剰余金、未収金及び未支出金の清算により剰余又は

不足が生じた場合の負担割合や、決算について定めたものになります。

これが、議案第３９号になります。そして、２月の長生園議会の補正予
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算の議決を受け、両市の負担割合に基づいた補正予算でございます。ま

た、山陽小野田市のみの議案としては、長生園の所在する土地が山陽小

野田市の市有地でございますので、それを無償で貸し付けるための議案

が別にございます。これが、議案４０号です。そして、両市の議決後に

山陽小野田市から県知事に解散の届出をいたします。そして、３月３１

日に解散となりますが、組合の会計につきましてはその時点での打切り

決算となります。青色の部分です。この打切り決算につきましては平成

２９年９月の両市の定例会で決算認定を受ける予定でございます。次に、

オレンジ色の部分です。先ほど、事務の承継の話をさせていただきまし

た。これは３月３１日に打切り決算をいたしますが、いろいろな支出、

特に３月分の光熱水費や賄い費などは３月末で締めて、４月に支払うこ

とになります。また、介護報酬などは２月分が４月に、３月分は５月に

入ってまいります。しかし、その時点、長生園は存在しませんので、そ

の事務を山陽小野田市が引き継いで行なうというものです。３月３１日

の打切り決算を受けて４月以降の歳出や歳入が決定します。これを、山

陽小野田市の一般会計で処理するため、４月に補正予算の専決処分を行

ないたいと考えております。そして、直近の議会で報告をすることにな

ります。４月から事務の承継ということで、山陽小野田市で長生園の残

務処理に係る歳入歳出の処理を行ないますが、最終的に剰余となった場

合、あらかじめ両市で合意した案分率により、両市で分配することとな

ります。その処理として、両市１２月議会で山陽小野田市が宇部市に支

払うべき歳出額を補正、宇部市は歳入額を補正することとなります。こ

の、部分の決算認定につきましては、平成３０年の９月に市議会の決算

認定を受けて、宇部市に通知、宇部市が決算の要領を公表することにな

ります。また、色を塗っておりませんが、例年と同じく、６月議会で行

政報告を行なうこととなります。平成２９年度は平成２７年度決算概要

を報告することになります。以上が、解散に向けた手続、解散後の処理

でございます。次に、議案について御説明いたします。議案第３８号養

護老人ホーム長生園組合の解散に関する協議についてです。地方自治法

第２８８条により、一部事務組合を解散しようとするときは構成団体の

協議により県知事に届け出なければならない、となっております。そし

て、第２９０条でその協議については構成団体の議会の議決を経なけれ

ばならないとなっているため、議決を求めるものです。議案第３９号養

護老人ホーム長生園組合の解散に伴う事務の承継に関する協議について

です。長生園組合規約第１８条第２項に、組合の解散に伴う事務の承継

並びに決算の審査及び認定については、組合市が議会の議決を経て行う

協議をもって定めるとなっております。この規定により、議決を求める
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ものです。議案第３８号３９号は解散に向けた手続に関するものとなり

ます。議案第４０号財産の無償貸付について、は公募の条件となってお

りましたが、市有地である長生園の敷地について、社会福祉法人さわや

か会が現地で養護老人ホームを経営する間に限って無償で貸し付けるも

のでございます。以上でございます。御審議のほどよろしくお願いいた

します。 

 

下瀬俊夫委員長  質疑は一括して受けたいと思います。ないですか。なければ、

もうすぐ３月が終わるんで、今時点で分かっている退職者等が分かれば。 

 

吉岡高齢福祉課長  今現在でございますけども、職員２１名おりましたが、そ

のうち８名の方が引き続き新しい法人で働かれるということを希望され

ております。残りの方は退職というふうに聞いております。 

 

下瀬俊夫委員長  ８名の内訳分かる。 

 

吉岡高齢福祉課長  ８名の方は、今、聞いているのが全て臨時職員の方でござ

います。 

 

下瀬俊夫委員長  臨時。 

 

吉岡高齢福祉課長  はい。先ほど、残り全て退職というふうに申し上げました

が、１名の方は保留されているということを聞いております。この保留

されておられる方が正規職員の方でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  そうですか。ちょっとそれは違うんじゃないかな。 

 

吉岡高齢福祉課長  申し訳ありません。８名の方のうち１名は正規職員でござ

います。 

 

下瀬俊夫委員長  一人が今考え中ということですね。問題は１３人の方が退職

するわけですが、これの再就職の問題はどの程度関わっているんですか、

行政は。 

 

吉岡高齢福祉課長  特に、就職のあっせん等はしていない状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  いわゆる異動の関係がかなりあると、いわゆる異動が障害に
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なっていて、再雇用を希望しなかったという方が何人かいるという話を

聞いているんですよね。結局、下関の施設に異動する可能性があるとい

うことも大きな障害があったというふうに聞いているんですが、そこら

辺の方に、やはり行政が関わって、民間に払い下げたというか、売り渡

したわけですから、当然、そこら辺の再就職等についての相談ぐらいは、

僕はやっぱり受けたほうがいいんじゃないかなと思うんですが。全くそ

の気はないんですか、行政は。 

 

吉岡高齢福祉課長  相談があれば、相談には乗りたいというふうに考えており

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  そうですか。ほかに。いいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）

それでは、質疑を打ち切りたいと思います。１件ずつやりますので、１

件ずつ答えてください。議案第３８号、討論がありますか。（「なし」と

呼ぶ者あり）それでは、議案第３８号養護老人ホーム長生園組合の解散

に関する協議について、賛成の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。議案第３９号、討論はありますか。い

いですか。（「なし」と呼ぶ者あり）議案第３９号養護老人ホーム長生園

組合の解散に伴う事務の承継に関する協議について、賛成の委員の挙手

をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。議案第４０号、討論がある方。いいで

すか。（「なし」と呼ぶ者あり）議案第４０号財産の無償貸与について、

賛成の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。以上で、今日は終了したいと思います。

問題は予備日が、１６日があるんですが、残る議案もかなり分量がある

ので、１６日午前９時から委員会を再開したいと思いますが、よろしい

ですか、９時です。基本的には午前中で終わりたいと思っております。

昼からやると、あと困るんですよ。いいですか。（「委員長、済みません」



 

120 

 

と呼ぶ者あり）はい。（「今の議案名は貸与じゃなくて、貸付けですね」

と呼ぶ者あり）貸付け。ああ、本当や。済いません。貸付けです。議案

第４０号、訂正します。財産の無償貸付についてです。訂正します。１

６日、９時からでいいですか。（「異議なし」と呼ぶ者あり）じゃあ、１

６日午前９時から再開をしますので、よろしくお願いします。以上で終

わります。 

 

 

午後５時１５分 散会 

 

 

平成２９年３月１０日 

 

民生福祉常任委員長 下 瀬 俊 夫 


